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全全  体体  方方  針針 

 

新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが５類に移行され、コロナ前の日常

生活が戻りつつある。しかしながら、その間に貯蓄が減少した人も多く、円安を背景と

した物価高が追い討ちをかけ、生活保護の申請件数は、対前年同月比で増加を続

けている。 

また、豪雨や地震などの自然災害による大きな被害が度々発生し、そうしたリスク

への備えが喫緊の課題となっている。 

一方、長期的な観点からは、第９期岡山県高齢者保健福祉・介護保険事業支援

計画における人口推計によると、令和２年から令和２２年までの２０年間で、６５歳以

上の高齢者人口は１．４万人、７５歳以上の後期高齢者は３．８万人の増加が見込ま

れている。片や、１５歳から６４歳までの生産年齢人口は、同期間で１８．２万人の減

少が、１４歳以下のこどもの人口は、３．８万人の減少が見込まれ、少子高齢化が一

層顕著になると推測されている。また、単身世帯の増加、人との交流、特に地域にお

ける交流の希薄化など、社会保障を取り巻く環境は大きく変化している。こうした状況

にあって、地域住民や地域の多様な主体が参画し、世代や分野を超えてつながる

「地域共生社会」の実現が強く求められている。 

本会では、令和５年度からの５か年を推進期間とする「第８次岡山県社会福祉協

議会経営・活動計画」に沿って、こうした状況を踏まえつつ、「地域共生社会」の実現

に向けて、令和６年度の実施計画を定め、着実に事業を実施していくこととするが、３

つの重点的取組については、最優先に進めることとする。 

まず、コロナ禍で顕在化した支援を要する世帯に対する相談支援体制の強化に

ついては、借受人の現況を把握し、償還免除や猶予を含めた債権管理を適切に行う

とともに、依然困窮状態にある借受人に対しては適切な相談支援につなげる。その

ため、相談員の資質向上、専門職や民生委員児童委員等の関係機関・団体との連

携協働の推進等により、相談支援体制の強化に取り組む。また、複数の分野を横断

する課題を有する方などの対応として、包括的な支援の仕組みである重層的支援体

制整備事業の導入支援を進める。 

次に、災害時の対応については、災害発生から日常生活に戻るまで切れ目のな

い福祉的支援が継続できるよう、市町村域での体制構築に向けて取り組むとともに、

県域での体制についても関係機関との連携、協議を進める。 

また、福祉人材の定着・確保については、外国人や未経験者の参入を促す取組

を進めるとともに、安心して働き続けることができる職場環境づくりへの取組支援、魅

力ある職場環境の発信などにより、福祉の人材不足解消につなげていく。 

なお、取組に当たっては、多様な主体との連携・協働によって、地域の生活課題

が解決できる「地域共生社会」の実現を意識しながら進めるとともに、本会内におい

て、部署横断的に連携・協働を図りながら進めることとする。 

 

全全  体体  方方  針針 

 

新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが５類に移行され、コロナ前の日常

生活が戻りつつある。しかしながら、その間に貯蓄が減少した人も多く、円安を背景と

した物価高が追い討ちをかけ、生活保護の申請件数は、対前年同月比で増加を続

けている。 

また、豪雨や地震などの自然災害による大きな被害が度々発生し、そうしたリスク

への備えが喫緊の課題となっている。 

一方、長期的な観点からは、第９期岡山県高齢者保健福祉・介護保険事業支援

計画における人口推計によると、令和２年から令和２２年までの２０年間で、６５歳以

上の高齢者人口は１．２万人、７５歳以上の後期高齢者は３．６万人の増加が見込ま

れている。片や、１５歳から６４歳までの生産年齢人口は、同期間で１９．５万人の減

少が、１４歳以下のこどもの人口は、５．８万人の減少が見込まれ、少子高齢化が一

層顕著になると推測されている。また、単身世帯の増加、人との交流、特に地域にお

ける交流の希薄化など、社会保障を取り巻く環境は大きく変化している。こうした状況

にあって、地域住民や地域の多様な主体が参画し、世代や分野を超えてつながる

「地域共生社会」の実現が強く求められている。 

本会では、令和５年度からの５か年を推進期間とする「第８次岡山県社会福祉協

議会経営・活動計画」に沿って、こうした状況を踏まえつつ、「地域共生社会」の実現

に向けて、令和６年度の実施計画を定め、着実に事業を実施していくこととするが、３

つの重点的取組については、最優先に進めることとする。 

まず、コロナ禍で顕在化した支援を要する世帯に対する相談支援体制の強化に

ついては、借受人の現況を把握し、償還免除や猶予を含めた債権管理を適切に行う

とともに、依然困窮状態にある借受人に対しては適切な相談支援につなげる。その

ため、相談員の資質向上、専門職や民生委員児童委員等の関係機関・団体との連

携協働の推進等により、相談支援体制の強化に取り組む。また、複数の分野を横断

する課題を有する方などの対応として、包括的な支援の仕組みである重層的支援体

制整備事業の導入支援を進める。 

次に、災害時の対応については、災害発生から日常生活に戻るまで切れ目のな

い福祉的支援が継続できるよう、市町村域での体制構築に向けて取り組むとともに、

県域での体制についても関係機関との連携、協議を進める。 

また、福祉人材の定着・確保については、外国人や未経験者の参入を促す取組

を進めるとともに、安心して働き続けることができる職場環境づくりへの取組支援、魅

力ある職場環境の発信などにより、福祉の人材不足解消につなげていく。 

なお、取組に当たっては、多様な主体との連携・協働によって、地域の生活課題

が解決できる「地域共生社会」の実現を意識しながら進めるとともに、本会内におい

て、部署横断的に連携・協働を図りながら進めることとする。 
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経経営営・・活活動動方方針針１１ 

住住民民主主体体のの地地域域福福祉祉活活動動をを支支ええるる基基盤盤づづくくりりをを推推進進ししまますす  

【【推推進進項項目目①①】】市市町町村村域域ににおおけけるる地地域域福福祉祉活活動動・・福福祉祉教教育育のの推推進進  

【【推推進進項項目目②②】】市市町町村村社社協協のの組組織織基基盤盤強強化化  

【【推推進進項項目目③③】】県県域域ににおおけけるる地地域域福福祉祉活活動動のの推推進進  

 

  包括的支援体制の構築に向けて、「重層的支援体制整備事業」の展開促進を図り、社協

と行政とのパートナーシップの強化や、多様な主体との連携・協働の仕組みづくり、個

別支援と地域支援の一体的支援を推進できる人材の育成に取り組む。 

また、教育機関等と連携した福祉教育の推進等、新たに策定した「社協ボランティア

センターの活動強化方策２０２４」の着実な推進を図るとともに、社協と社会福祉法人

等の連携・協働による地域公益活動の展開、活性化に引き続き取り組んでいく。 

併せて、災害ボランティアセンターの機能を整理し、災害発生から日常生活に戻るま

で切れ目のない福祉的支援が図れるよう、災害ボランティアと被災者見守り・相談支援

を一体的に行う体制構築に向けて、市町村社協を中心としたモデル事業の展開や、それ

を支える県域ネットワーク構築・後方支援機能の強化、市町村社協ＢＣＰ策定促進を図る。 

そして、市町村社協が総合力を活かし役割が発揮できるよう、市町村社協地域福祉推

進委員会と協働し市町村社協中期経営計画の策定推進や、全社協との連携のもと、新た

な「社協基本要項」の検討・策定を通じて、市町村社協の役職員が一体となった組織基

盤強化が図れるよう取り組んでいく。 

経経営営・・活活動動方方針針２２ 

生生活活にに関関すするる包包括括的的なな相相談談・・支支援援体体制制をを推推進進ししまますす  

【【推推進進項項目目①①】】自自立立支支援援機機能能のの推推進進・・強強化化  

【【推推進進項項目目②②】】相相談談支支援援体体制制のの整整備備（（関関係係機機関関ととのの連連携携・・人人材材のの育育成成））  

【【推推進進項項目目③③】】総総合合的的なな権権利利擁擁護護のの推推進進（（拡拡充充））  

 

コロナ禍や長引く物価高騰の影響による生活困窮や社会的孤立等の地域生活課題に対

して、生活福祉資金貸付事業をはじめ、各種の相談支援事業の推進強化を図り、各市町

村の包括的な支援体制の整備に向けた取組を進める。 

特に、県内の市町村社協や行政・自立相談支援機関等との緊密な連携のもとで、コロ

ナ特例貸付の借受世帯等への継続的な現状把握と必要な支援につなげるための相談支援

体制の充実に重点的に取り組むとともに、約６万３千件に及ぶ生活福祉資金コロナ特例

貸付の適正な償還管理の徹底を図る。 

また、意思決定支援や権利侵害の予防的支援を含めた総合的な権利擁護支援の体制整

備に向けて、日常生活自立支援事業や成年後見制度利用促進に係る支援事業に取り組む

とともに、地域生活定着支援センターの受託運営を通じた司法と福祉の連携促進や触法

高齢者・障害者等の地域生活支援における普及啓発事業に取り組む。 
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経経営営・・活活動動方方針針１１ 

住住民民主主体体のの地地域域福福祉祉活活動動をを支支ええるる基基盤盤づづくくりりをを推推進進ししまますす  

【【推推進進項項目目①①】】市市町町村村域域ににおおけけるる地地域域福福祉祉活活動動・・福福祉祉教教育育のの推推進進  

【【推推進進項項目目②②】】市市町町村村社社協協のの組組織織基基盤盤強強化化  

【【推推進進項項目目③③】】県県域域ににおおけけるる地地域域福福祉祉活活動動のの推推進進  

 

  包括的支援体制の構築に向けて、「重層的支援体制整備事業」の展開促進を図り、社協

と行政とのパートナーシップの強化や、多様な主体との連携・協働の仕組みづくり、個

別支援と地域支援の一体的支援を推進できる人材の育成に取り組む。 

また、教育機関等と連携した福祉教育の推進等、新たに策定した「社協ボランティア

センターの活動強化方策２０２４」の着実な推進を図るとともに、社協と社会福祉法人

等の連携・協働による地域公益活動の展開、活性化に引き続き取り組んでいく。 

併せて、災害ボランティアセンターの機能を整理し、災害発生から日常生活に戻るま

で切れ目のない福祉的支援が図れるよう、災害ボランティアと被災者見守り・相談支援

を一体的に行う体制構築に向けて、市町村社協を中心としたモデル事業の展開や、それ

を支える県域ネットワーク構築・後方支援機能の強化、市町村社協ＢＣＰ策定促進を図る。 

そして、市町村社協が総合力を活かし役割が発揮できるよう、市町村社協地域福祉推

進委員会と協働し市町村社協中期経営計画の策定推進や、全社協との連携のもと、新た

な「社協基本要項」の検討・策定を通じて、市町村社協の役職員が一体となった組織基

盤強化が図れるよう取り組んでいく。 

経経営営・・活活動動方方針針２２ 

生生活活にに関関すするる包包括括的的なな相相談談・・支支援援体体制制をを推推進進ししまますす  

【【推推進進項項目目①①】】自自立立支支援援機機能能のの推推進進・・強強化化  

【【推推進進項項目目②②】】相相談談支支援援体体制制のの整整備備（（関関係係機機関関ととのの連連携携・・人人材材のの育育成成））  

【【推推進進項項目目③③】】総総合合的的なな権権利利擁擁護護のの推推進進（（拡拡充充））  

 

コロナ禍や長引く物価高騰の影響による生活困窮や社会的孤立等の地域生活課題に対

して、生活福祉資金貸付事業をはじめ、各種の相談支援事業の推進強化を図り、各市町

村の包括的な支援体制の整備に向けた取組を進める。 

特に、県内の市町村社協や行政・自立相談支援機関等との緊密な連携のもとで、コロ

ナ特例貸付の借受世帯等への継続的な現状把握と必要な支援につなげるための相談支援

体制の充実に重点的に取り組むとともに、約６万３千件に及ぶ生活福祉資金コロナ特例

貸付の適正な償還管理の徹底を図る。 

また、意思決定支援や権利侵害の予防的支援を含めた総合的な権利擁護支援の体制整

備に向けて、日常生活自立支援事業や成年後見制度利用促進に係る支援事業に取り組む

とともに、地域生活定着支援センターの受託運営を通じた司法と福祉の連携促進や触法

高齢者・障害者等の地域生活支援における普及啓発事業に取り組む。 

  

経経営営・・活活動動方方針針３３ 

福福祉祉ササーービビスス事事業業者者をを支支ええ、、質質のの高高いい福福祉祉人人材材のの確確保保・・定定着着をを推推進進ししまますす  

【【推推進進項項目目①①】】福福祉祉事事業業者者へへのの経経営営支支援援  

【【推推進進項項目目②②】】福福祉祉のの魅魅力力発発信信とと福福祉祉人人材材のの確確保保・・定定着着のの推推進進  

【【推推進進項項目目③③】】専専門門性性をを持持っったた福福祉祉人人材材のの育育成成ととキキャャリリアア形形成成支支援援  

【【推推進進項項目目④④】】福福利利厚厚生生制制度度のの充充実実  

【【推推進進項項目目⑤⑤】】福福祉祉ササーービビススのの質質のの向向上上ののたためめのの調調査査研研究究・・提提言言活活動動  
 

福祉サービス事業者の安定かつ発展的な経営に向けて、時代のニーズに対応するため

の研究・協議の機会を提供するとともに、地域社会における多様な機関・団体等との連

携・協働のもとで、社会福祉法人が質の高い、特色あるサービスの創出や重層的な支援

体制整備に寄与できるよう、小規模法人ネットワーク化協働推進事業等の実施を通じた

調査研究事業や政策提言活動に取り組む。併せて、岡山県民間社会福祉従事者共済制度

をはじめとした福利厚生制度の安定運営と内容充実により、経営支援の推進を図る。 

また、福祉人材の確保・定着に向け、福祉・介護人材のすそ野を広げる事業展開や、

働きやすい職場環境づくりの促進に向けた「おかやま☆フクシ・カイゴ職場 すまいる宣

言」制度の認証事業所の拡大を図るとともに、一般県民や若い世代に対する福祉の仕事

の魅力発信に重点的に取り組む。 

さらに、質の高い福祉人材の育成にあたり、重点テーマ設定や課題別の研修、福祉職

員キャリアパス対応生涯研修課程の開催等を通じて、福祉職場のキャリアパス構築を推

進する。 

経経営営・・活活動動方方針針４４ 

法法人人経経営営・・運運営営組組織織のの機機能能をを強強化化ししまますす  

【【推推進進項項目目①①】】法法人人経経営営のの基基盤盤強強化化  

【【推推進進項項目目②②】】管管理理体体制制のの充充実実  

【【推推進進項項目目③③】】組組織織性性・・専専門門性性をを有有すするる人人材材育育成成とと働働ききややすすいい職職場場環環境境のの整整備備  

【【推推進進項項目目④④】】適適正正なな財財務務管管理理のの徹徹底底  
 

法人組織の経営について、引き続きガバナンスや基盤強化等に努める。なお、令和７

年度は評議員、役員の改選期となるため、年度後半から準備を進めていく。また、県域

の地域福祉推進を担う組織として、本会組織や活動等の認知を目的に、イメージキャラ

クターの活用、ＳＮＳや機関紙等による積極的な広報活動に取り組む。併せて、頻発す

る自然災害における被災者支援を、段階・継続的に展開するため、関係機関・団体等と

の平時からの連携強化や、必要に応じた活動支援にも取り組む。 

職員の資質向上については、計画的に職員育成に取り組むとともに、産業医や顧問社

会保険労務士と協働し、職員の衛生管理、ワークライフバランスの充実等に努める。特

に、勤怠管理システムや局内情報共有システムの構築等により、職場内のＩＣＴ化を進

め、職員負担の軽減や事務の迅速化、効果的な環境整備を目指す。 

さらには、財政の安定化に向け、資産運用、増収や有効活用、斡旋販売等による収益

事業の展開のほか、コスト削減等にも取り組む。また、コンプライアンスに基づいた会

計処理、監事や会計監査人、顧問公認会計士等による経営管理機能の強化を行う。 
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【【重重点点的的取取組組：：向向ここうう５５かか年年でで特特にに本本会会ととししてて  

横横断断的的なな連連携携・・協協働働をを図図りり、、重重点点的的にに取取りり組組むむこことと】】  
  

地地域域共共生生社社会会のの実実現現にに向向けけ、、多多様様なな主主体体ととのの連連携携・・協協働働にによよるる  

地地域域生生活活課課題題のの解解決決をを図図りりまますす  
  

重重点点的的取取組組１１ 

ココロロナナ禍禍でで顕顕在在化化ししたた支支援援をを要要すするる世世帯帯にに  

対対すするる相相談談支支援援体体制制のの強強化化をを支支援援ししまますす  
＜ＳＤＧｓ（持続的な開発目標）との関係性＞ 

新型コロナウイルス感染拡大により顕在化した支援を要する世帯に対して、市町

村社協を通じて積極的なアウトリーチによる生活課題の把握に努めるとともに、多

重債務や物価高騰、今まで福祉と関わることがなかった借受世帯の状態像を明らか

にしていく。また、自立相談支援機関や専門機関・団体との個別課題の解決に向け

た協議や、民生委員児童委員や地域関係団体との見守り支援など、社会福祉協議会

の特徴である幅広い関係者との連携・協働のもと、フォローアップ支援に取り組ん

でいく。 

 あわせて、課題を抱える世帯や生活困窮者との信頼関係の構築、的確なニーズ把

握を行う社協職員や相談員の資質向上・育成を目的とした研修会を開催する。さら

に、市町村域における個と地域の一体的支援体制や包括的支援体制の構築に向けて、

市町村社協地域福祉推進委員会を開催し、社協活動及び組織運営における当面の課

題研究や主体的な取組検討を通じた組織・事業基盤の強化に取り組んでいく。 

 

重重点点的的取取組組２２ 

市市町町村村域域ににおおけけるる災災害害時時福福祉祉支支援援活活動動のの  

展展開開をを推推進進ししまますす  
＜ＳＤＧｓ（持続的な開発目標）との関係性＞ 

これまで本会では被災者の支援に取り組んできたが、今後の災害時の対応として

は、災害発生から日常生活に戻るまで切れ目のない福祉的支援が求められている。

そのため、市町村域における災害ボランティアと被災者見守り・相談支援を一体的

に行う体制構築に向けて、モデル事業として「災害時における協働の仕組構築事業」

を市町村社協中心に、地域の社会資源や関係機関・団体等多様な主体との連携・協

働のもと展開していく。併せて、市町村社協の後方支援に向けて、県域ネットワー

ク体制のさらなる充実・強化や市町村社協 BCP 策定の促進を引き続き進めていく。 

また、災害時福祉支援活動の県域での後方支援として、各県で設置が進められて

いる災害福祉支援センターが担う役割や機能等の発揮にあたって、本会や本県の実

情に即した整理を行う中で、災害福祉支援センターに関する今後のあり方や方向性

を検討していく。 
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【【重重点点的的取取組組：：向向ここうう５５かか年年でで特特にに本本会会ととししてて  

横横断断的的なな連連携携・・協協働働をを図図りり、、重重点点的的にに取取りり組組むむこことと】】  
  

地地域域共共生生社社会会のの実実現現にに向向けけ、、多多様様なな主主体体ととのの連連携携・・協協働働にによよるる  

地地域域生生活活課課題題のの解解決決をを図図りりまますす  
  

重重点点的的取取組組１１ 

ココロロナナ禍禍でで顕顕在在化化ししたた支支援援をを要要すするる世世帯帯にに  

対対すするる相相談談支支援援体体制制のの強強化化をを支支援援ししまますす  
＜ＳＤＧｓ（持続的な開発目標）との関係性＞ 

新型コロナウイルス感染拡大により顕在化した支援を要する世帯に対して、市町

村社協を通じて積極的なアウトリーチによる生活課題の把握に努めるとともに、多

重債務や物価高騰、今まで福祉と関わることがなかった借受世帯の状態像を明らか

にしていく。また、自立相談支援機関や専門機関・団体との個別課題の解決に向け

た協議や、民生委員児童委員や地域関係団体との見守り支援など、社会福祉協議会

の特徴である幅広い関係者との連携・協働のもと、フォローアップ支援に取り組ん

でいく。 

 あわせて、課題を抱える世帯や生活困窮者との信頼関係の構築、的確なニーズ把

握を行う社協職員や相談員の資質向上・育成を目的とした研修会を開催する。さら

に、市町村域における個と地域の一体的支援体制や包括的支援体制の構築に向けて、

市町村社協地域福祉推進委員会を開催し、社協活動及び組織運営における当面の課

題研究や主体的な取組検討を通じた組織・事業基盤の強化に取り組んでいく。 

 

重重点点的的取取組組２２ 

市市町町村村域域ににおおけけるる災災害害時時福福祉祉支支援援活活動動のの  

展展開開をを推推進進ししまますす  
＜ＳＤＧｓ（持続的な開発目標）との関係性＞ 

これまで本会では被災者の支援に取り組んできたが、今後の災害時の対応として

は、災害発生から日常生活に戻るまで切れ目のない福祉的支援が求められている。

そのため、市町村域における災害ボランティアと被災者見守り・相談支援を一体的

に行う体制構築に向けて、モデル事業として「災害時における協働の仕組構築事業」

を市町村社協中心に、地域の社会資源や関係機関・団体等多様な主体との連携・協

働のもと展開していく。併せて、市町村社協の後方支援に向けて、県域ネットワー

ク体制のさらなる充実・強化や市町村社協 BCP 策定の促進を引き続き進めていく。 

また、災害時福祉支援活動の県域での後方支援として、各県で設置が進められて

いる災害福祉支援センターが担う役割や機能等の発揮にあたって、本会や本県の実

情に即した整理を行う中で、災害福祉支援センターに関する今後のあり方や方向性

を検討していく。 

重重点点的的取取組組３３ 

福福祉祉人人材材のの定定着着・・確確保保にに向向けけ、、誰誰ももがが働働きき  

ややすすいい職職場場環環境境づづくくりりをを推推進進ししまますす  
＜ＳＤＧｓ（持続的な開発目標）との関係性＞ 

少子高齢化や生産年齢人口の減少が進む中で、福祉職場では採用率の減少と入職

3 年未満の職員の離職率が高い傾向にあり、質の高い福祉サービスの提供には福祉

人材の安定的な確保と現在活躍している人材の定着が必要不可欠となっている。 

こうした状況を踏まえ、職場内の人材育成を支援するための各階層に応じた研修

や、職場の人間関係で発生するストレスの軽減と円滑な人間関係の形成を進めるた

めの各種研修を実施していく。あわせて、すまいる宣言認証制度等を活用し、人材

流出の防止につながるよう、働きやすい職場環境・労働条件の整備、多様な働き方
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令令和和６６年年度度  事事業業概概要要一一覧覧  

経経営営・・活活動動方方針針１１「「住住民民主主体体のの地地域域福福祉祉活活動動をを支支ええるる基基盤盤づづくくりりをを推推進進ししまますす」」  

推進項目１   市町村域における地域福祉活動・福祉教育の推進 

目標 ① 社協中期経営計画の策定推進 

② 社協・生活支援活動強化方針アクションプランの着実な進捗 

③ 社協ボランティア・NPO 活動支援センター活動強化方策の着実な進捗 

④「個と地域の一体的支援」の理解と実践 

⑤ 災害ボランティア・復興支援センターの役割の理解促進 

⑥ 県域における多様な機関・団体との連携・協働 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

市町村域の社会福祉法人ネットワーク連

携・協働促進会議の開催 

＜目標②＞ 

・市町村社協が、市町村域ネットワークのキーマンとして

の役割を果たし、市町村域ネットワーク全体の気運づく

り・意識醸成を図ることができる。 

・社会情勢により常に変化し、地域等によっても異なる地

域生活課題に対して、着実に、市町村域のネットワーク

を活かした活動展開ができ、社会福祉法人の使命を果

たすことができる。 

年 2 回・ 

開催 

120 千円 

【日程】第 1 回・7 月・1 日／第 2 回・令和 7 年 2

月・半日 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】市町村域の社会福祉法人等のネットワー

ク会員 （市町村社協、社福施設・事業所等） 

【内容】 

主に、下記事項に係る意見交換、協議を行う。令

和 5 年度の内容を踏まえ、取組をステップアップさせていく。 

・今行なっている活動の目的の再確認、課題の

見直し、今後の計画、目標づくり 

  ・今ある地域生活課題の共有、理解 

・市町村社協と会長等の連携、協働する上での役割分

担、協議する上での工夫点 

・話し合い、学び合いにより相互の強みについて知る

（相互理解） 

【備考】 

・未設置の市町村に対する支援 

・個別にネットワーク設置等に向けた働きかけ、アウトリーチを行う。 

・会議への参加を呼びかけ、ネットワークの設置等に向

けた情報収集の場として活用する。 
 

継続 

助成金情報の収集・提供 

＜目標②＞ 

・県内のボランティア・NPO 団体の資金調達を促進することができる。 

・助成金の申請過程において、当該団体が自らの活動

を振り返り、申請したい事業についての計画策定や予算

計上を適切に行うことにより、組織強化や活動の活性化につながる。 

通年 

－ 

・各種助成金情報の収集、整理、発信、提供（県

社協 HP、県社協メールマガジン等を活用） 

  ・助成金に関する相談対応、推薦文の作成等 

 

継続 

教育機関と連携した福祉教育推進の検

討 

＜目標③＞ 

・社協や教育機関がそれぞれのニーズや課題を把握し、

役割を明確化することで、今後、より効果的な福祉教育

プログラムを展開することができる。 

・教育機関と連携した福祉教育実践に向けた関係構築

の促進、機運づくり。 

年 5 回・ 

開催 

354 千円 

【会議名】「岡山県版福祉教育ガイドブック作成検

討会」 

【委員構成】教育委員会（県・市町村）、学識経験

者、市町村社協、社会福祉法人等（任期:2 年） 

【開催時間】各回 3 時間程度 

【内容】具体的には下記について協議・検討する。 

・福祉教育・社会教育・義務教育の基本的な理

念、考え方 

・社協の福祉教育に関わるプログラム実践と取組

促進 

・関係機関・団体との連携・協働、プラットフォーム 

【備考】 

・本事業推進にあたっては、別紙「岡山県版福祉

教育ガイドブック作成検討会 設置要綱」（令和

6年 4 月 1 日施行）ならびに補足資料を参照すること。  

  ・研修は、福祉教育をテーマとする。 

・ガイドブックの印刷製本等に係る費用は、令和 7 年度予

算から拠出し、福祉教育セミナーの開催等により市町村

社協や教育機関等に周知を図る。 

・「社協・生活支援活動強化方針」や「社協ボランティア・

NPO 活動支援センターの推進・活動強化方策 2024」にお

ける福祉教育に係る項目の推進も念頭に置き、1-2-2-6

「社協ボラセン/活動強化方策推進会議」とも一体的に推

進する。 

・班内の災害ボランティアセンター支援担当者や、小地域

福祉活動担当者とも綿密な連携を図る。 

・福祉人材支援班が実施する「介護等体験事業」とも連携

を図り、教員を目指す大学生への福祉教育の理解促進も

行う。 

 

令令和和６６年年度度  事事業業概概要要一一覧覧  

経経営営・・活活動動方方針針１１「「住住民民主主体体のの地地域域福福祉祉活活動動をを支支ええるる基基盤盤づづくくりりをを推推進進ししまますす」」  

推進項目１   市町村域における地域福祉活動・福祉教育の推進 

目標 ① 社協中期経営計画の策定推進 

② 社協・生活支援活動強化方針アクションプランの着実な進捗 

③ 社協ボランティア・NPO 活動支援センター活動強化方策の着実な進捗 

④「個と地域の一体的支援」の理解と実践 

⑤ 災害ボランティア・復興支援センターの役割の理解促進 

⑥ 県域における多様な機関・団体との連携・協働 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

市町村域の社会福祉法人ネットワーク連

携・協働促進会議の開催 

＜目標②＞ 

・市町村社協が、市町村域ネットワークのキーマンとして

の役割を果たし、市町村域ネットワーク全体の気運づく

り・意識醸成を図ることができる。 

・社会情勢により常に変化し、地域等によっても異なる地

域生活課題に対して、着実に、市町村域のネットワーク

を活かした活動展開ができ、社会福祉法人の使命を果

たすことができる。 

年 2 回・ 

開催 

120 千円 

【日程】第 1 回・7 月・1 日／第 2 回・令和 7 年 2

月・半日 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】市町村域の社会福祉法人等のネットワー

ク会員 （市町村社協、社福施設・事業所等） 

【内容】 

主に、下記事項に係る意見交換、協議を行う。令

和 5 年度の内容を踏まえ、取組をステップアップさせていく。 

・今行なっている活動の目的の再確認、課題の

見直し、今後の計画、目標づくり 

  ・今ある地域生活課題の共有、理解 

・市町村社協と会長等の連携、協働する上での役割分

担、協議する上での工夫点 

・話し合い、学び合いにより相互の強みについて知る

（相互理解） 

【備考】 

・未設置の市町村に対する支援 

・個別にネットワーク設置等に向けた働きかけ、アウトリーチを行う。 

・会議への参加を呼びかけ、ネットワークの設置等に向

けた情報収集の場として活用する。 
 

継続 

助成金情報の収集・提供 

＜目標②＞ 

・県内のボランティア・NPO 団体の資金調達を促進することができる。 

・助成金の申請過程において、当該団体が自らの活動

を振り返り、申請したい事業についての計画策定や予算

計上を適切に行うことにより、組織強化や活動の活性化につながる。 

通年 

－ 

・各種助成金情報の収集、整理、発信、提供（県

社協 HP、県社協メールマガジン等を活用） 

  ・助成金に関する相談対応、推薦文の作成等 

 

継続 

教育機関と連携した福祉教育推進の検

討 

＜目標③＞ 

・社協や教育機関がそれぞれのニーズや課題を把握し、

役割を明確化することで、今後、より効果的な福祉教育

プログラムを展開することができる。 

・教育機関と連携した福祉教育実践に向けた関係構築

の促進、機運づくり。 

年 5 回・ 

開催 

354 千円 

【会議名】「岡山県版福祉教育ガイドブック作成検

討会」 

【委員構成】教育委員会（県・市町村）、学識経験

者、市町村社協、社会福祉法人等（任期:2 年） 

【開催時間】各回 3 時間程度 

【内容】具体的には下記について協議・検討する。 

・福祉教育・社会教育・義務教育の基本的な理

念、考え方 

・社協の福祉教育に関わるプログラム実践と取組

促進 

・関係機関・団体との連携・協働、プラットフォーム 

  【備考】 

・「社協・生活支援活動強化方針」や「社協ボランティア・

NPO 活動支援センター活動強化方策 2024」における福

祉教育の推進も踏まえ「社協ボラセン/活動強化方策推

進会議」と一体的に進める。 

・福祉人材支援班実施の「介護等体験事業」と連携を図

り、教員を目指す大学生への福祉教育の理解促進を行

う。 
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事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

市町村域の社会福祉法人ネットワーク連

携・協働促進会議の開催 

＜目標②＞ 

・市町村社協が、市町村域ネットワークのキーマンとして

の役割を果たし、市町村域ネットワーク全体の気運づく

り・意識醸成を図ることができる。 

・社会情勢により常に変化し、地域等によっても異なる地

域生活課題に対して、着実に、市町村域のネットワーク

を活かした活動展開ができ、社会福祉法人の使命を果

たすことができる。 
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開催 

120 千円 
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月・半日 
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【内容】 

主に、下記事項に係る意見交換、協議を行う。令

和 5 年度の内容を踏まえ、取組をステップアップさせていく。 

・今行なっている活動の目的の再確認、課題の

見直し、今後の計画、目標づくり 

  ・今ある地域生活課題の共有、理解 

・市町村社協と会長等の連携、協働する上での役割分

担、協議する上での工夫点 

・話し合い、学び合いにより相互の強みについて知る

（相互理解） 

【備考】 

・未設置の市町村に対する支援 

・個別にネットワーク設置等に向けた働きかけ、アウトリーチを行う。 

・会議への参加を呼びかけ、ネットワークの設置等に向

けた情報収集の場として活用する。 
 

継続 

助成金情報の収集・提供 

＜目標②＞ 

・県内のボランティア・NPO 団体の資金調達を促進することができる。 

・助成金の申請過程において、当該団体が自らの活動

を振り返り、申請したい事業についての計画策定や予算

計上を適切に行うことにより、組織強化や活動の活性化につながる。 

通年 

－ 

・各種助成金情報の収集、整理、発信、提供（県

社協 HP、県社協メールマガジン等を活用） 

  ・助成金に関する相談対応、推薦文の作成等 

 

継続 

教育機関と連携した福祉教育推進の検

討 

＜目標③＞ 

・社協や教育機関がそれぞれのニーズや課題を把握し、

役割を明確化することで、今後、より効果的な福祉教育

プログラムを展開することができる。 

・教育機関と連携した福祉教育実践に向けた関係構築

の促進、機運づくり。 

年 5 回・ 

開催 

354 千円 

【会議名】「岡山県版福祉教育ガイドブック作成検

討会」 

【委員構成】教育委員会（県・市町村）、学識経験

者、市町村社協、社会福祉法人等（任期:2 年） 

【開催時間】各回 3 時間程度 

【内容】具体的には下記について協議・検討する。 

・福祉教育・社会教育・義務教育の基本的な理

念、考え方 

・社協の福祉教育に関わるプログラム実践と取組

促進 

・関係機関・団体との連携・協働、プラットフォーム 

【備考】 

・本事業推進にあたっては、別紙「岡山県版福祉

教育ガイドブック作成検討会 設置要綱」（令和

6年 4 月 1 日施行）ならびに補足資料を参照すること。  

  ・研修は、福祉教育をテーマとする。 

・ガイドブックの印刷製本等に係る費用は、令和 7 年度予

算から拠出し、福祉教育セミナーの開催等により市町村

社協や教育機関等に周知を図る。 

・「社協・生活支援活動強化方針」や「社協ボランティア・

NPO 活動支援センターの推進・活動強化方策 2024」にお

ける福祉教育に係る項目の推進も念頭に置き、1-2-2-6

「社協ボラセン/活動強化方策推進会議」とも一体的に推

進する。 

・班内の災害ボランティアセンター支援担当者や、小地域

福祉活動担当者とも綿密な連携を図る。 

・福祉人材支援班が実施する「介護等体験事業」とも連携

を図り、教員を目指す大学生への福祉教育の理解促進も

行う。 

 

継続 

福祉教育教材の貸出 

＜目標③＞ 

学校教育現場等を中心とした福祉教育・福祉学習活動

の推進を図ることができる。 
通年 

50 千円 

【日程】通年 

【貸出対象】 

①県内に所在する福祉、医療、保健、教育関係

機関・団体、社会福祉施設、国・地方公共団体の

機関 

②その他、事務局長が適当と認めたもの 

【貸出期間・使用料等】 

・貸出期間：原則 2 週間以内／申込は 6 か月前

から 

・使用料：無料 

※その他、貸出規約のとおり 

  【貸出教材】 

・車いす（大輪/自走式）19、（小輪/介助式）4 

・高齢者疑似体験セット 8 セット 

・妊婦疑似体験セット 2 セット 

・視力障害体験ボード 4 セット 

・視覚障害体験プレート 4 セット 

・点字盤 134 

・点字ブロック 2 セット 

・アイマスク 36 

・イヤディフェンダー3 

・スピーチオ 1 

・避難所運営ゲーム 5 セット 
 

継続・

重点２ 

災害時における協働の仕組構築事業の

実施 

＜目標②⑤＞ 

・災害ボランティア・被災者支援（災害 VC＋被災者見守

り・相談支援）の考え方の理解を共有することで、災害時

福祉支援活動に向けた基本的な目線あわせが図れる。 

・地元の社会資源と社協が協働した災害支援を具体的

に展開することは、円滑な被災者の生活再建及び平時

の総合相談体制全般にもつなげることができる。 

通年 

635 千円 

【対象】 

市町村社協及び協働する関係機関・団体等 

【内容】 

①モデル指定：モデル社協を指定し協働の仕組

を推進する。そのために市町村社協に出向き一

緒に考え、協働の仕組を進めていく。 

②災害福祉支援の基本研修（モデル市町村対

象）の開催 

③寄り添い支援：市町村に出向き、進捗状況の

確認、協働に向けた取組支援を行う。 

  【協働の仕組の視点】 

①災害 VC 運営に関わる協働 

②初期のニーズ把握に関わる協働 

③被災者見守り・相談支援に関わる協働 

④広域連携に関わる協働 等 

※2 か年指定。テーマ 2 つを選択。 

【スケジュール】 

・R6 年度指定：指定社協と打合せを重ね、関係機関等と

の話し合いの場を設けて、協働の仕組を進めていく。 

・R7 年度指定：指定先の決定・打合せ（R7.1～） 

・R6～9 年度：毎年 1 か所ずつ指定。計 4 か所指定す

る。 
 

継続・

重点２ 

市町村社協災害支援担当者会議の開催 

＜目標④⑤＞ 

・県内全市町村社協が災害支援の考え方や方向性を共

有することで、円滑な被災者生活再建に向けて基本的

な支援活動の理解が図れる。 

・災害応援派遣時に共通した視点で、支援活動を展開す

ることができる。 

10 月・ 

開催 

35 千円 

【目指すべき姿の詳細】 

・市町村社協において、平常時のみならず災害時

においても地域住民の多様なニーズを早期に発

見、支援を展開するために従来の災害 VC 機能

に新たな機能を拡充した災害 VC・復興支援 C の

考え方が理解される。 

・市町村社協において、災害時に早期のニーズ

把握と多様なニーズへの支援を展開するために

局内外における多分野・多機関等との連携と協

働による災害福祉支援体制が強化される。 

【日程】10 月 ※災害福祉支援の基本研修と同日

開催 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】市町村社協（災害支援担当者他） 

  【内容】 

・基調説明・実践事例報告 

岡山県社協が第 8 次経営・活動計画において目指す姿

について説明を行う。また、実践事例として、災害時にお

ける協働の仕組構築事業モデル社協からの報告を行

う。 

・グループワーク等を通じた意見交換 

社協が災害時において果たすべき役割を踏まえ、局内

外において自社協の現在の体制・基盤を活かしながらど

のような相手と協働を進める必要があるのか、その取組

課題は何かについて明らかにする。 

・発表等を通じた取組共有 

各社協の取組について情報共有を行い、自社協の取組

に活かす。   

新規・

重点２ 

災害福祉支援の基本研修（市町村社協

対象）の実施 

＜目標④⑤＞ 

・災害時の公私協働の仕組を構築することにより、平時

の活動の中での多様な主体との連携・協働が推進され

る。  

・市町村社協を支える県域ネットワークの機関・団体との

関係構築が促進される。 

10 月・ 

開催 
296 千円 

令令和和６６年年度度  事事業業概概要要一一覧覧  

経経営営・・活活動動方方針針１１「「住住民民主主体体のの地地域域福福祉祉活活動動をを支支ええるる基基盤盤づづくくりりをを推推進進ししまますす」」  

推進項目１   市町村域における地域福祉活動・福祉教育の推進 

目標 ① 社協中期経営計画の策定推進 

② 社協・生活支援活動強化方針アクションプランの着実な進捗 

③ 社協ボランティア・NPO 活動支援センター活動強化方策の着実な進捗 

④「個と地域の一体的支援」の理解と実践 

⑤ 災害ボランティア・復興支援センターの役割の理解促進 

⑥ 県域における多様な機関・団体との連携・協働 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

市町村域の社会福祉法人ネットワーク連

携・協働促進会議の開催 

＜目標②＞ 

・市町村社協が、市町村域ネットワークのキーマンとして

の役割を果たし、市町村域ネットワーク全体の気運づく

り・意識醸成を図ることができる。 

・社会情勢により常に変化し、地域等によっても異なる地

域生活課題に対して、着実に、市町村域のネットワーク

を活かした活動展開ができ、社会福祉法人の使命を果

たすことができる。 

年 2 回・ 

開催 

120 千円 

【日程】第 1 回・7 月・1 日／第 2 回・令和 7 年 2

月・半日 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】市町村域の社会福祉法人等のネットワー

ク会員 （市町村社協、社福施設・事業所等） 

【内容】 

主に、下記事項に係る意見交換、協議を行う。令

和 5 年度の内容を踏まえ、取組をステップアップさせていく。 

・今行なっている活動の目的の再確認、課題の

見直し、今後の計画、目標づくり 

  ・今ある地域生活課題の共有、理解 

・市町村社協と会長等の連携、協働する上での役割分

担、協議する上での工夫点 

・話し合い、学び合いにより相互の強みについて知る

（相互理解） 

【備考】 

・未設置の市町村に対する支援 

・個別にネットワーク設置等に向けた働きかけ、アウトリーチを行う。 

・会議への参加を呼びかけ、ネットワークの設置等に向

けた情報収集の場として活用する。 
 

継続 

助成金情報の収集・提供 

＜目標②＞ 

・県内のボランティア・NPO 団体の資金調達を促進することができる。 

・助成金の申請過程において、当該団体が自らの活動

を振り返り、申請したい事業についての計画策定や予算

計上を適切に行うことにより、組織強化や活動の活性化につながる。 

通年 

－ 

・各種助成金情報の収集、整理、発信、提供（県

社協 HP、県社協メールマガジン等を活用） 

  ・助成金に関する相談対応、推薦文の作成等 

 

継続 

教育機関と連携した福祉教育推進の検

討 

＜目標③＞ 

・社協や教育機関がそれぞれのニーズや課題を把握し、

役割を明確化することで、今後、より効果的な福祉教育

プログラムを展開することができる。 

・教育機関と連携した福祉教育実践に向けた関係構築

の促進、機運づくり。 

年 5 回・ 

開催 

354 千円 

【会議名】「岡山県版福祉教育ガイドブック作成検

討会」 

【委員構成】教育委員会（県・市町村）、学識経験

者、市町村社協、社会福祉法人等（任期:2 年） 

【開催時間】各回 3 時間程度 

【内容】具体的には下記について協議・検討する。 

・福祉教育・社会教育・義務教育の基本的な理

念、考え方 

・社協の福祉教育に関わるプログラム実践と取組

促進 

・関係機関・団体との連携・協働、プラットフォーム 

  【備考】 

・「社協・生活支援活動強化方針」や「社協ボランティア・

NPO 活動支援センター活動強化方策 2024」における福

祉教育の推進も踏まえ「社協ボラセン/活動強化方策推

進会議」と一体的に進める。 

・福祉人材支援班実施の「介護等体験事業」と連携を図

り、教員を目指す大学生への福祉教育の理解促進を行

う。 
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【目指すべき姿の詳細】 

・市町村社協において、平常時のみならず災害時

においても地域住民の多様なニーズを早期に発

見、支援を展開するために従来の災害 VC 機能

に新たな機能を拡充した災害 VC・復興支援 C の

考え方が理解される。 

・市町村社協において、災害時に早期のニーズ把

握と多様なニーズへの支援を展開するために局

内外における多分野・多機関等との連携と協働に

よる災害福祉支援体制が強化される。 

【日程】10 月頃 半日×年 1 回 

※災害支援担当者会議との同日開催 

【対象】 

・市町村社協（災害支援担当者他） 

  ・社協における災害時の協働を推進する県域ネットワー

クの参加機関・団体 

【会場】きらめきプラザ 

【内容】 

・被災者がおかれる状況について理解 

平成 30 年 7 月豪雨災害における被災者支援をとおして

見えた被災者の多様なニーズについて理解する。 

・災害時の社協の役割理解 

災害 VC をはじめとした被災者支援に取り組む意義、社

協における被災者支援の全体像について理解する。 

・多様な機関・団体の理解 

災害時に連携・協働を期待する機関・団体について、災

害時の役割や機能等を理解する。 

 

継続・

重点２ 

災害支援体制行政・社協合同会議の開

催 

＜目標⑤＞ 

・被災者生活再建の軸である市町村行政と社協が、災

害ボランティア・被災者支援の考え方の理解を共有する

ことで、災害時福祉支援活動に向けた基本的な目線あ

わせが図れる。 

・県庁部署間が連携することで、被災者の生活再建に早

期かつ重層的な支援活動を展開することにつながる。 

6 月・ 

開催 

14 千円 

【目的】被災者の生活再建の軸である市町村行

政との方向性や視点を共有することで、被災者の

生活再建に向けた体制構築を推進する。 

【日程】6 月 

【会場】オンライン 

【対象】 

①市町村行政（災害ボランティア担当者、防災担

当者、災害時における福祉支援担当者等） 

②市町村社協 

  【内容】 

①会議内容 

・制度動向、考え方の理解、情報共有 

・実践報告 

・その他 

②進捗状況調査の実施（会議開催後） 

③県庁部署間連携促進協議の実施 

・災害に関する部署（県民生活交通課、福祉企画課、危

機管理課）に対し、本事業を通して部署間連携に向けた

働きかけを行う（年 2 回）。 
 

継続 

県内社協における災害時の相互支援に

関する協定に基づく災害支援 

＜目標⑤＞ 

災害支援に関する県内外の動向、各社協の取組、お互

いの状況を共有しておくことで、県内で災害が起こった

際に支援の連携が迅速かつ円滑に行うことができる。 

通年 

－ 

【対象】市町村社協 

【内容】協定の実効性を高めるため、市町村社協

事務局長・支所長会議等における協定内容の共

有（年 1 回）や、災害担当者の支援、災害救援活

動を的確に遂行できる職員の養成や災害支援に

関する会議等を行う。また、発災時には、協定に

基づき迅速に災害支援活動を行う。 

  また、あわせて災害ボランティア活動等における自治体

等との連携強化に向けて、市町村社協への働きかけを

継続して実施し、体制構築（行政との協定締結、災害救

助費委託契約等）を行っていく。 

 

 

推進項目２   市町村社協の組織基盤強化 

目標 ① 社協中期経営計画の策定推進 

② 社協・生活支援活動強化方針アクションプランの着実な進捗 

③ 社協ボランティア・NPO 活動支援センター活動強化方策の着実な進捗 

④「個と地域の一体的支援」の理解と実践 

⑤ 災害ボランティア・復興支援センターの役割の理解促進 

⑥ 県域における多様な機関・団体との連携・協働 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点１ 

市町村社協地域福祉推進委員会の運営 

＜目標①②＞ 

・社協組織・経営の基盤強化に向けた各市町村社協に

おける主体的な行動・実践が図られる。 

・社協の総合力、機能、役割を明確にし、社会の認知・

支持を得る。 

年 4 回・ 

開催 
525 千円 
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【目指すべき姿の詳細】 

・市町村社協において、平常時のみならず災害時

においても地域住民の多様なニーズを早期に発

見、支援を展開するために従来の災害 VC 機能

に新たな機能を拡充した災害 VC・復興支援 C の

考え方が理解される。 

・市町村社協において、災害時に早期のニーズ把

握と多様なニーズへの支援を展開するために局

内外における多分野・多機関等との連携と協働に

よる災害福祉支援体制が強化される。 

【日程】10 月頃 半日×年 1 回 

※災害支援担当者会議との同日開催 

【対象】 

・市町村社協（災害支援担当者他） 

  ・社協における災害時の協働を推進する県域ネットワー

クの参加機関・団体 

【会場】きらめきプラザ 

【内容】 

・被災者がおかれる状況について理解 

平成 30 年 7 月豪雨災害における被災者支援をとおして

見えた被災者の多様なニーズについて理解する。 

・災害時の社協の役割理解 

災害 VC をはじめとした被災者支援に取り組む意義、社

協における被災者支援の全体像について理解する。 

・多様な機関・団体の理解 

災害時に連携・協働を期待する機関・団体について、災

害時の役割や機能等を理解する。 

 

継続・

重点２ 

災害支援体制行政・社協合同会議の開

催 

＜目標⑤＞ 

・被災者生活再建の軸である市町村行政と社協が、災

害ボランティア・被災者支援の考え方の理解を共有する

ことで、災害時福祉支援活動に向けた基本的な目線あ

わせが図れる。 

・県庁部署間が連携することで、被災者の生活再建に早

期かつ重層的な支援活動を展開することにつながる。 

6 月・ 

開催 

14 千円 

【目的】被災者の生活再建の軸である市町村行

政との方向性や視点を共有することで、被災者の

生活再建に向けた体制構築を推進する。 

【日程】6 月 

【会場】オンライン 

【対象】 

①市町村行政（災害ボランティア担当者、防災担

当者、災害時における福祉支援担当者等） 

②市町村社協 

  【内容】 

①会議内容 

・制度動向、考え方の理解、情報共有 

・実践報告 

・その他 

②進捗状況調査の実施（会議開催後） 

③県庁部署間連携促進協議の実施 

・災害に関する部署（県民生活交通課、福祉企画課、危

機管理課）に対し、本事業を通して部署間連携に向けた

働きかけを行う（年 2 回）。 
 

継続 

県内社協における災害時の相互支援に

関する協定に基づく災害支援 

＜目標⑤＞ 

災害支援に関する県内外の動向、各社協の取組、お互

いの状況を共有しておくことで、県内で災害が起こった

際に支援の連携が迅速かつ円滑に行うことができる。 

通年 

－ 

【対象】市町村社協 

【内容】協定の実効性を高めるため、市町村社協

事務局長・支所長会議等における協定内容の共

有（年 1 回）や、災害担当者の支援、災害救援活

動を的確に遂行できる職員の養成や災害支援に

関する会議等を行う。また、発災時には、協定に

基づき迅速に災害支援活動を行う。 

  また、あわせて災害ボランティア活動等における自治体

等との連携強化に向けて、市町村社協への働きかけを

継続して実施し、体制構築（行政との協定締結、災害救

助費委託契約等）を行っていく。 

 

 

推進項目２   市町村社協の組織基盤強化 

目標 ① 社協中期経営計画の策定推進 

② 社協・生活支援活動強化方針アクションプランの着実な進捗 

③ 社協ボランティア・NPO 活動支援センター活動強化方策の着実な進捗 

④「個と地域の一体的支援」の理解と実践 

⑤ 災害ボランティア・復興支援センターの役割の理解促進 

⑥ 県域における多様な機関・団体との連携・協働 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点１ 

市町村社協地域福祉推進委員会の運営 

＜目標①②＞ 

・社協組織・経営の基盤強化に向けた各市町村社協に

おける主体的な行動・実践が図られる。 

・社協の総合力、機能、役割を明確にし、社会の認知・

支持を得る。 

年 4 回・ 

開催 
525 千円 

【内容】会議年 4 回、セミナー1 回、町村社協情報

交換年 2 回 

【会場】きらめきプラザ 他 

【会議】7 月・9 月・11 月・2 月 

【協議事項】 

・「市町村社協経営基盤強化に向けた提案」改訂 

・市町村社協経営基盤強化セミナー企画 

・包括的支援体制整備の構築に向けた情報共有 

他 

  【セミナー】経営基盤強化セミナー11 月 

 ・講義、実践報告、情報交換 

【町村社協情報交換会】7 月・12 月 

 ・実践報告、情報交換 

【市町村社協経営指針に基づくﾁｪｯｸﾘｽﾄの実施】7 月 

【その他】各種委員会委員推薦、当年度会長会議、事務

局長会議における意見聴取等 

 

継続 

市町村社協事務局長・支所長会議の開

催 

＜目標①②＞ 

・役職員が十分に協議し自らの目標・ビジョンを定め、具

体的な戦略に基づく計画的な経営、社協らしい事業展

開が図られる。 

・全国動向、県社協の事業方針の共有化による県下社

協との方向性の共有が図られる。 

・社協活動・生活支援方針（第 2 次アクションプラン）の

理解と取組が推進される。 

5 月・ 

開催 

200 千円 【日程】①5 月中下旬 ②その他適宜必要に応じ

て開催 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】市町村社協事務局長・支所長 

【内容】 

①5 月中下旬 

プログラム 

全国動向、県社協の年度方針・事業説明、市 

  町村社協地域福祉推進委員会報告、研究協議（基調講

義、実践報告、情報交換）研究テーマ『社協基本要項を

改めて考える（仮）』 

②適宜必要に応じて 

【備考】 

・「市町村社協地域福祉推進委員会」と研究協議の内容

検討等、連携して実施する。 

 

継続 

市町村社協会長・常務理事・事務局長会

議の開催 

＜目標①②＞ 

・市町村域における包括的支援体制の構築に向けた社

協の役割理解が図られる。 

・市区町村社協経営指針を元とし、各社協の法人運営

及び経営組織の基盤強化に向けた諸課題について、他

社協の取組共有等から解決に向けた各社協の取組が

推進される。 

・部門間連携の強化を意識した社協中期経営計画策定

等、計画的な経営戦略に向けた意識醸成が図られる。 

1 月・ 

開催 

325 千円 

【日程】1 月頃（半日） 

【会場】岡山市内 

【対象】市町村社協 会長・常務理事・事務局長 

【内容】基調講義／実践報告／課題協議  

  ・基調講義：地域共生社会の実現に向けた社協経営基

盤の強化に向けて 

・実践報告：「社協・生活支援活動強化方針」または重層

的支援体制整備事業の取組 
 

継続 

市町村社協活動活性化支援事業の実施 

＜目標②＞ 

・市町村社協の経営の自立性を高め総合相談・生活支

援機能の活性化が図られる。 

・助成社協の実践を県内へフィードバックすることによ

り、県内社協の「社協・生活支援活動強化方針」の取組

の底上げが図られる。 

通年 

6,000 千円 

【事業内容】 

市町村社協に対して次の事項にもとづく助成事

業を実施する。＜令和 6 年度事業助成募集＞ 

【助成対象】社協・生活支援活動強化方針に基づ

く事業を実施すること。事業実施に伴う組織基盤

強化の取組 

【助成金額】1 か所 300 万円（1 年間）を上限とす

る 

【指定箇所数】若干数（1～2 社協まで）       

【助成期間】2 か年 

 申請：4 月末日迄に県社協会長宛に提出 

 次年度助成募集：12 月末日迄に県社協会長宛

に協議書の提出 

  【交付要件】 

①1 年次に地域実態に関する調査を行うこと 

②地域福祉活動計画策定および改正を行う場合は、こ

の事業を計画に位置づけること 

③県社協主催の研修会や会議において実践発表を行う

こと 

④その他 
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継続 

社協ボランティア・NPO 活動支援センター

/活動強化方策の策定及び進捗管理 

＜目標②③＞ 

・全国の動向や県内社協 VC の取組を共有し、自社協

の取組を振り返るなかで、新たな課題やニーズを把握

し、今後あるべき姿と現状とのギャップが確認でき、もっ

て、住民主体の地域活動を支えるボラセン機能・組織基

盤の強化につなげられる。 

・各社協で取り組む多機関協働による福祉教育等に関

する取組の実践共有、意見交換を通して、新たな視点

で実践することにより、効果的な事業展開が図られる。 

通年 

5 千円 

「岡山県内市町村社協ボランティア・NPO 活動支

援センター活動強化方策 2024」で示す、4 つの活

動方針を推進するため、以下に取り組んでいく。 

①活動強化方策推進会議の開催（年 3 回/各半

日） 

・重点の活動方針を「地域共生社会の実現に向

けた福祉教育の推進」とし、次の実践に活かすた

めの事例共有と課題整理等、行う。 

・重点とした 5 つの推進項目に取り組む。 

※第 2 回会議は、「教育機関と連携した福祉教育

推進の検討」における研修と同日開催。 

  ②進捗調査の実施 

・推進項目の進捗管理を年１回実施する。 

・福祉教育の推進に向けた市町村社協が実施する出前

講座、夏ボラ体験事業等の実施予定と実施結果を確認

する（各 1 回）。調査にあたり、福祉紹介キャンペーン活

動については、経営支援班と連携を図る。 

③社協ボラセン・福祉教育担当者の資質向上を目的に、

随時、相談・アウトリーチ支援を行う。 

 

継続 

市町村社協機能強化セミナー（課長・係

長級向け）の開催 

＜目標②④＞ 

・社協の役割や機能の理解並びに、社会の期待に応え

られる社協組織基盤・事業強化に向けた方向性を示し

た中期経営計画の策定につながる。 

・社協組織の組織変革や意識改革の取組を他社協と共

有することで、県内全体の底上げ並びに社会の認知・支

持につながる。 

年 2 回・ 

開催 

198 千円 

【日程】①7 月（終日）、②2 月（半日） 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】市町村社協課長・係長級職員他 

【定員】30 名 

【内容】・自組織の強みを活かした組織マネジメン

トの視点を学び、部門間の連携や組織の活性化

を図り、役割や機能を果たす組織となるよう具体

的行動に取り組む。 

【テーマ】下記をふまえたテーマ別内容として開催

する。社協戦略ビジョン（中期経営計画）、行政と

のパートナーシップ、財源確保、人材確保・育成

体制、スーパービジョン等 

  ・講義・演習／社協の総合力が発揮できる組織基盤強

化に必要な視点を学ぶ。組織が一丸となり部門間連携

を強化し、課題解決力が高まる連携体制を考え実行す

る。 

【目指すこと】 

・自社協の強みを活かした組織マネジメントの視点を学

び、自組織を改編していくための具体的行動につな

げ、中期経営計画策定の視点を習得する。 

・市区町村社協経営指針にもある「部門間の相互連

携」や「縦割体制からの変革」等を具体的に実現するこ

とで、個と地域の一体的支援につなげる。 

 

継続・

重点１ 

地域福祉実践研修（共通編・基礎編）の

開催 

＜目標④＞ 

市町村社協職員のコミュニティソーシャルワークスキル

の習得により、複雑化した地域生活課題を的確に把握

し、「個を地域で支える支援」と「個を支える地域をつくる

支援」が展開できるようになる。 

年 4 回・ 

開催 

842 千円 

①共通編 

全ての社協職員が理解しておくべき内容を中心

に、社協職員間の統一した知識や共有しておくべ

き理念を学ぶ。 

【対象】社協に入職している全ての職員 

（新任職員、OJT・職員研修を担う職員、事務局

長等の幹部職員） 

【定員】50 名 

【日程】5 月・１日 

【内容】 

講義（社協の歴史、社協基本要項、社協の事業、

福祉コミュニティづくり） 

グループワーク（目指したい社協職員像 等） 

②基礎編 

「個と地域の一体的支援」の理論から実践につな

げるスキルを習得する。 

  個と地域の一体的支援を展開していくための考え方、

知識を学び、自身の事業・業務を振り返る。（社会福祉

主事修了程度の受講レベル） 

【対象】社協職員 

・社協での実務経験が 2 年目以上 

・地域支援担当と相談支援担当等部門を跨いで複数

名の参加を推奨 

【定員】50 名 

【日程】8，9，11 月・1 日×3 回（全回受講が条件） 

【内容】講義・演習 

第 1 回 個別支援について考える（個を地域で支える

援助） 

第 2 回 個別支援から地域支援への展開（個を支える

地域をつくる援助） 

第 3 回 個と地域の一体的支援について学ぶ（住民や

関係機関と行う地域福祉の基盤づくり） 
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継続 

社協ボランティア・NPO 活動支援センター

/活動強化方策の策定及び進捗管理 

＜目標②③＞ 

・全国の動向や県内社協 VC の取組を共有し、自社協

の取組を振り返るなかで、新たな課題やニーズを把握

し、今後あるべき姿と現状とのギャップが確認でき、もっ

て、住民主体の地域活動を支えるボラセン機能・組織基

盤の強化につなげられる。 

・各社協で取り組む多機関協働による福祉教育等に関

する取組の実践共有、意見交換を通して、新たな視点

で実践することにより、効果的な事業展開が図られる。 

通年 

5 千円 

「岡山県内市町村社協ボランティア・NPO 活動支

援センター活動強化方策 2024」で示す、4 つの活

動方針を推進するため、以下に取り組んでいく。 

①活動強化方策推進会議の開催（年 3 回/各半

日） 

・重点の活動方針を「地域共生社会の実現に向

けた福祉教育の推進」とし、次の実践に活かすた

めの事例共有と課題整理等、行う。 

・重点とした 5 つの推進項目に取り組む。 

※第 2 回会議は、「教育機関と連携した福祉教育

推進の検討」における研修と同日開催。 

  ②進捗調査の実施 

・推進項目の進捗管理を年１回実施する。 

・福祉教育の推進に向けた市町村社協が実施する出前

講座、夏ボラ体験事業等の実施予定と実施結果を確認

する（各 1 回）。調査にあたり、福祉紹介キャンペーン活

動については、経営支援班と連携を図る。 

③社協ボラセン・福祉教育担当者の資質向上を目的に、

随時、相談・アウトリーチ支援を行う。 

 

継続 

市町村社協機能強化セミナー（課長・係

長級向け）の開催 

＜目標②④＞ 

・社協の役割や機能の理解並びに、社会の期待に応え

られる社協組織基盤・事業強化に向けた方向性を示し

た中期経営計画の策定につながる。 

・社協組織の組織変革や意識改革の取組を他社協と共

有することで、県内全体の底上げ並びに社会の認知・支

持につながる。 

年 2 回・ 

開催 

198 千円 

【日程】①7 月（終日）、②2 月（半日） 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】市町村社協課長・係長級職員他 

【定員】30 名 

【内容】・自組織の強みを活かした組織マネジメン

トの視点を学び、部門間の連携や組織の活性化

を図り、役割や機能を果たす組織となるよう具体

的行動に取り組む。 

【テーマ】下記をふまえたテーマ別内容として開催

する。社協戦略ビジョン（中期経営計画）、行政と

のパートナーシップ、財源確保、人材確保・育成

体制、スーパービジョン等 

  ・講義・演習／社協の総合力が発揮できる組織基盤強

化に必要な視点を学ぶ。組織が一丸となり部門間連携

を強化し、課題解決力が高まる連携体制を考え実行す

る。 

【目指すこと】 

・自社協の強みを活かした組織マネジメントの視点を学

び、自組織を改編していくための具体的行動につな

げ、中期経営計画策定の視点を習得する。 

・市区町村社協経営指針にもある「部門間の相互連

携」や「縦割体制からの変革」等を具体的に実現するこ

とで、個と地域の一体的支援につなげる。 

 

継続・

重点１ 

地域福祉実践研修（共通編・基礎編）の

開催 

＜目標④＞ 

市町村社協職員のコミュニティソーシャルワークスキル

の習得により、複雑化した地域生活課題を的確に把握

し、「個を地域で支える支援」と「個を支える地域をつくる

支援」が展開できるようになる。 

年 4 回・ 

開催 

842 千円 

①共通編 

全ての社協職員が理解しておくべき内容を中心

に、社協職員間の統一した知識や共有しておくべ

き理念を学ぶ。 

【対象】社協に入職している全ての職員 

（新任職員、OJT・職員研修を担う職員、事務局

長等の幹部職員） 

【定員】50 名 

【日程】5 月・１日 

【内容】 

講義（社協の歴史、社協基本要項、社協の事業、

福祉コミュニティづくり） 

グループワーク（目指したい社協職員像 等） 

②基礎編 

「個と地域の一体的支援」の理論から実践につな

げるスキルを習得する。 

  個と地域の一体的支援を展開していくための考え方、

知識を学び、自身の事業・業務を振り返る。（社会福祉

主事修了程度の受講レベル） 

【対象】社協職員 

・社協での実務経験が 2 年目以上 

・地域支援担当と相談支援担当等部門を跨いで複数

名の参加を推奨 

【定員】50 名 

【日程】8，9，11 月・1 日×3 回（全回受講が条件） 

【内容】講義・演習 

第 1 回 個別支援について考える（個を地域で支える

援助） 

第 2 回 個別支援から地域支援への展開（個を支える

地域をつくる援助） 

第 3 回 個と地域の一体的支援について学ぶ（住民や

関係機関と行う地域福祉の基盤づくり） 

 

推進項目３   県域における地域福祉活動の推進 

目標 ① 社協中期経営計画の策定推進 

② 社協・生活支援活動強化方針アクションプランの着実な進捗 

③ 社協ボランティア・NPO 活動支援センター活動強化方策の着実な進捗 

④「個と地域の一体的支援」の理解と実践 

⑤ 災害ボランティア・復興支援センターの役割の理解促進 

⑥ 県域における多様な機関・団体との連携・協働 
 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

岡山県と協働した地域共生社会の実現の

推進 

＜目標②⑥＞ 

県内外自治体の取組から必要な視点や考え方等を学

ぶことで、自治体にあった体制整備の必要性、また社協

と行政が協働した事業展開についての意識醸成や関係

構築につながる。 

通年 

3,200 千円 

＜重層的支援体制整備事業 都道府県後方支

援事業＞ 

①重層的支援体制整備事業研修会 

【日程】10 月（半日） 

【会場】きらめきプラザ 

【内容】基調講義、事例報告他 

重層的支援体制整備事業の流れやプロセス、大

切な視点等を理解した事業実施に向けた気運を

高める。 

②市町村ネットワーク会議 

【日程】１日目：8 月、2 日目：11 月（両日ともに半

日） 

【会場】きらめきプラザ 4 階 

【内容】基調講義、意見交換他  

  自治体にあった機能性のある体制を構築していくため

に、県内の取組報告から必要な視点や考え方等を学

ぶ。また、わがまちでの事業展開に向けた情報共有や

その後の行動につながる関係性の構築を行う。 

③アドバイザー派遣事業 

自治体の体制づくりを支援するため、専門的な知識の提

供や相談対応等を行う。 

④自治体への訪問ヒアリング 

進捗状況及び課題の把握、アドバイザー派遣に関する

意向調査及びニーズ把握等を行う。 

＜その他＞ 

・県内実施社協による情報交換（市町村社協地域福祉

推進委員会等において、実施社協の取組を共有するこ

とで、県内社協の意識向上を図る） 
 

継続 

市町村社協便覧の作成 

＜目標②＞ 

各市町村社協の基礎データを収集し、社協の活動状況

を統計資料・活動一覧としてまとめ、県内の地域福祉活

動の動向を明確にすることができる、市町村社協支援

の一環として活用する。 

7 月・ 

作成 

250 千円 
【作成部数】500 部 

【配布先】市町村社協、行政機関、県社協職員、

他関係者 

【方法】 

・4 月に各市町村社協にエクセルデータを送付

し、記入を依頼する。 

  
 

 

継続 

ボランティア・NPO 活動支援センター管理

運営事業の実施 

＜目標③⑥＞ 

・県民の社会参画促進ならびに VO・NPO 活動の継続的

な発展に向けた支援を直接的に行うことができる。 

・新たなニーズをキャッチし、地域課題として提起すると

ともに、自ら先駆的に課題解決していくことができる。 

・多様な関係機関や団体との協働による支援体制の構

築が可能となる。 

・VO・NPO といった新たな活動組織（個人）や地縁型組

織、専門機関など、組織（個人）同士の「横のつながり」

を促すことができる。 

通年 

32,977 千円 

・施設及び設備の管理運営 

・ボランティア・NPO 活動に関する相談支援、情

報収集・提供 

＜特定 4 事業＞ 

①専門相談事業 ②コーディネーター支援事業 

③人材育成交流事業 ④活動情報発信事業 

  ＜自主 6 事業＞ 

①非営利団体における組織マネジメント調査 ②公共施

設運営のモデルづくりプログラム ③ボランティア･NPO

スタートアップ支援プログラム ④次世代主体の社会参

画プログラム ⑤持続可能な社会づくりプログラム ⑥運

営委員会 
 

継続 
長寿社会推進センターの運営 

＜目標③＞ 

高齢者の生きがいの高揚、社会参加及び健康増進に向

けた取り組みを行うことによって、明るい長寿社会の実

現に資する。 

通年 7,390 千円 

推進項目３   県域における地域福祉活動の推進 

目標 ① 社協中期経営計画の策定推進 

② 社協・生活支援活動強化方針アクションプランの着実な進捗 

③ 社協ボランティア・NPO 活動支援センター活動強化方策の着実な進捗 

④「個と地域の一体的支援」の理解と実践 

⑤ 災害ボランティア・復興支援センターの役割の理解促進 

⑥ 県域における多様な機関・団体との連携・協働 
 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 
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【内容】基調講義、事例報告他 

重層的支援体制整備事業の流れやプロセス、大

切な視点等を理解した事業実施に向けた気運を

高める。 
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【日程】１日目：8 月、2 日目：11 月（両日ともに半

日） 

【会場】きらめきプラザ 

【内容】基調講義、意見交換他  

  自治体にあった機能性のある体制を構築していくため

に、県内の取組報告から必要な視点や考え方等を学

ぶ。また、わがまちでの事業展開に向けた情報共有や

その後の行動につながる関係性の構築を行う。 

③アドバイザー派遣事業 

自治体の体制づくりを支援するため、専門的な知識の提

供や相談対応等を行う。 

④自治体への訪問ヒアリング 

進捗状況及び課題の把握、アドバイザー派遣に関する

意向調査及びニーズ把握等を行う。 

＜その他＞ 

・県内実施社協による情報交換（市町村社協地域福祉

推進委員会等において、実施社協の取組を共有するこ

とで、県内社協の意識向上を図る） 
 

継続 

市町村社協便覧の作成 

＜目標②＞ 

各市町村社協の基礎データを収集し、社協の活動状況

を統計資料・活動一覧としてまとめ、県内の地域福祉活

動の動向を明確にすることができる、市町村社協支援

の一環として活用する。 

7 月・ 

作成 

250 千円 
【作成部数】500 部 

【配布先】市町村社協、行政機関、県社協職員、

他関係者 

【方法】 

・4 月に各市町村社協にエクセルデータを送付

し、記入を依頼する。 

  
 

 

継続 

ボランティア・NPO 活動支援センター管理

運営事業の実施 

＜目標③⑥＞ 

・県民の社会参画促進ならびに VO・NPO 活動の継続的

な発展に向けた支援を直接的に行うことができる。 

・新たなニーズをキャッチし、地域課題として提起すると

ともに、自ら先駆的に課題解決していくことができる。 

・多様な関係機関や団体との協働による支援体制の構

築が可能となる。 

・VO・NPO といった新たな活動組織（個人）や地縁型組

織、専門機関など、組織（個人）同士の「横のつながり」

を促すことができる。 

通年 

32,977 千円 

・施設及び設備の管理運営 

・ボランティア・NPO 活動に関する相談支援、情

報収集・提供 

＜特定 4 事業＞ 

①専門相談事業 ②コーディネーター支援事業 

③人材育成交流事業 ④活動情報発信事業 

  ＜自主 6 事業＞ 

①非営利団体における組織マネジメント調査 ②公共施

設運営のモデルづくりプログラム ③ボランティア･NPO

スタートアップ支援プログラム ④次世代主体の社会参

画プログラム ⑤持続可能な社会づくりプログラム ⑥運

営委員会 
 

継続 
長寿社会推進センターの運営 

＜目標③＞ 

高齢者の生きがいの高揚、社会参加及び健康増進に向

けた取組を行うことによって、明るい長寿社会の実現に

資する。 

通年 7,390 千円 
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【日程】通年 

【内容】 

長寿社会推進センターの運営管理 

・全国健康福祉祭への選手派遣 

・ニュースポーツ用具等の広報活動 

【ニュースポーツ貸出用具】12 種目 

【ニュースポーツ用具貸出対象】市町村社協／ボ

ランティア団体、福祉･医療･保健･教育関係／機

関･団体及び福祉施設／その他本会が適当と認

めた団体  

  【ニュースポーツ用具貸出制限】1 回につき 2 種目まで／

使用期間は 2 週間以内／申込は 3 か月前から 

【ニュースポーツ用具使用料】無料 

【ニュースポーツ用具の安全性確保】 

・返却時の確認と点検リストによる定期的な用具の点検

を行う 

・使用上の注意等、貸出時に配布する 

※ＮＰＯ法人スポーツライフ天城に助言・指導をいただき

ながら安全性の確保に努める 

※必要に応じて用具の修理・購入を行う 

※用具の精査を行う 
 

継続 

全国健康福祉祭参加事業の実施 

＜目標③＞ 

全国健康福祉祭への参加を通して、高齢者の健康の保

持や増進、社会参加、生きがいの高揚を図り、ふれあい

と活力のある長寿社会の形成に寄与することを目的に

実施。 

10 月・ 

開催 

6,369 千円 

【日程】10 月 18 日～10 月 22 日 

【開催地】鳥取県 

【対象者】60 歳以上の方（岡山市以外の方） 

【業務内容】 

 ①種目団体担当者説明会の開催  

 ②参加選手の推薦依頼 

 ③参加申込み  

  ④第 1 回代表者会議の開催 

⑤宿泊・弁当、ユニフォームの申込 

⑥第 2 回代表者会議の開催 

⑦各種資料、ユニフォームの配布 

⑧全国健康福祉祭とっとり大会への参加 

⑨参加者負担金請求 

⑩往路交通に関する業者の選定（入札） 
 

継続 

災害福祉支援における連携・協働促進研

修の実施 

＜目標⑤⑥＞ 

・市町村社協を支える県域ネットワークの機関・団体の

社協・センターに対する理解が深まることで、県社協が

団体・専門職と連携・協働して市町村社協の後方支援に

あたる際に円滑に進むようになる。 

・研修という場を通して参加者間の相互理解が促進され

る。 

12 月・ 

開催 

205 千円 

【日程】12 月頃 半日×年 1 回 ※県域ネットワー

ク会議と同日開催 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】 

➀市町村社協を支える県域ネットワークの機関・

団体 

②災害時に連携・協働が期待できる専門職 

【数値目標】 

➀の各団体から年 1 名参加×5 年 

  【内容】 

・被災者のおかれる状況について 

平成 30 年 7 月豪雨災害等における被災者のおかれる

状況について講義・ワーク等を通して理解する。時間経

過によるステージ変化・居所の変化・家屋被害のみで

はない多様なニーズ等。 

・災害時の社会福祉協議会の役割・活動・事業等につ

いて 

社会福祉協議会の平常時からの役割等を踏まえ、社

協がなぜ災害ＶＣをはじめとした被災者支援に取り組

むのかを講義を通して理解する。 
 

継続 

被災者支援における市町村社協を支える

県域ネットワークの構築に向けた会議の

開催 

＜目標⑤⑥＞ 

平常時からの関係機関・団体との他の事業を含めた協

働を通して、関係機関・団体と協働した災害時における

市町村社協への後方支援が円滑となる。 

12 月・ 

開催 

160 千円 

【参加団体】 

・社会福祉士会     ・建築士会 

・精神保健福祉士協会  ・ファイナンシャルプラン

ナー協会 

・介護支援専門員協会 ・居住支援協議会 

・日本赤十字社     ・おかやま入居支援センタ

ー 

・岡山 NPO センター   ・市町村社協 

・種別協議会（経営協、老施協、障施協等） 

・県行政（危機管理・県民生活・福祉企画） 

・弁護士会 など 

  【日程】 

12 月頃 半日×年 1 回 

※災害福祉支援の連携・協働促進研修と同日開催 

【会議の内容】 

・本会として目指す姿の共有 

切れ目のない支援に向けて、市町村社協と多様な団

体・機関との協働の仕組み構築推進、市町村域で不足

する資源については後方支援することの共通理解。 

・市町村社協における協働の仕組み構築についての情

報共有 

仕組構築事業についての情報共有。協働に向けての

課題について意見交換。 

・社協と多様な機関・団体による協働の被災者支援に

向けた意見交換 
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【日程】通年 

【内容】 

長寿社会推進センターの運営管理 

・全国健康福祉祭への選手派遣 

・ニュースポーツ用具等の広報活動 

【ニュースポーツ貸出用具】12 種目 

【ニュースポーツ用具貸出対象】市町村社協／ボ

ランティア団体、福祉･医療･保健･教育関係／機

関･団体及び福祉施設／その他本会が適当と認

めた団体  

  【ニュースポーツ用具貸出制限】1 回につき 2 種目まで／

使用期間は 2 週間以内／申込は 3 か月前から 

【ニュースポーツ用具使用料】無料 

【ニュースポーツ用具の安全性確保】 

・返却時の確認と点検リストによる定期的な用具の点検

を行う 

・使用上の注意等、貸出時に配布する 

※ＮＰＯ法人スポーツライフ天城に助言・指導をいただき

ながら安全性の確保に努める 

※必要に応じて用具の修理・購入を行う 

※用具の精査を行う 
 

継続 

全国健康福祉祭参加事業の実施 

＜目標③＞ 

全国健康福祉祭への参加を通して、高齢者の健康の保

持や増進、社会参加、生きがいの高揚を図り、ふれあい

と活力のある長寿社会の形成に寄与することを目的に

実施。 

10 月・ 

開催 

6,369 千円 

【日程】10 月 18 日～10 月 22 日 

【開催地】鳥取県 

【対象者】60 歳以上の方（岡山市以外の方） 

【業務内容】 

 ①種目団体担当者説明会の開催  

 ②参加選手の推薦依頼 

 ③参加申込み  

  ④第 1 回代表者会議の開催 

⑤宿泊・弁当、ユニフォームの申込 

⑥第 2 回代表者会議の開催 

⑦各種資料、ユニフォームの配布 

⑧全国健康福祉祭とっとり大会への参加 

⑨参加者負担金請求 

⑩往路交通に関する業者の選定（入札） 
 

継続 

災害福祉支援における連携・協働促進研

修の実施 

＜目標⑤⑥＞ 

・市町村社協を支える県域ネットワークの機関・団体の

社協・センターに対する理解が深まることで、県社協が

団体・専門職と連携・協働して市町村社協の後方支援に

あたる際に円滑に進むようになる。 

・研修という場を通して参加者間の相互理解が促進され

る。 

12 月・ 

開催 

205 千円 

【日程】12 月頃 半日×年 1 回 ※県域ネットワー

ク会議と同日開催 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】 

➀市町村社協を支える県域ネットワークの機関・

団体 

②災害時に連携・協働が期待できる専門職 

【数値目標】 

➀の各団体から年 1 名参加×5 年 

  【内容】 

・被災者のおかれる状況について 

平成 30 年 7 月豪雨災害等における被災者のおかれる

状況について講義・ワーク等を通して理解する。時間経

過によるステージ変化・居所の変化・家屋被害のみで

はない多様なニーズ等。 

・災害時の社会福祉協議会の役割・活動・事業等につ

いて 

社会福祉協議会の平常時からの役割等を踏まえ、社

協がなぜ災害ＶＣをはじめとした被災者支援に取り組

むのかを講義を通して理解する。 
 

継続 

被災者支援における市町村社協を支える

県域ネットワークの構築に向けた会議の

開催 

＜目標⑤⑥＞ 

平常時からの関係機関・団体との他の事業を含めた協

働を通して、関係機関・団体と協働した災害時における

市町村社協への後方支援が円滑となる。 

12 月・ 

開催 

160 千円 

【参加団体】 

・社会福祉士会     ・建築士会 

・精神保健福祉士協会  ・ファイナンシャルプラン

ナー協会 

・介護支援専門員協会 ・居住支援協議会 

・日本赤十字社     ・おかやま入居支援センタ

ー 

・岡山 NPO センター   ・市町村社協 

・種別協議会（経営協、老施協、障施協等） 

・県行政（危機管理・県民生活・福祉企画） 

・弁護士会 など 

  【日程】 

12 月頃 半日×年 1 回 

※災害福祉支援の連携・協働促進研修と同日開催 

【会議の内容】 

・本会として目指す姿の共有 

切れ目のない支援に向けて、市町村社協と多様な団

体・機関との協働の仕組み構築推進、市町村域で不足

する資源については後方支援することの共通理解。 

・市町村社協における協働の仕組み構築についての情

報共有 

仕組構築事業についての情報共有。協働に向けての

課題について意見交換。 

・社協と多様な機関・団体による協働の被災者支援に

向けた意見交換 
 

継続 

災害支援ネットワークおかやまへの参画 

＜目標⑥＞ 

県域の災害ボランティアに関わる団体が、平時から目線

合わせをし、有事に向けた関係づくりができる。 
通年 

－ 
【内容】 

①定例会等への参加 

 月１回（原則毎月第１木曜日 19 時～） 

 本会からの共有内容 

  ・岡山県内外の災害 VC 等設置状況の共有 

・県社協災害関連事業の共有 

②世話人会への参加 

 年数回 
 

継続 

災害派遣福祉チーム（DWAT）員養成研修

の開催 

＜目標⑥＞ 

・災害派遣福祉チーム員としてのスキルの向上。  

・災害派遣福祉チーム員間の情報共有並びに連携強

化。チーム員のモチベーション向上。 

・災害福祉支援において、多職種連携による切れ目の

ない支援体制の構築につながる。 

4 月・ 

11 月・ 

開催 

320 千円 

①基本研修 

【日程】４月頃（中下旬） 【会場】きらめきプラザ 

【対象】災害派遣福祉チーム員として推薦を受けた方 

【内容】 

・DWAT の概要について（チーム員、事務局） 

・福祉専門職としての視点・価値観、被災者の全

体像（外部講師、事務局） 

・意見交換（テーマ…活動において大切にしたい

点、不安に感じること等） 

  ②フォローアップ研修 

【日程】1１月頃 【会場】きらめきプラザ等 

【対象】リーダー層（基本研修受講済みの登録員） 

【内容】DWAT 活動を円滑に遂行するために、必要な視

点や避難所支援における具体的な手順を学ぶ。 

・他職種理解（保健所、日赤、リハビリチーム等、避難所

で活動する他チームや団体からの講義） 

・演習（事例に基づきラウンドや相談窓口対応の模擬訓

練及びその振り返り） 
 

継続 

災害派遣福祉チーム（DWAT）の運営支援 

＜目標⑥＞ 

・災害派遣福祉チームの取組状況や課題を関係者間で

共有・整理することで、事業の方向性の確認や修正、課

題の解決につながり、適切なチーム運営が維持される。 

・発災時の円滑な派遣調整、派遣先での効果的な支援

活動につながる。 

・災害時福祉支援の中核となる社会福祉法人の支援を

通して、法人と地域の関係性の強化、地域住民や関係

機関の災害福祉支援に対する関心の醸成や対応力の

向上につながる。 

6 月・ 

10 月・ 

2 月 

・開催 

6,196 千円 

①DWAT 推進会議の開催 

【日程】2 回（6 月、2 月） 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】岡山県、参画団体（種別協議会・専門職

能団体）、関係機関・団体関係者等 

【内容】 

岡山県における災害派遣福祉チームの取組状況

報告、平時の活動に関する協議。災害派遣福祉

チームの運営に向けた課題共有、役割分担、情

報共有。 

②各圏域における平時の活動の推進 

【対象】県内 5 圏域の平時・災害時活動拠点法

人、チーム登録員  

  【内容】 

各圏域において、地域の防災訓練への参加、チーム員

同士の交流・研鑽の場づくり、行政・関係機関との顔の

見える関係づくり、広報・啓発活動等が行われるよう、拠

点法人連絡会の開催、費用助成や情報提供等を行う。 

【連絡会日程】3 回（6 月・10 月・2 月） 

（３）その他 

・チーム員登録状況の管理・更新。 

・連絡システムを活用したチーム員等への情報提供、派

遣調整訓練の実施 

・研修会への講師派遣や調査協力等、他機関との協働

に関する各種調整 

・チーム員派遣・DWAT 活動に関するマニュアルの作

成。（岡山県経営協との連携） 
 

継続・

重点２ 

県災害福祉支援センター構想の検討 

＜目標⑥＞ 

災害発生から日常生活に戻るまで、切れ目のない福祉

的支援の展開に向けた、災害福祉支援センターとして担

う役割や機能等の発揮にあたって、本会や本県の実情

に即した整理を行う中で、センター構想に関する今後の

あり方や方向性を示すことができる。 

通年 

200 千円 

【内容】 

①令和 5 年度検討内容をもとに、災害福祉支援

センター機能や設置について、県への提案書作成 

②県担当課（福祉企画課・県民生活交通課・危機

管理課）へセンター機能強化、もしくは設置に向

けた理解促進を図り、県予算化に向けて協議を

進める。9 月までに一定の結論を出す。 

③センター機能強化、もしくは設置に向けた準備  

  【留意事項】 

・県への提案書には、センター機能の現状や大規模災害

等に備えた平時からの取組、今後必要となる内容（事

業）を明示。また、体制や予算についても含める。 

・令和 7 年度予算に反映させるよう、9 月までに協議し、

結論をだす。 

・地域支援班の県庁部所間連携促進協議とも連携 

・本会幹部会や中堅会議等とも情報共有し、意見を反映

しながら進めていく。 
 

継続 

災害支援ネットワークおかやまへの参画 

＜目標⑥＞ 

県域の災害ボランティアに関わる団体が、平時から目線

合わせをし、有事に向けた関係づくりができる。 
通年 

－ 
【内容】 

①定例会等への参加 

 月１回（原則毎月第１木曜日 19 時～） 

 本会からの共有内容 

  ・岡山県内外の災害 VC 等設置状況の共有 

・県社協災害関連事業の共有 

②世話人会への参加 

 年数回 
 

継続 

災害派遣福祉チーム（DWAT）員養成研修

の開催 

＜目標⑥＞ 

・災害派遣福祉チーム員としてのスキルの向上。  

・災害派遣福祉チーム員間の情報共有並びに連携強

化。チーム員のモチベーション向上。 

・災害福祉支援において、多職種連携による切れ目の

ない支援体制の構築につながる。 

4 月・ 

11 月・ 

開催 

320 千円 

①基本研修 

【日程】４月頃（中下旬） 【会場】きらめきプラザ 

【対象】災害派遣福祉チーム員として推薦を受けた方 

【内容】 

・DWAT の概要について（チーム員、事務局） 

・福祉専門職としての視点・価値観、被災者の全

体像（外部講師、事務局） 

・意見交換（テーマ…活動において大切にしたい

点、不安に感じること等） 

  ②フォローアップ研修 

【日程】1１月頃 【会場】きらめきプラザ等 

【対象】リーダー層（基本研修受講済みの登録員） 

【内容】DWAT 活動を円滑に遂行するために、必要な視

点や避難所支援における具体的な手順を学ぶ。 

・他職種理解（保健所、日赤、リハビリチーム等、避難所

で活動する他チームや団体からの講義） 

・演習（事例に基づきラウンドや相談窓口対応の模擬訓

練及びその振り返り） 
 

継続 

災害派遣福祉チーム（DWAT）の運営支援 

＜目標⑥＞ 

・災害派遣福祉チームの取組状況や課題を関係者間で

共有・整理することで、事業の方向性の確認や修正、課

題の解決につながり、適切なチーム運営が維持される。 

・発災時の円滑な派遣調整、派遣先での効果的な支援

活動につながる。 

・災害時福祉支援の中核となる社会福祉法人の支援を

通して、法人と地域の関係性の強化、地域住民や関係

機関の災害福祉支援に対する関心の醸成や対応力の

向上につながる。 

通年 

6,196 千円 

①DWAT 推進会議の開催 

【日程】2 回（6 月、2 月） 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】岡山県、参画団体（種別協議会・専門職

能団体）、関係機関・団体関係者等 

【内容】 

岡山県における災害派遣福祉チームの取組状況

報告、平時の活動に関する協議。災害派遣福祉

チームの運営に向けた課題共有、役割分担、情

報共有。 

②各圏域における平時の活動の推進 

【対象】県内 5 圏域の平時・災害時活動拠点法

人、チーム登録員  

  【内容】 

各圏域において、地域の防災訓練への参加、チーム員

同士の交流・研鑽の場づくり、行政・関係機関との顔の

見える関係づくり、広報・啓発活動等が行われるよう、拠

点法人連絡会の開催、費用助成や情報提供等を行う。 

【連絡会日程】3 回（6 月・10 月・2 月） 

（３）その他 

・チーム員登録状況の管理・更新。 

・連絡システムを活用したチーム員等への情報提供、派

遣調整訓練の実施 

・研修会への講師派遣や調査協力等、他機関との協働

に関する各種調整 

・チーム員派遣・DWAT 活動に関するマニュアルの作

成。（岡山県経営協との連携） 
 

継続・

重点２ 

県災害福祉支援センター構想の検討 

＜目標⑥＞ 

災害発生から日常生活に戻るまで、切れ目のない福祉

的支援の展開に向けた、災害福祉支援センターとして担

う役割や機能等の発揮にあたって、本会や本県の実情

に即した整理を行う中で、センター構想に関する今後の

あり方や方向性を示すことができる。 

通年 

200 千円 

【内容】 

①令和 5 年度検討内容をもとに、災害福祉支援

センター機能や設置について、県への提案書作成 

②県担当課（福祉企画課・県民生活交通課・危機

管理課）へセンター機能強化、もしくは設置に向

けた理解促進を図り、県予算化に向けて協議を

進める。9 月までに一定の結論を出す。 

③センター機能強化、もしくは設置に向けた準備  

  【留意事項】 

・県への提案書には、センター機能の現状や大規模災害

等に備えた平時からの取組、今後必要となる内容（事

業）を明示。また、体制や予算についても含める。 

・令和 7 年度予算に反映させるよう、9 月までに協議し、

結論をだす。 

・地域支援班の県庁部所間連携促進協議とも連携 

・本会幹部会や中堅会議等とも情報共有し、意見を反映

しながら進めていく。 
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継続 

生命保険協会・ヤクルト・24 時間 TV 等の

寄贈事業の支援 

＜目標⑥＞ 

地域福祉活動を推進する各社協、NPO、ボランティア団

体等の活動基盤を強化することができる。 東日本大震

災のような予期せぬ天災が発生した場合は、被災地へ

の寄贈等、臨機応変に対応することで、災害（被災地）

支援も可能となる。 

通年 

－ 

【内容】 

・8 月：24 時間 TV 福祉車両寄贈先の審査 

・10 月～11 月：ヤクルト寄贈事業（車いす）、生命

保険協会寄贈事業（福祉車両・ふれあい子育て

サロン玩具寄贈、保育施設絵本寄贈・障者・老人

福祉施設物品購入費助成・生活困窮者支援団体

活動費助成）の希望調査 

  ・12 月：ヤクルト寄贈事業・生命保険協会寄贈事業の内

部審査 

※内部審査を踏まえ寄贈元と協議の上、推薦先を決定 

・1 月：ヤクルト愛の車いす目録贈呈式 

・2 月：生命保険協会寄贈事業贈呈式 

・2～3 月 24 時間 TV 福祉車両贈呈式 

その他企業・団体より依頼があった場合には協力するこ

ととする 
 

継続 

制度の狭間の課題解決に向けた連携・協

働研究の実施 

＜目標⑥＞ 

・地域の生活福祉課題の支援に対応する新たな、試行

的な取組を応援し実践を推進する。 

・各市町村域における社協を中核にした地域関係団体

等との協働を生み出す。 

・市町村社協におけるアウトリーチの活性化、ニーズや

課題の掘り起こしにつなげる。 

・企業のもつノウハウ等の資源を生かした自立の支援

（参加支援・地域づくり）の取組検討により、地域福祉課

題の解決につなげる。 

9 月・ 

開催 

142 千円 

【テーマ】「孤立・孤独」 

【内容】情報交換会の開催 

【頻度】年 1 回 

【参加者】寄贈寄付元企業・団体、市町村社協、

その他  

  【内容】提供側（企業・団体）の取組並びに、受援側（社

協や支援団体）の活用状況や今後の課題の報告を通

じて、現在の課題と支援ニーズの共有を図る。 

・受援側の活動の実践報告 

・提供側の取組紹介 

・質疑応答 
 

継続 

岡山県民生委員児童委員協議会の事務

局支援 

＜目標⑥＞ 

・県社協が事務局を受託する利点を活かし、行政や市

町村社協等と連携して地域福祉の推進をはかることが

できる。 

・課題解決に向けた取組（研修、委員会・部会等）や、県

域組織として行政等へ働きかけることにより、市町村（単

位）民児協の組織運営や民生委員活動の強化につなが

る。 

通年 

－ 

【役員会の開催】 

①正副会長会の開催（随時） 

②理事会・常任理事会の開催（年各 3 回） 

③監事会の開催（年 1 回） 

【委員会・部会の開催】※各年 2 回程度開催 

①総務委員会 ②地域福祉推進委員会 ③児童

福祉推進委員会（内部組織：主任児童委員連絡

部会） 

【セミナー・研修会の開催】 

①児童福祉推進セミナー：6 月頃 

②見守り活動推進セミナー：10 月頃 

③主任児童委員研修会：11 月頃  

  【その他】 

①外部主催研修会への派遣（全民児連・全社協

等） 

②本会活動推進基金事業の実施 

③広報・啓発活動「5 月 12 日県下一斉取組み事

業」等の実施 

④制度改善活動（提言活動）の実施 

⑤顕彰・慶弔の実施 

⑥関係機関との連携や協働活動の推進など 

 

継続 

岡山県地域包括・在宅介護支援センター

協議会の事務局支援 

＜目標⑥＞ 

社協が事務局を担うことで、地域包括支援センター・在

宅介護支援センターが担う、地域包括ケアシステム、ま

た全世代型包括支援等の状況が把握できるため、市町

村社協との連携・協働を図ために、有効である。 

通年 

－ 
【日程】通年 

【会議】総会・理事会・研修委員会 

【研修】セミナー、新任職員基礎研修、コミュニティ 

ソーシャルワーク研修、相談援助技術研修会（フ

ォローアップ・基礎コース） 

【その他】調査事業、会員への情報提供 
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継続 

生命保険協会・ヤクルト・24 時間 TV 等の

寄贈事業の支援 

＜目標⑥＞ 

地域福祉活動を推進する各社協、NPO、ボランティア団

体等の活動基盤を強化することができる。 東日本大震

災のような予期せぬ天災が発生した場合は、被災地へ

の寄贈等、臨機応変に対応することで、災害（被災地）

支援も可能となる。 

通年 

－ 

【内容】 

・8 月：24 時間 TV 福祉車両寄贈先の審査 

・10 月～11 月：ヤクルト寄贈事業（車いす）、生命

保険協会寄贈事業（福祉車両・ふれあい子育て

サロン玩具寄贈、保育施設絵本寄贈・障者・老人

福祉施設物品購入費助成・生活困窮者支援団体

活動費助成）の希望調査 

  ・12 月：ヤクルト寄贈事業・生命保険協会寄贈事業の内

部審査 

※内部審査を踏まえ寄贈元と協議の上、推薦先を決定 

・1 月：ヤクルト愛の車いす目録贈呈式 

・2 月：生命保険協会寄贈事業贈呈式 

・2～3 月 24 時間 TV 福祉車両贈呈式 

その他企業・団体より依頼があった場合には協力するこ

ととする 
 

継続 

制度の狭間の課題解決に向けた連携・協

働研究の実施 

＜目標⑥＞ 

・地域の生活福祉課題の支援に対応する新たな、試行

的な取組を応援し実践を推進する。 

・各市町村域における社協を中核にした地域関係団体

等との協働を生み出す。 

・市町村社協におけるアウトリーチの活性化、ニーズや

課題の掘り起こしにつなげる。 

・企業のもつノウハウ等の資源を生かした自立の支援

（参加支援・地域づくり）の取組検討により、地域福祉課

題の解決につなげる。 

9 月・ 

開催 

142 千円 

【テーマ】「孤立・孤独」 

【内容】情報交換会の開催 

【頻度】年 1 回 

【参加者】寄贈寄付元企業・団体、市町村社協、

その他  

  【内容】提供側（企業・団体）の取組並びに、受援側（社

協や支援団体）の活用状況や今後の課題の報告を通

じて、現在の課題と支援ニーズの共有を図る。 

・受援側の活動の実践報告 

・提供側の取組紹介 

・質疑応答 
 

継続 

岡山県民生委員児童委員協議会の事務

局支援 

＜目標⑥＞ 

・県社協が事務局を受託する利点を活かし、行政や市

町村社協等と連携して地域福祉の推進をはかることが

できる。 

・課題解決に向けた取組（研修、委員会・部会等）や、県

域組織として行政等へ働きかけることにより、市町村（単

位）民児協の組織運営や民生委員活動の強化につなが

る。 

通年 

－ 

【役員会の開催】 

①正副会長会の開催（随時） 

②理事会・常任理事会の開催（年各 3 回） 

③監事会の開催（年 1 回） 

【委員会・部会の開催】※各年 2 回程度開催 

①総務委員会 ②地域福祉推進委員会 ③児童

福祉推進委員会（内部組織：主任児童委員連絡

部会） 

【セミナー・研修会の開催】 

①児童福祉推進セミナー：6 月頃 

②見守り活動推進セミナー：10 月頃 

③主任児童委員研修会：11 月頃  

  【その他】 

①外部主催研修会への派遣（全民児連・全社協

等） 

②本会活動推進基金事業の実施 

③広報・啓発活動「5 月 12 日県下一斉取組み事

業」等の実施 

④制度改善活動（提言活動）の実施 

⑤顕彰・慶弔の実施 

⑥関係機関との連携や協働活動の推進など 

 

継続 

岡山県地域包括・在宅介護支援センター

協議会の事務局支援 

＜目標⑥＞ 

社協が事務局を担うことで、地域包括支援センター・在

宅介護支援センターが担う、地域包括ケアシステム、ま

た全世代型包括支援等の状況が把握できるため、市町

村社協との連携・協働を図ために、有効である。 

通年 

－ 
【日程】通年 

【会議】総会・理事会・研修委員会 

【研修】セミナー、新任職員基礎研修、コミュニティ 

ソーシャルワーク研修、相談援助技術研修会（フ

ォローアップ・基礎コース） 

【その他】調査事業、会員への情報提供 

  

 

 

経経営営・・活活動動方方針針２２「「生生活活にに関関すするる包包括括的的なな相相談談・・支支援援体体制制をを推推進進ししまますす」」  

推進項目１   自立支援機能の推進・強化 

目標 ① 要支援世帯を把握し、必要な支援・継続的な支援へつなげる 

② 適切な償還管理の実施 

③ 触法高齢者・障害者等に対する支援体制の整備 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点１ 

生活福祉資金貸付事業の実施 

＜目標①＞ 

資金の貸付けと必要な相談支援を行うこと

で、低所得者世帯等の自立を促進することが

できる。 

委員会：

年 13 回

開催  

179,662 千円 

【内容】 

 ①適正な貸付の実施 

 制度趣旨、本人の償還能力及び審査委員会の意

見等を総合的に勘案して、適正な貸付けを実施す

る。また、貸付による支援が不適当な場合も生活困

窮者自立支援制度等の他制度につなぎ、本人の自

立を支援する。あわせて、制度改正等の際は、市町

村社協に対して速やかに変更内容の周知を行うとと

もに、必要に応じて担当者必携の更新を行い、県下 

  の統一的制度運用を図る。 

②生活福祉資金貸付審査等運営委員会の開催 

 毎月１回、資金の運営ならびに貸付、猶予及び免

除等の申請について調査審議し、または県社協会長

に意見を具申する。 

③生活福祉資金貸付制度の広報の実施 

 パンフレットやホームページ等を活用して、関係機

関・地域住民等へ周知・広報を行う。また、制度改正

時は、内容を速やかに見直す。 
 

継続 

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業の適正な運営 

＜目標①＞ 

貸付により、ひとり親家庭の自立の促進を図

ることができる。 
通年 

25,996 千円 

【事業概要】 

・県社協 HP への掲載、高等職業訓練促進給付

金の受付窓口や自立支援プログラムの策定団体

となる福祉事務所等を通じて本事業を周知し、貸

付希望者の募集及び貸付審査･決定を行う。 

【資金種類】 

①高等職業訓練促進資金 

 ・入学準備金（500,000 円以内） 

 ・就職準備金（200,000 円以内） 

  ②住宅支援資金（月額 40,000 円以内） 

【留意事項】 

・借受人への文書通知等により、養成機関への在籍状

況や免除の対象となりうる業務や就業への従事状況を

確実に確認する。 

・貸付金の返還対象となる借受人が現れた場合は、毎

月の返還状況を確認し、返還管理を適切に行う。また、

滞納等の場合は、早期に借受人と連絡を取り、状況を

聞き取った上で適切な方法を考え対応する。 
 

継続 

児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付

事業の適正な運営 

＜目標①＞ 

自立支援資金を貸付けることにより、児童養

護施設退所者等の自立生活の支援を図るこ

とができる。 

通年 

8,730 千円 

【事業概要】 

・県社協 HP への掲載及び県内の児童養護施設

等や児童相談所への本事業の周知を行い、施設

等の担当者等から相談を受け、借入希望者の状

況を確認後、貸付審査・決定を行う。 

【資金種類】 

①生活支援費（月額 50,000 円） 

②家賃支援費（家賃相当額） 

③資格取得支援費（250,000 円以内） 

【貸付対象者】 

・進学者（大学等に在籍している方）① ② 

  ・就職者（就職している方）② 

・資格取得希望者③ 

【事業の周知、相談体制】 

・本事業の周知を図り、自立を支援することにより、借受

人が就職や進学後の安定した生活基盤を築くため、相

談・聞き取りを丁寧に行い、本人の状況を確認後、貸付

審査を行う。 

・借受人への文書通知等により、従事状況を確実に確

認する。 

・貸付金の返還対象となる借受人が現れた場合は、毎

月の返還状況を確認し、返還管理を適切に行う。 
 

継続 

適切な債権管理の実施（特例含む） 

＜目標②＞ 

・適切な債権管理による償還率の向上 

・債権管理を通した借受世帯の見守り･相談

支援の実施 

通年 

32 千円 

【内容】 

①借受人等への各種通知の送付 

・「償還開始のお知らせ」、「償還残額のお知ら

せ」、「償還期限到来のお知らせ」、「償還完了の

お知らせ」、「督促状」、「払込票」を送付するとも

に、必要に応じて個別相談を実施。 

②償還金の入金管理 

③滞納世帯の状況把握及び償還指導 

・市町村社協に導入する貸付システムの活用 

・滞納世帯実態調査の実施。 

  ・訪問・面談による個別相談の実施。 

④悪質滞納者に対する法的取組の実施 

・償還指導に応じない悪質滞納者に対しては、顧問弁護

士に相談し、支払督促や訴訟提起等然るべき対応をとる。  

【備考】 

・新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付につ

いては、償還に係る事務を償還事務処理センターにお

いて行い、滞納世帯等への相談支援は市町村社協や

自立相談支援機関等と連携し実施する。 

 

経経営営・・活活動動方方針針２２「「生生活活にに関関すするる包包括括的的なな相相談談・・支支援援体体制制をを推推進進ししまますす」」  

推進項目１   自立支援機能の推進・強化 

目標 ① 要支援世帯を把握し、必要な支援・継続的な支援へつなげる 

② 適切な償還管理の実施 

③ 触法高齢者・障害者等に対する支援体制の整備 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点１ 

生活福祉資金貸付事業の実施 

＜目標①＞ 

資金の貸付けと必要な相談支援を行うこと

で、低所得者世帯等の自立を促進することが

できる。 

通年 

179,662 千円 

【内容】 

 ①適正な貸付の実施 

 制度趣旨、本人の償還能力及び審査委員会の意

見等を総合的に勘案して、適正な貸付けを実施す

る。また、貸付による支援が不適当な場合も生活困

窮者自立支援制度等の他制度につなぎ、本人の自

立を支援する。あわせて、制度改正等の際は、市町

村社協に対して速やかに変更内容の周知を行うとと

もに、必要に応じて担当者必携の更新を行い、県下 

  の統一的制度運用を図る。 

②生活福祉資金貸付審査等運営委員会の開催 

 毎月１回、資金の運営ならびに貸付、猶予及び免

除等の申請について調査審議し、または県社協会長

に意見を具申する。 

③生活福祉資金貸付制度の広報の実施 

 パンフレットやホームページ等を活用して、関係機

関・地域住民等へ周知・広報を行う。また、制度改正

時は、内容を速やかに見直す。 
 

継続 

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業の適正な運営 

＜目標①＞ 

貸付により、ひとり親家庭の自立の促進を図

ることができる。 
通年 

25,996 千円 

【事業概要】 

・県社協 HP への掲載、高等職業訓練促進給付

金の受付窓口や自立支援プログラムの策定団体

となる福祉事務所等を通じて本事業を周知し、貸

付希望者の募集及び貸付審査･決定を行う。 

【資金種類】 

①高等職業訓練促進資金 

 ・入学準備金（500,000 円以内） 

 ・就職準備金（200,000 円以内） 

  ②住宅支援資金（月額 40,000 円以内） 

【留意事項】 

・借受人への文書通知等により、養成機関への在籍状

況や免除の対象となりうる業務や就業への従事状況を

確実に確認する。 

・貸付金の返還対象となる借受人が現れた場合は、毎

月の返還状況を確認し、返還管理を適切に行う。また、

滞納等の場合は、早期に借受人と連絡を取り、状況を

聞き取った上で適切な方法を考え対応する。 
 

継続 

児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付

事業の適正な運営 

＜目標①＞ 

自立支援資金を貸付けることにより、児童養

護施設退所者等の自立生活の支援を図るこ

とができる。 

通年 

8,730 千円 

【事業概要】 

・県社協 HP への掲載及び県内の児童養護施設

等や児童相談所への本事業の周知を行い、施設

等の担当者等から相談を受け、借入希望者の状

況を確認後、貸付審査・決定を行う。 

【資金種類】 

①生活支援費（月額 50,000 円） 

②家賃支援費（家賃相当額） 

③資格取得支援費（250,000 円以内） 

【貸付対象者】 

・進学者（大学等に在籍している方）① ② 

  ・就職者（就職している方）② 

・資格取得希望者③ 

【事業の周知、相談体制】 

・本事業の周知を図り、自立を支援することにより、借受

人が就職や進学後の安定した生活基盤を築くため、相

談・聞き取りを丁寧に行い、本人の状況を確認後、貸付

審査を行う。 

・借受人への文書通知等により、従事状況を確実に確

認する。 

・貸付金の返還対象となる借受人が現れた場合は、毎

月の返還状況を確認し、返還管理を適切に行う。 
 

継続 

適切な債権管理の実施（特例含む） 

＜目標②＞ 

・適切な債権管理による償還率の向上 

・債権管理を通した借受世帯の見守り･相談

支援の実施 

通年 

32 千円 

【内容】 

①借受人等への各種通知の送付 

・「償還開始のお知らせ」、「償還残額のお知ら

せ」、「償還期限到来のお知らせ」、「償還完了の

お知らせ」、「督促状」、「払込票」を送付するとも

に、必要に応じて個別相談を実施。 

②償還金の入金管理 

③滞納世帯の状況把握及び償還指導 

・市町村社協に導入する貸付システムの活用 

・滞納世帯実態調査の実施。 

  ・訪問・面談による個別相談の実施。 

④悪質滞納者に対する法的取組の実施 

・償還指導に応じない悪質滞納者に対しては、顧問弁護

士に相談し、支払督促や訴訟提起等然るべき対応をとる。  

【備考】 

・新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付につ

いては、償還に係る事務を償還事務処理センターにお

いて行い、滞納世帯等への相談支援は市町村社協や

自立相談支援機関等と連携し実施する。 
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継続 

地域生活定着促進事業の実施 

＜目標③＞ 

矯正施設入所や触法行為をしてしまった高

齢者・障害者等の生活課題を解決し、自立に

向けた支援を行うことにより、支援対象者が

地域で安定した生活を送ることができる。そ

の結果、地域における社会的包摂を進める

ことにつながり、さらには再犯防止の効果も

期待できる。 

通年 

－ 

【事業の進め方】 

地域生活定着支援センターを設置し、関係機関と

連営して、刑余者等への生活環境調整業務を遂

行する。 

【業務内容】 

①コーディネート業務（保護観察所からの依頼に

基づき、福祉ニーズのある対象者に対し、地域で

の生活につなげるために必要な調整を矯正施設

入所中に行う） 

②フォローアップ業務（対象者が矯正施設から出

所した後の支援） 

  ③相談支援業務（関係機関からの依頼により支援を行

う） 

④被疑者等支援業務（入口支援） 

⑤広報啓発活動 

⑥その他、ネットワーク強化等、業務を円滑かつ効果的

に実施するために必要な業務 

⑦運営委員会の開催 

【実施時期・期間】 

通年実施 

 

 

推進項目２   相談支援体制の整備（関係機関との連携・人材育成） 

目標 ① きめ細やかな対応ができる市町村社協の相談支援体制の整備 

② 触法高齢者・障害者等に対する支援体制の整備 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点１ 

生活困窮者自立支援 関係機関研修会の開催 

＜目標①②＞ 

・包括的な相談支援体制の構築に向けて、フォー

マル資源とインフォーマル資源の互いの役割や

強み等の理解が深まり、ネットワークづくりや、生

活困窮者支援における伴走型支援の実践につながる。 

・特に、市町村社協においては、各地域での生活

困窮者支援における総合相談体制づくりにつながる。  

11 月・ 

開催 

300 千円 

【日程】11 月下旬～12 月上旬・半日 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】 

市町村社協、市町村行政担当課、自立相談支援

機関、民生委員児童委員、福祉委員、地区社

協、社会福祉法人、ボランティア団体 等 

【定員】80 名 

【内容】 

・基調説明 

 生活困窮者支援を通じた地域づくりに向けて、

持ち続けるべき基盤となる視点について説明を

行う。 

   ①つながりを継続させることに意味を持つ「つながり続

ける支援」 

 ②支援者（フォーマル）と地域の関係団体（インフォーマ

ル）との連携・協働 

・実践発表／情報・意見交換 

 生活困窮者世帯のニーズを眠らせないために、早期把

握と見守りを専門職だけでなく、地域の関係機関とのネ

ットワークで動いている取組から、早期把握や見守りを

通して継続的につながり続ける重要性、その方法につい

て学ぶ。また、ネットワークの構築に求められることにつ

いて考える。 

 

継続・

重点１ 

貸付等を通じた相談支援体制強化推進事業の

実施 

＜目標①②＞ 

コロナ特例貸付世帯に対する、フォローアップ支

援を通した世帯支援を行う。 
通年 

－ 

生活福祉資金緊急小口資金等特例貸付  

市町村社協相談支援体制強化推進により、以下

の取組みを実施する。 

①市町村社協の取組（相談支援業務）推進 

・状況把握（アウトリーチ） 

・支援必要度による選別（スクリーニング） 

・支援が必要な生体の生活課題分析（アセスメン

ト） 

・支援調整 

・相談窓口の周知等 

※選別した世帯等に対し、適切なフォローアップ、

および転出された世帯等の支援に対して、オール

岡山で取り組めるように働きかけていく。 

  ②県社協の取組（後方支援） 

 市町村社協の取組を推進するため、以下の内

容に取組む。 

・市町村社協の現状・課題把握（アウトリーチ） 

・市町村社協の現状分析とともに、課題解決に向

けた支援策の検討 

・課題解決に向けた協議の実施 

※関係機関も含めた会議開催 

・人材育成・体制整備に向けた会議・研修の開催

実施 

・困難な借受人等への対応 
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継続 

地域生活定着促進事業の実施 

＜目標③＞ 

矯正施設入所や触法行為をしてしまった高

齢者・障害者等の生活課題を解決し、自立に

向けた支援を行うことにより、支援対象者が

地域で安定した生活を送ることができる。そ

の結果、地域における社会的包摂を進める

ことにつながり、さらには再犯防止の効果も

期待できる。 

通年 

－ 

【事業の進め方】 

地域生活定着支援センターを設置し、関係機関と

連営して、刑余者等への生活環境調整業務を遂

行する。 

【業務内容】 

①コーディネート業務（保護観察所からの依頼に

基づき、福祉ニーズのある対象者に対し、地域で

の生活につなげるために必要な調整を矯正施設

入所中に行う） 

②フォローアップ業務（対象者が矯正施設から出

所した後の支援） 

  ③相談支援業務（関係機関からの依頼により支援を行

う） 

④被疑者等支援業務（入口支援） 

⑤広報啓発活動 

⑥その他、ネットワーク強化等、業務を円滑かつ効果的

に実施するために必要な業務 

⑦運営委員会の開催 

【実施時期・期間】 

通年実施 

 

 

推進項目２   相談支援体制の整備（関係機関との連携・人材育成） 

目標 ① きめ細やかな対応ができる市町村社協の相談支援体制の整備 

② 触法高齢者・障害者等に対する支援体制の整備 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点１ 

生活困窮者自立支援 関係機関研修会の開催 

＜目標①②＞ 

・包括的な相談支援体制の構築に向けて、フォー

マル資源とインフォーマル資源の互いの役割や

強み等の理解が深まり、ネットワークづくりや、生

活困窮者支援における伴走型支援の実践につながる。 

・特に、市町村社協においては、各地域での生活

困窮者支援における総合相談体制づくりにつながる。  

11 月・ 

開催 

300 千円 

【日程】11 月下旬～12 月上旬・半日 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】 

市町村社協、市町村行政担当課、自立相談支援

機関、民生委員児童委員、福祉委員、地区社

協、社会福祉法人、ボランティア団体 等 

【定員】80 名 

【内容】 

・基調説明 

 生活困窮者支援を通じた地域づくりに向けて、

持ち続けるべき基盤となる視点について説明を

行う。 

   ①つながりを継続させることに意味を持つ「つながり続

ける支援」 

 ②支援者（フォーマル）と地域の関係団体（インフォーマ

ル）との連携・協働 

・実践発表／情報・意見交換 

 生活困窮者世帯のニーズを眠らせないために、早期把

握と見守りを専門職だけでなく、地域の関係機関とのネ

ットワークで動いている取組から、早期把握や見守りを

通して継続的につながり続ける重要性、その方法につい

て学ぶ。また、ネットワークの構築に求められることにつ

いて考える。 

 

継続・

重点１ 

貸付等を通じた相談支援体制強化推進事業の

実施 

＜目標①②＞ 

コロナ特例貸付世帯に対する、フォローアップ支

援を通した世帯支援を行う。 
通年 

－ 

生活福祉資金緊急小口資金等特例貸付  

市町村社協相談支援体制強化推進により、以下

の取組みを実施する。 

①市町村社協の取組（相談支援業務）推進 

・状況把握（アウトリーチ） 

・支援必要度による選別（スクリーニング） 

・支援が必要な生体の生活課題分析（アセスメン

ト） 

・支援調整 

・相談窓口の周知等 

※選別した世帯等に対し、適切なフォローアップ、

および転出された世帯等の支援に対して、オール

岡山で取り組めるように働きかけていく。 

  ②県社協の取組（後方支援） 

 市町村社協の取組を推進するため、以下の内

容に取組む。 

・市町村社協の現状・課題把握（アウトリーチ） 

・市町村社協の現状分析とともに、課題解決に向

けた支援策の検討 

・課題解決に向けた協議の実施 

※関係機関も含めた会議開催 

・人材育成・体制整備に向けた会議・研修の開催

実施 

・困難な借受人等への対応 

 

継続・

重点１ 

生活福祉資金担当者研修会の開催 

＜目標①＞ 

生活福祉資金貸付制度及び他制度の理解によ

り、有効な活用や家計改善支援力、相談対応力

の向上をはかることができる。 

6 月・ 

11 月・ 

開催 

86 千円 

①新任担当者研修会 

【日程・方法】6 月・オンライン 

【定員】30 名程度（市町村社協の資金担当者） 

【内容】・貸付制度の業務説明（各業務担当者に

よる説明） 

・生活福祉資金事務担当者必携について 

・民生委員の引継業務について（民生委員改選

年のみ） 

・自立相談支援機関との連携について 

②担当者研修会 

【日程】11 月・集合研修 

【定員】30 名程度（市町村社協の資金担当者） 

  【内容（案）】・家計改善支援の基本的な考え方 

・他制度（社会保障、生活保護制度、求職者支援制度

等）の概要 

・債務整理、債権回収のポイント 

・事例紹介、事例検討、相談支援 

③制度説明会 

地域福祉部が市町村社協向けに実施する会議等の際

に、貸付制度の現状・改正点等を説明。 

④中国ブロック生活福祉資金担当部課長・職員運営研

究協議会 

 

継続 

司法福祉連携の推進事業の実施 

＜目標②＞ 

福祉的支援が必要な触法者に対する支援につい

て、検察・弁護士との連携体制を整えることによ

り、本人が釈放される前の段階で適切な支援が

開始出来るようになる。その結果として、支援対

象者が矯正施設に入所する前に生活を安定させ

ることが期待できる。 

②は通年

実施。必

要に応じ

て③を実

施。 

－ 【具体的事業】 

①被疑者等支援業務に関するネットワーク会議

の開催 

 参加機関としては、検察庁・保護観察所・弁護

士会・定着センターの４者を基本とし、必要に応じ

て社会福祉士会、行政、司法関係の機関等に参

加いただく。年 2 回開催（7 月、12 月） 

  ②岡山弁護士会と岡山県社会福祉士会が行う司法福祉

連携『岡山モデル』への参画 

・おかやま司法福祉ネット定例会議（2 ヶ月に 1 回開催）

への参加 

・『岡山モデル』担当者との支援協力 

・裁判時の協力（更生支援計画作成・情状証人等） 等 

③その他、司法と福祉の連携に関する必要な事業 
 

 

推進項目３   総合的な権利擁護の推進（拡充） 

目標 ① 日常生活自立支援事業の体制整備 

② 中核機関、市町村および県域のネットワーク（協議会）の設置促進 

③ 触法高齢者・障害者等の地域生活支援に対する普及啓発 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

日常生活自立支援事業の実施 

＜目標①＞ 

・適正な事業運営の確保、サービスの質の担保 

・契約の適正さの確保 

・専門員の資質向上 ・事例検討による困難ケース

への解決 

通年 

57,748 千円 

①市町村社協における内部監査の促進 

【日程】通年 

【内容】 

・実施社協における内部牽制及び適正運営の確

保、専門員の負担感の軽減等を目的に年 1 回、

26 社協完全実施の徹底を図る。 

②運営適正化委員会訪問調査への同行 

【日程】年 1 回（8 月～12 月） 

【内容】 

・運営適正化委員会訪問調査への同行：事業の

適正な運営を行うにあたり、実施社協における調

査内容を把握する必要があるため、調査への同

行を行う。 

  ③契約締結審査会の開催 

【日程】年 5 回（原則第 2 金曜日） 

【内容】 

・契約締結審査、困難ケースへの助言、県内進捗状況

報告等 

④専門員連絡会議の開催 

【日程】年 3 回（6 月・11 月・2 月） 

【内容】 

・専門員同士の関係性や顔の見えるネットワークの構築 

・本事業に係る市町村社協での取組紹介 

・関連制度や中央情勢、他県での取組等の理解 

・課題整理と具体的な解決策の検討 

 

継続・

重点１ 

生活福祉資金担当者研修会の開催 

＜目標①＞ 

生活福祉資金貸付制度及び他制度の理解によ

り、有効な活用や家計改善支援力、相談対応力

の向上をはかることができる。 

6 月・ 

11 月・ 

開催 

86 千円 

①新任担当者研修会 

【日程・方法】6 月・オンライン 

【定員】30 名程度（市町村社協の資金担当者） 

【内容】・貸付制度の業務説明（各業務担当者に

よる説明） 

・生活福祉資金事務担当者必携について 

・民生委員の引継業務について（民生委員改選

年のみ） 

・自立相談支援機関との連携について 

②担当者研修会 

【日程】11 月・集合研修 

【定員】30 名程度（市町村社協の資金担当者） 

  【内容（案）】・家計改善支援の基本的な考え方 

・他制度（社会保障、生活保護制度、求職者支援制度

等）の概要 

・債務整理、債権回収のポイント 

・事例紹介、事例検討、相談支援 

③制度説明会 

地域福祉部が市町村社協向けに実施する会議等の際

に、貸付制度の現状・改正点等を説明。 

④中国ブロック生活福祉資金担当部課長・職員運営研

究協議会 

 

継続 

司法福祉連携の推進事業の実施 

＜目標②＞ 

福祉的支援が必要な触法者に対する支援につい

て、検察・弁護士との連携体制を整えることによ

り、本人が釈放される前の段階で適切な支援が

開始出来るようになる。その結果として、支援対

象者が矯正施設に入所する前に生活を安定させ

ることが期待できる。 

通年 

－ 【具体的事業】 

①被疑者等支援業務に関するネットワーク会議

の開催 

 参加機関としては、検察庁・保護観察所・弁護

士会・定着センターの４者を基本とし、必要に応じ

て社会福祉士会、行政、司法関係の機関等に参

加いただく。年 2 回開催（7 月、12 月） 

  ②岡山弁護士会と岡山県社会福祉士会が行う司法福祉

連携『岡山モデル』への参画 

・おかやま司法福祉ネット定例会議（2 ヶ月に 1 回開催）

への参加 

・『岡山モデル』担当者との支援協力 

・裁判時の協力（更生支援計画作成・情状証人等） 等 

③その他、司法と福祉の連携に関する必要な事業 
 

 

推進項目３   総合的な権利擁護の推進（拡充） 

目標 ① 日常生活自立支援事業の体制整備 

② 中核機関、市町村および県域のネットワーク（協議会）の設置促進 

③ 触法高齢者・障害者等の地域生活支援に対する普及啓発 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

日常生活自立支援事業の実施 

＜目標①＞ 

・適正な事業運営の確保、サービスの質の担保 

・契約の適正さの確保 

・専門員の資質向上 ・事例検討による困難ケース

への解決 

通年 

57,748 千円 

①市町村社協における内部監査の促進 

【日程】通年 

【内容】 

・実施社協における内部牽制及び適正運営の確

保、専門員の負担感の軽減等を目的に年 1 回、

26 社協完全実施の徹底を図る。 

②運営適正化委員会訪問調査への同行 

【日程】年 1 回（8 月～12 月） 

【内容】 

・運営適正化委員会訪問調査への同行：事業の

適正な運営を行うにあたり、実施社協における調

査内容を把握する必要があるため、調査への同

行を行う。 

  ③契約締結審査会の開催 

【日程】年 5 回（原則第 2 金曜日） 

【内容】 

・契約締結審査、困難ケースへの助言、県内進捗状況

報告等 

④専門員連絡会議の開催 

【日程】年 3 回（6 月・11 月・2 月） 

【内容】 

・専門員同士の関係性や顔の見えるネットワークの構築 

・本事業に係る市町村社協での取組紹介 

・関連制度や中央情勢、他県での取組等の理解 

・課題整理と具体的な解決策の検討 
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継続 

権利擁護に関する研修会の開催 

＜目標①＞ 

・一般県民の権利擁護に関する理解促進 

・生活支援員の資質向上 

年 2 回・ 

開催 

250 千円 

①権利擁護に関する研修会の開催 

【日程】隔年 1 回 

【内容】 

・事業説明、講義、シンポジウム等 

・成年後見制度利用促進法に明記されている中

核機関の整備や地域連携ネットワーク、意思決

定支援をテーマとする 

  ②生活支援員研修会の開催 

【日程】隔年 2 回（6 月・8 月） 

県南・県北にて各 1 回 

【内容】 

・日常生活自立支援事業における生活支援員の役割の

整理 

・対象者理解や利用者の変化への気づき 

・他市町村の生活支援員との情報交換など 
 

継続 

岡山県運営適正化委員会の実施 

＜目標①＞ 

・福祉サービス利用援助事業の適正な運営が担

保できる。 

・福祉サービスを提供する事業所の苦情解決能力

が高まり、利用者及び家族等関係者が安心してよ

り質の高い福祉サービスを利用できる。 

通年 

7,422 千円 【内容】 

①運営監視合議体の開催 年 3 回（7,10,1 月） 

②日常生活自立支援事業実施状況調査の実施 

③市町村社協における日常生活自立支援事業

実施状況の確認 

  ④苦情相談窓口の開設 月曜～金曜 8 時 30 分から 17

時 

⑤苦情解決合議体の定例開催 年 6 回（奇数月） 

⑥福祉サービス苦情解決事業の広報・啓発活動の実施 

ポスター・パンフレットの配布、ホームページの活用 

⑦福祉サービス事業者への巡回訪問の実施 年間随時 
 

継続 

成年後見制度利用促進支援の実施 

＜目標②＞ 

・県内における成年後見制度利用促進計画に基

づく中核機関の整備、機能強化 

・福祉、行政、司法、その他関係団体等との連携

強化 ・社協における法人後見事業の立ち上げ支

援、フォローアップの充実 ・法人後見担当者の資

質向上 

通年 

832 千円 

①法人後見連絡会の開催 

【日程】年 2 回（8 月・1 月） 

【内容】 

・現況報告や問題・課題解決に向けた意見交換、

情報交換等を行い、共有化を図る。 

・中核機関の整備、機能等についての情報交換

を行う。 

 

②県、家庭裁判所、専門職団体等との連携、情

報共有 

【内容】 

・成年後見制度利用促進に係る会議等への参加 

  ・市町村社協及び市町村行政に対する情報提

供、支援 

・県及び関係団体等との連携による後方支援（研

修会の実施等） 

③岡山高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇

談会等との連携、協力支援 

【内容】 

・巡回なんでも相談会への参加、運営協力（随

時） 

・定例なんでも相談会への参加（毎月・随時） 

・高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇談会

等への参加 
 

継続 

触法高齢者・障害者支援に関する普及啓発事

業 

＜目標③＞ 

触法障害者等の方の課題の背景には、対象者の

個人的要因だけではなく、むしろ地域社会の偏見

や排除の傾向など社会的要因が大きく影響してい

る。事業を通してそうした要因に対するアプローチ

を進めることで、地域生活支援を促進することにつ

ながる。 

通年 

400 千円 

【取組内容】 

①研修企画事業 

A①福祉職対象の研修（年１回・半日以上） 

県内の福祉関係機関・団体などに触法高齢者・

障害者の実態及びセンターの役割や業務内容の

理解促進を図り、受け入れ施設・連携機関を広げ

ていく目的で実施 

②矯正施設見学会の開催（年 4～６回・各回半

日） 

・岡山刑務所、岡山少年院等  

  B:一般県民対象のフォーラム開催（隔年

R5/R7//R9） 

地域生活支援を円滑に進めるため、触法者支援

の実態を広く一般県民・企業等に知ってもらうこと

を目的に実施。 

 

②関係行政機関・団体等との連携 

・自立支援協議会、要保護児童対策地域協議

会、居住支援関係協議会等への参加 
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継続 

権利擁護に関する研修会の開催 

＜目標①＞ 

・一般県民の権利擁護に関する理解促進 

・生活支援員の資質向上 

年 2 回・ 

開催 

250 千円 

①権利擁護に関する研修会の開催 

【日程】隔年 1 回 

【内容】 

・事業説明、講義、シンポジウム等 

・成年後見制度利用促進法に明記されている中

核機関の整備や地域連携ネットワーク、意思決

定支援をテーマとする 

  ②生活支援員研修会の開催 

【日程】隔年 2 回（6 月・8 月） 

県南・県北にて各 1 回 

【内容】 

・日常生活自立支援事業における生活支援員の役割の

整理 

・対象者理解や利用者の変化への気づき 

・他市町村の生活支援員との情報交換など 
 

継続 

岡山県運営適正化委員会の実施 

＜目標①＞ 

・福祉サービス利用援助事業の適正な運営が担

保できる。 

・福祉サービスを提供する事業所の苦情解決能力

が高まり、利用者及び家族等関係者が安心してよ

り質の高い福祉サービスを利用できる。 

通年 

7,422 千円 【内容】 

①運営監視合議体の開催 年 3 回（7,10,1 月） 

②日常生活自立支援事業実施状況調査の実施 

③市町村社協における日常生活自立支援事業

実施状況の確認 

  ④苦情相談窓口の開設 月曜～金曜 8 時 30 分から 17

時 

⑤苦情解決合議体の定例開催 年 6 回（奇数月） 

⑥福祉サービス苦情解決事業の広報・啓発活動の実施 

ポスター・パンフレットの配布、ホームページの活用 

⑦福祉サービス事業者への巡回訪問の実施 年間随時 
 

継続 

成年後見制度利用促進支援の実施 

＜目標②＞ 

・県内における成年後見制度利用促進計画に基

づく中核機関の整備、機能強化 

・福祉、行政、司法、その他関係団体等との連携

強化 ・社協における法人後見事業の立ち上げ支

援、フォローアップの充実 ・法人後見担当者の資

質向上 

通年 

832 千円 

①法人後見連絡会の開催 

【日程】年 2 回（8 月・1 月） 

【内容】 

・現況報告や問題・課題解決に向けた意見交換、

情報交換等を行い、共有化を図る。 

・中核機関の整備、機能等についての情報交換

を行う。 

 

②県、家庭裁判所、専門職団体等との連携、情

報共有 

【内容】 

・成年後見制度利用促進に係る会議等への参加 

  ・市町村社協及び市町村行政に対する情報提

供、支援 

・県及び関係団体等との連携による後方支援（研

修会の実施等） 

③岡山高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇

談会等との連携、協力支援 

【内容】 

・巡回なんでも相談会への参加、運営協力（随

時） 

・定例なんでも相談会への参加（毎月・随時） 

・高齢者・障がい者権利擁護ネットワーク懇談会

等への参加 
 

継続 

触法高齢者・障害者支援に関する普及啓発事

業 

＜目標③＞ 

触法障害者等の方の課題の背景には、対象者の

個人的要因だけではなく、むしろ地域社会の偏見

や排除の傾向など社会的要因が大きく影響してい

る。事業を通してそうした要因に対するアプローチ

を進めることで、地域生活支援を促進することにつ

ながる。 

通年 

400 千円 

【取組内容】 

①研修企画事業 

A①福祉職対象の研修（年１回・半日以上） 

県内の福祉関係機関・団体などに触法高齢者・

障害者の実態及びセンターの役割や業務内容の

理解促進を図り、受け入れ施設・連携機関を広げ

ていく目的で実施 

②矯正施設見学会の開催（年 4～６回・各回半

日） 

・岡山刑務所、岡山少年院等  

  B:一般県民対象のフォーラム開催（隔年

R5/R7//R9） 

地域生活支援を円滑に進めるため、触法者支援

の実態を広く一般県民・企業等に知ってもらうこと

を目的に実施。 

 

②関係行政機関・団体等との連携 

・自立支援協議会、要保護児童対策地域協議

会、居住支援関係協議会等への参加 

 

 

経経営営・・活活動動方方針針３３「「福福祉祉ササーービビスス事事業業者者をを支支ええ、、質質のの高高いい福福祉祉人人材材のの確確保保・・定定着着をを推推進進ししまますす」」  

推進項目１   福祉事業者への経営支援 

目標 ① 社会福祉法人等の自律的経営に向けた支援 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

社会福祉経営支援委員会の開催 

＜目標①＞ 

施設経営法人の健全な発達及び活動の活性

化に向けて、社会福祉経営に係る諸問題・課

題について調査・研究を行うなかで、現状把握

や諸問題・課題解決に向けた取り組みについ

ての検討、会員法人への情報提供や活動促

進、各種別協議会との連携強化等を図ること

ができる。 

全 6 回・ 

開催 

559 千円 

令和 5 年度～令和 6 年度の 2 年度目 

【委員】各種別協からの代表者、市町村社協、学

識経験者 

【小委員会】①経営支援小委員会②研修企画小

委員会 

【開催日程】 

社会福祉経営支援委員会：年 2 回（6 月・3 月） 

①経営支援小委員会：年 3 回（8 月・10 月・3 月） 

②研修企画小委員会：年 1 回（11 月） 

【内容】 

①経営支援小委員会では、昨年度実施した調査

結果より企画した事業についての効果等の検証

と令和 7 年度の調査企画の検討。②研修企画小

委員会では、福祉人材センターの研修における

ふりかえりと計画等に関することについて協議する。

  □第 1 回社会福祉経営支援委員会内容 

・経営支援小委員会報告（調査報告書案）、研修企画小

委員会報告、今年度の事業企画への意見聴取、令和 7

年度に向けた調査研究テーマ（働き方改革に伴う労務管

理）の検討 

□第 2 回社会福祉経営支援委員会内容 

・事業のふりかえり、令和 7 年度に向けた調査研究テー

マの検討 

□経営支援小委員会内容 

・小規模法人ネットワーク協働推進事業と連携し、新規

事業の進捗状況報告と助言や、令和 7 年度の調査研究

テーマ等を検討する。 

□研修企画小委員会内容 

・福祉人材センターの研修におけるふりかえりと計画に

ついて協議、検討する。 
 

継続 

顧問契約サービスの実施 

＜目標①＞ 

・弁護士、公認会計士・税理士、社会保険労務

士の専門家との顧問契約により、社会福祉法

人における経営課題の解決に向けた相談支

援体制が構築でき、法人のさらなる経営基盤

強化につながる。 

・個別契約だと高額になる顧問契約料を安価

なサービスとして提供できるとともに、困難ケ

ースに至っても継続的に支援できる環境を提

供することが可能となる。 

通年 

131 千円 

【契約サービスの種類】 

 ・弁護士（森脇法律事務所） 

 ・公認会計士・税理士（宮﨑会計事務所） 

 ・社会保険労務士（森社会保険労務士事務所） 

【利用料】 

 ・経営協会員（1 サービス 5,000 円） 

 ・県社協会員（1 サービス 10,000 円） 

  【備考】 

・経営協総会をはじめ、各種事業、ホームページ等を通

じて、サービス利用に向けて定期的に周知を図る。併せ

て、サービスのチラシや手引きは、必要に応じて見直し

を行う。 

・毎年度の件数等について統計資料を作成できるよう、

各顧問と調整する。 
 

継続 

小規模法人のネットワーク化による協働推進事業

の実施 

＜目標①＞ 

複数の小規模法人が連携した協働事業を展

開することで、地域における複数法人のネット

ワーク化をはかるとともに経営の安定化、福祉

サービスの充実を図り、重層的な支援体制を

構築することができる。 

通年 

4,000 千円 

①市町村社協の BCP 策定支援 

【検討会】年 5 回（ヒアリング含む） 

    （5～6、7～8、9～10、11～12、1～2 月） 

【フォローアップ】年 2 回（R5 モデル社協） 

【方法】・モデル社協として 1 社協を選定 

    ・策定プロセスに関心ある社協は参加 

社協として検討会に参加 

【内容】災害発生時に各既存事業の機能継続が

できるよう、地域の災害時要援護者への福祉的 

  支援も踏まえ BCP 策定支援を行う。 

②人材育成のための法人間連携支援 

【検討会】年 4 回（7～8、9～10、11～12、1～2 月） 

【方法】人材育成課題について法人間連携に関心のある 

    法人を対象に検討会を行う。 

【内容】各法人の人材育成課題を共有し、課題整理を行

うとともに、その課題解決に向けた法人間連携取組を検

討し、試行実施に向けた実施計画作成を行う。 

 

経経営営・・活活動動方方針針３３「「福福祉祉ササーービビスス事事業業者者をを支支ええ、、質質のの高高いい福福祉祉人人材材のの確確保保・・定定着着をを推推進進ししまますす」」  

推進項目１   福祉事業者への経営支援 

目標 ① 社会福祉法人等の自律的経営に向けた支援 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

社会福祉経営支援委員会の開催 

＜目標①＞ 

施設経営法人の健全な発達及び活動の活性

化に向けて、社会福祉経営に係る諸問題・課

題について調査・研究を行うなかで、現状把握

や諸問題・課題解決に向けた取り組みについ

ての検討、会員法人への情報提供や活動促

進、各種別協議会との連携強化等を図ること

ができる。 

年 6 回・ 

開催 

559 千円 

令和 5 年度～令和 6 年度の 2 年度目 

【委員】各種別協からの代表者、市町村社協、学

識経験者 

【小委員会】①経営支援小委員会②研修企画小

委員会 

【開催日程】 

社会福祉経営支援委員会：年 2 回（6 月・3 月） 

①経営支援小委員会：年 3 回（8 月・10 月・3 月） 

②研修企画小委員会：年 1 回（11 月） 

【内容】 

①経営支援小委員会では、昨年度実施した調査

結果より企画した事業についての効果等の検証

と令和 7 年度の調査企画の検討。②研修企画小

委員会では、福祉人材センターの研修における

ふりかえりと計画等に関することについて協議する。

  □第 1 回社会福祉経営支援委員会内容 

・経営支援小委員会報告（調査報告書案）、研修企画小

委員会報告、今年度の事業企画への意見聴取、令和 7

年度に向けた調査研究テーマ（働き方改革に伴う労務管

理）の検討 

□第 2 回社会福祉経営支援委員会内容 

・事業のふりかえり、令和 7 年度に向けた調査研究テー

マの検討 

□経営支援小委員会内容 

・小規模法人ネットワーク協働推進事業と連携し、新規

事業の進捗状況報告と助言や、令和 7 年度の調査研究

テーマ等を検討する。 

□研修企画小委員会内容 

・福祉人材センターの研修におけるふりかえりと計画に

ついて協議、検討する。 
 

継続 

顧問契約サービスの実施 

＜目標①＞ 

・弁護士、公認会計士・税理士、社会保険労務

士の専門家との顧問契約により、社会福祉法

人における経営課題の解決に向けた相談支

援体制が構築でき、法人のさらなる経営基盤

強化につながる。 

・個別契約だと高額になる顧問契約料を安価

なサービスとして提供できるとともに、困難ケ

ースに至っても継続的に支援できる環境を提

供することが可能となる。 

通年 

131 千円 

【契約サービスの種類】 

 ・弁護士（森脇法律事務所） 

 ・公認会計士・税理士（宮﨑会計事務所） 

 ・社会保険労務士（森社会保険労務士事務所） 

【利用料】 

 ・経営協会員（1 サービス 5,000 円） 

 ・県社協会員（1 サービス 10,000 円） 

  【備考】 

・経営協総会をはじめ、各種事業、ホームページ等を通

じて、サービス利用に向けて定期的に周知を図る。併せ

て、サービスのチラシや手引きは、必要に応じて見直し

を行う。 

・毎年度の件数等について統計資料を作成できるよう、

各顧問と調整する。 
 

継続 

小規模法人のネットワーク化による協働推進事業

の実施 

＜目標①＞ 

複数の小規模法人が連携した協働事業を展

開することで、地域における複数法人のネット

ワーク化をはかるとともに経営の安定化、福祉

サービスの充実を図り、重層的な支援体制を

構築することができる。 

通年 

4,000 千円 

①市町村社協の BCP 策定支援 

【検討会】年 5 回（ヒアリング含む） 

    （5～6、7～8、9～10、11～12、1～2 月） 

【フォローアップ】年 2 回（R5 モデル社協） 

【方法】・モデル社協として 1 社協を選定 

    ・策定プロセスに関心ある社協は参加 

社協として検討会に参加 

【内容】災害発生時に各既存事業の機能継続が

できるよう、地域の災害時要援護者への福祉的 

  支援も踏まえ BCP 策定支援を行う。 

②人材育成のための法人間連携支援 

【検討会】年 4 回（7～8、9～10、11～12、1～2 月） 

【方法】人材育成課題について法人間連携に関心のある 

    法人を対象に検討会を行う。 

【内容】各法人の人材育成課題を共有し、課題整理を行

うとともに、その課題解決に向けた法人間連携取組を検

討し、試行実施に向けた実施計画作成を行う。 
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継続 

社会福祉法人役員セミナーの開催 

＜目標①＞ 

社会福祉を取り巻く情勢の認識等を踏まえ

た、今後の法人経営の在り方や諸課題の解決

等に向けて、参考となるセミナーを実施するこ

とで、福祉サービスの質の向上や法人の健全

な発達及び活動の活性化を図ることができ

る。 

2 月・ 

開催 

367 千円 【内容案】 

・令和 5 年度「社会福祉法人の経営、法人間連

携等の調査」から見えてきた「法人経営の危機感

への対応（危機感は高いが、対策を進めている

法人は 50%）」として、中長期経営計画の必要性

や経営改善をテーマとし、今から参考となる必要

な対策を紹介できるような内容とする。 

  【開催期日】令和 7 年 2 月 ※経営協セミナー後期との

連携 

【会場】岡山市内 

【対象】社会福祉法人の役員等 

【参加定員】100 名 

【参加費】無料 ※有料化も検討 

※開催にあたっては、経営協との連携・協働のもと実施。 
 

継続 

岡山県社会福祉法人経営者協議会の事務運営

（社会福祉法人経営者部会の運営） 

＜目標①＞ 

・社会福祉法人等に対する各種事業の推進に

より、各法人が主体性を持ち、自律的な経営

に向けて組織基盤の強化につながる。 

・経営青年会における主体的な取組の促進に

より、経営協組織全体の活性化も図られる。 

通年 

1,500 千円 

【主な事業内容】 

 岡山県経営協 

【総会】年 1 回 【理事会】年 4 回 

【各種事業】 社会福祉法人経営者セミナー、都

道府県経営協セミナー、社会福祉法人会計基準

セミナー、その他、県社協と連携・協働し、DWAT

養成研修、社会福祉法人役員セミナー、陳情等

提言活動、全国経営協・中四国経営協関係会議

や研修等への参加 

   経営青年会 

【総会】年 1 回 【役員会】年 4 回 

【部会】①人材確保・事業経営部会②災害支援・地域共

生部会 

【各種事業】 スタディラボ（会員限定勉強会）、クリエイト

セミナーの開催。その他、県社協と連携・協働し、DWAT

養成研修の開催、全国経営青年会・中四国経営青年会

関係会議や研修等への参加。 

 

継続 

岡山県障害福祉施設等協議会の事務局支援 

＜目標①＞ 

知的障害部会、身体障害部会、精神障害部会

が、それぞれの事業を共有することにより会員

相互の連絡・連携、組織的な活動展開をはか

ることができる。また、施設等運営の課題等に

協議会として対応していくことで、自律的な経

営や地域福祉の推進につながる。 

通年 

－ 【主な事業内容】 

【理事会】 年 2 回程度 

【監事会】 年 1 回 

【総会】 年 1 回 

【研究交流セミナー】 年 1 回 

 各部会からの実行委員会形式とし、企画・運営

を行う。 

  【部会】 

 知的障害部会、身体障害部会、精神障害部会で構成さ

れる。 

 各部会において会議、研修等を実施。 

■その他 

おかやま総合福祉・介護フェアへの参画 

 

継続 

岡山県保育協議会の事務局支援 

＜目標①＞ 

・保育関係職員の資質向上に寄与すること

で、保育施設の基盤強化につながる。 

・中央情勢等の適切な情報伝達を行うことによ

り、保育施設の経営支援を行うことができる。 

・県社協が事務局を受託する利点を活かし、

行政や市町村社協と連携して地域福祉の推

進を図ることができる。 

通年 

－ 

【内容①：岡山県保育協議会】 

・理事会の開催（年 3～4 回） 

・監事会・総会の開催（年 1 回） 

・正副会長会の開催（必要に応じて） 

・専門部会の開催（各部会年 1～2 回） 

・特別委員会の開催（回数未定） 

・研修会の開催（主任保育士研修会・保育研究大

会） 

・その他、全国・ブロック関連会議や研修への参

加、保育関係団体との連絡調整など 

  【内容②：岡山県保育協議会保育会】 

・委員会の開催（年 4 回） 

・正副委員長会の開催（年 2 回） 

・研修会の開催（保育・食育・人権） 

・専門部会の開催（保育・人権保育・給食・表現保育） 

・中国ブロック保育士会 会長・事務局（R5～6 年度） 

・その他、広報活動、全国・ブロック関連会議や研修への

参加など 
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継続 

社会福祉法人役員セミナーの開催 

＜目標①＞ 

社会福祉を取り巻く情勢の認識等を踏まえ

た、今後の法人経営の在り方や諸課題の解決

等に向けて、参考となるセミナーを実施するこ

とで、福祉サービスの質の向上や法人の健全

な発達及び活動の活性化を図ることができ

る。 

2 月・ 

開催 

367 千円 【内容案】 

・令和 5 年度「社会福祉法人の経営、法人間連

携等の調査」から見えてきた「法人経営の危機感

への対応（危機感は高いが、対策を進めている

法人は 50%）」として、中長期経営計画の必要性

や経営改善をテーマとし、今から参考となる必要

な対策を紹介できるような内容とする。 

  【開催期日】令和 7 年 2 月 ※経営協セミナー後期との

連携 

【会場】岡山市内 

【対象】社会福祉法人の役員等 

【参加定員】100 名 

【参加費】無料 ※有料化も検討 

※開催にあたっては、経営協との連携・協働のもと実施。 
 

継続 

岡山県社会福祉法人経営者協議会の事務運営

（社会福祉法人経営者部会の運営） 

＜目標①＞ 

・社会福祉法人等に対する各種事業の推進に

より、各法人が主体性を持ち、自律的な経営

に向けて組織基盤の強化につながる。 

・経営青年会における主体的な取組の促進に

より、経営協組織全体の活性化も図られる。 

通年 

1,500 千円 

【主な事業内容】 

 岡山県経営協 

【総会】年 1 回 【理事会】年 4 回 

【各種事業】 社会福祉法人経営者セミナー、都

道府県経営協セミナー、社会福祉法人会計基準

セミナー、その他、県社協と連携・協働し、DWAT

養成研修、社会福祉法人役員セミナー、陳情等

提言活動、全国経営協・中四国経営協関係会議

や研修等への参加 

   経営青年会 

【総会】年 1 回 【役員会】年 4 回 

【部会】①人材確保・事業経営部会②災害支援・地域共

生部会 

【各種事業】 スタディラボ（会員限定勉強会）、クリエイト

セミナーの開催。その他、県社協と連携・協働し、DWAT

養成研修の開催、全国経営青年会・中四国経営青年会

関係会議や研修等への参加。 

 

継続 

岡山県障害福祉施設等協議会の事務局支援 

＜目標①＞ 

知的障害部会、身体障害部会、精神障害部会

が、それぞれの事業を共有することにより会員

相互の連絡・連携、組織的な活動展開をはか

ることができる。また、施設等運営の課題等に

協議会として対応していくことで、自律的な経

営や地域福祉の推進につながる。 

通年 

－ 【主な事業内容】 

【理事会】 年 2 回程度 

【監事会】 年 1 回 

【総会】 年 1 回 

【研究交流セミナー】 年 1 回 

 各部会からの実行委員会形式とし、企画・運営

を行う。 

  【部会】 

 知的障害部会、身体障害部会、精神障害部会で構成さ

れる。 

 各部会において会議、研修等を実施。 

■その他 

おかやま総合福祉・介護フェアへの参画 

 

継続 

岡山県保育協議会の事務局支援 

＜目標①＞ 

・保育関係職員の資質向上に寄与すること

で、保育施設の基盤強化につながる。 

・中央情勢等の適切な情報伝達を行うことによ

り、保育施設の経営支援を行うことができる。 

・県社協が事務局を受託する利点を活かし、

行政や市町村社協と連携して地域福祉の推

進を図ることができる。 

通年 

－ 

【内容①：岡山県保育協議会】 

・理事会の開催（年 3～4 回） 

・監事会・総会の開催（年 1 回） 

・正副会長会の開催（必要に応じて） 

・専門部会の開催（各部会年 1～2 回） 

・特別委員会の開催（回数未定） 

・研修会の開催（主任保育士研修会・保育研究大

会） 

・その他、全国・ブロック関連会議や研修への参

加、保育関係団体との連絡調整など 

  【内容②：岡山県保育協議会保育会】 

・委員会の開催（年 4 回） 

・正副委員長会の開催（年 2 回） 

・研修会の開催（保育・食育・人権） 

・専門部会の開催（保育・人権保育・給食・表現保育） 

・中国ブロック保育士会 会長・事務局（R5～6 年度） 

・その他、広報活動、全国・ブロック関連会議や研修への

参加など 

 

継続 

岡山県老人福祉施設協議会の事務局支援 

＜目標①＞ 

・高齢者福祉施設が抱える課題の共有・整理

を行い、解決に向け県域の団体として取り組

むことができ、会員施設の経営基盤の強化や

施策提言の実現につながる。 

・福祉現場の課題に即した研修等の企画実施

や他種別協議会等との連携を強めることがで

き、県域での高齢者福祉サービスの向上や地

域福祉の推進につながる。 

通年 

－ 
【会の運営】 

・総会の開催 

・役員会の開催（正副会長会議、理事会、監事

会） 

・各委員長・部会長会議の開催 

【委員会・部会活動の推進】 

・委員会活動の推進（総務委員会、研修委員会、

調査研究委員会） 

  ・部会活動の推進（養護老人ホーム部会、軽費・ケアハ

ウス部会、デイサービスセンター部会、次世代委員会、

地域密着型施設部会） 

【組織強化・連携強化に向けての取り組み】 

・県議等への要望・陳情 

・県内福祉関係会議・委員会への役員参画 

・中国地区・全国老施協との連携 

・役員改選 
 

継続 

岡山県児童養護施設等協議会の事務局支援 

＜目標①＞ 

児童養護施設等の職員および児童の相互の

交流をはかる事業を支援することによって、各

施設における職員・児童への支援の質を高め

ることが期待される。また、施設運営の課題等

に協議会として対応していくことで、自律的な

経営や地域福祉の推進につながる。 

通年 

－ 
【主な事業内容】 

【施設長会】 年 5 回程度 

【監事会】 年 1 回 

【表彰】 会長表彰の実施 

【部会】 適宜開催 

 制度政策部会、職員関連事業部会、児童関連

事業部会、心理部会、食育部会、里親支援専門

相談員部会で構成される（2 年任期）。 

  各部会において会議、研修等を実施。 

■中養協 

 児童交流事業の開催（岡山担当）、職員球技大会（ﾊﾞﾚ

ｰﾎﾞｰﾙ、野球）への参加（各施設任意）。 

■全養協 

 児童文化奨励絵画展事前審査の実施 

 

継続 

岡山県保護施設協議会の事務局支援 

＜目標①＞ 

・会員相互の連携を図り、課題や情報を共有

することにより、組織的な活動を展開すること

ができる。 

・県社協が事務局を委託する利点を活かし、

行政や市町村社協と連携して地域福祉の推

進を図ることができる。 

通年 

－ 

【内容】 

・施設長会の開催（年 3 回） 

・監査会の開催（年 1 回） 

・職員交流セミナーの開催（年 1 回） 

  ・実践研究奨励賞の実施（募集・審査・作品集作成） 

・その他、中央情勢に関する情報提供   など 

 

 

推進項目２   福祉の魅力発信と福祉人材の確保・定着の推進 

目標 ① 各種事業を活用した福祉の魅力発信 

② 多様な人材の参入促進、すそ野拡大に向けた取組促進 

③ 施設法人と求職者の出会いの場の創出とマッチング強化 

④ 多様な働き方や働きやすい職場づくりの推進 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

新規 

福祉・介護職員合同入職式 

＜目標④＞ 

・新規採用職員の意識付け及び自覚・モチベ

ーション向上 ・福祉・介護の魅力発信 

・福祉・介護分野における新規採用職員の

定着 

5 月・ 

開催 

1,018 千円 【日程】5 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】県内福祉施設等新規採用職員 

【定員】80 名以内 

【参加費】無料 

  【内容】 

県内福祉施設等新規採用職員を対象に、きらめきプラ

ザにおいて、合同入職式と併せてセミナー、座談会等を

実施する。 
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新規 

外国人介護人材確保支援事業 

＜目標②＞ 

・外国人人材に関する制度・実体の周知 

・県内福祉施設における外国人人材の導入

促進による人材確保 

通年 

1,985 千円 

①セミナー実施 

【日程】6 月、10 月、1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・外国人人材の確保に関する講演 

・外国人人材の受入れに関する実践報告等 

②外国人人材の確保に関する制度・実体等の周知啓発

・ホームページ活用 

・リーフレット作成等 
 

継続・

重点３ 

介護の日関連行事の協働実施 

＜目標①＞ 

・小学生・中学生・高校生とその保護者また

幅広い世代に対し、早い段階で体験・学ぶ

機会をつくることで、養成校への進学や就職

フェアの参加者増につなげる。 

・小中学生向けの体験ツアーイベントや福祉

の就職フェア等と事業連携することで、事業

所の取り組みや仕事内容ややりがいを様々

な方法で伝えていくことで、仕事の選択肢と

して介護職等を選ぶ人が増え、福祉人材の

確保につながる。 

通年 

3,800 千円 

福祉に興味を持ってもらうきっかけを早い段階で

体験・学ぶ機会をつくることを目的に、市町村・教

育委員会・構成団体と連携して、福祉・介護業界

の魅力発信の広報啓発事業を効果的に行う。ま

た、小学生・中学生・高校生とその保護者また幅

広い世代に対し、福祉・介護分野への多様な人

材の参入促進を図ることを目的に実施する。 

①小中学生向け福祉の職場体験ツアーイベント

と同日開催により、会場で、3 世代の幅広い世代

が楽しく参加できるよう、ステージイベント、ワーク

ショップ等を行う。 

②市町村・教育委員会・関係機関と連携した福

祉・介護仕事の魅力発信（市町村、図書館等連

携展示） 

  ③Okayama 福祉・介護魅力発信アンバサダー活動とメ

ディアとの連携強化 

④すまいる宣言認証制度普及啓発事業「ラジオ番組公

開収録」等と連動した情報発信 

⑤第 5 回「11 月 11 日介護の日岡山」川柳募集 

⑥おかやまフクシ・カイゴＷＥＢ ホームページ内 「イベ

ント情報」SNS と連動した広報啓発 

【備考】 

・企画内容の意見集約については、人材確保対策推進

協議会において協議を行う。 

・セミナーの開催や第 5 回介護の日川柳募集、体験型イ

ベントなど関係機関と協働開催する。 

・福祉・介護の魅力をＳＮＳ等も活用し広報媒体の作成、

配信を行う。 
 

継続・

重点３ 

Let's Try Welfare「福祉紹介キャンペーン」活動の実

施 

＜目標①＞ 

・慢性的に福祉人材が不足する中で、将来

的な福祉人材の確保に繋げていくことができ

るとともに、福祉の仕事の魅力ややりがいな

どを正しく伝えていくことで、地域社会からの

評価や関心を高めていくことができる。 

・中高生に対する資格取得に向けた進学の

支援、ボランティア活動への積極的な参加促

進、福祉教育等の一助となる。 

調整 

（通年） 

会議 

（5 月） 

98 千円 

【内容】 

 スタッフによるパワーポイント資料、PR 動画、

DVD 等を活用した福祉の仕事や魅力紹介。 

【活動場面】 

・福祉関係養成校における授業等での活動。 

・市町村社協が開催する夏ボラ事前説明会等で

の活動。 

・経営協会員法人所属地域内の中学校等への訪

問による活動。 

・「福祉の就職フェア」をはじめ、福祉人材センタ

ーにおける各種人材確保事業（他機関との協働

含む）を実施する際の活動。 

【スタッフ等】 

・キャンペーンスタッフ（登録制） 

・経営協会員法人、経営青年会会員、経営青年

会「人材確保・事業経営部会メンバー」等 

  【その他】 

・スタッフを毎年度募集し、スタッフ連絡会議を 5 月に開

催。 

・市町村社協が開催する夏ボラについて、地域支援班が

4 月に調査（AP）をする際に、キャンペーン活動の紹介と

ともに、希望有無を確認し、調整。 

・養成校等での活動は、3～4 月にニーズ調査後、活動

先と随時調整。 

 

新規 

外国人介護人材確保支援事業 

＜目標②＞ 

・外国人人材に関する制度・実体の周知 

・県内福祉施設における外国人人材の導入

促進による人材確保 

通年 

1,985 千円 

①セミナー実施 

【日程】6 月、10 月、1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・外国人人材の確保に関する講演 

・外国人人材の受入れに関する実践報告等 

②外国人人材の確保に関する制度・現状等の周知啓発

・ホームページ活用 

・リーフレット作成等 
 

継続・

重点３ 

介護の日関連行事の協働実施 

＜目標①＞ 

・小学生・中学生・高校生とその保護者また

幅広い世代に対し、早い段階で体験・学ぶ

機会をつくることで、養成校への進学や就職

フェアの参加者増につなげる。 

・小中学生向けの体験ツアーイベントや福祉

の就職フェア等と事業連携し、事業所の取り

組みや仕事内容ややりがいを様々な方法で

伝えていくことで、仕事の選択肢として介護

職等を選ぶ人が増え、福祉人材の確保につ

ながる。 

通年 

3,800 千円 

福祉に興味を持ってもらうきっかけを早い段階で

体験・学ぶ機会をつくることを目的に、市町村・教

育委員会・構成団体と連携して、福祉・介護業界

の魅力発信の広報啓発事業を効果的に行う。ま

た、小学生・中学生・高校生とその保護者また幅

広い世代に対し、福祉・介護分野への多様な人

材の参入促進を図ることを目的に実施する。 

①小中学生向け福祉の職場体験ツアーイベント

と同日開催により、会場で、3 世代の幅広い世代

が楽しく参加できるよう、ステージイベント、ワーク

ショップ等を行う。 

②市町村・教育委員会・関係機関と連携した福

祉・介護仕事の魅力発信（市町村、図書館等連

携展示） 

  ③Okayama 福祉・介護魅力発信アンバサダー活動とメ

ディアとの連携強化 

④すまいる宣言認証制度普及啓発事業「ラジオ番組公

開収録」等と連動した情報発信 

⑤第 5 回「11 月 11 日介護の日岡山」川柳募集 

⑥おかやまフクシ・カイゴＷＥＢ ホームページ内 「イベ

ント情報」SNS と連動した広報啓発 

【備考】 

・企画内容の意見集約については、人材確保対策推進

協議会において協議を行う。 

・セミナーの開催や第 5 回介護の日川柳募集、体験型イ

ベントなど関係機関と協働開催する。 

・福祉・介護の魅力をＳＮＳ等も活用し広報媒体の作成、

配信を行う。 
 

継続・

重点３ 

Let's Try Welfare「福祉紹介キャンペーン」活動の実

施 

＜目標①＞ 

・慢性的に福祉人材が不足する中で、将来

的な福祉人材の確保に繋げていくことができ

るとともに、福祉の仕事の魅力ややりがいな

どを正しく伝えていくことで、地域社会からの

評価や関心を高めていくことができる。 

・中高生に対する資格取得に向けた進学の

支援、ボランティア活動への積極的な参加促

進、福祉教育等の一助となる。 

通年 

98 千円 

【内容】 

 スタッフによるパワーポイント資料、PR 動画、

DVD 等を活用した福祉の仕事や魅力紹介。 

【活動場面】 

・福祉関係養成校における授業等での活動。 

・市町村社協が開催する夏ボラ事前説明会等で

の活動。 

・経営協会員法人所属地域内の中学校等への訪

問による活動。 

・「福祉の就職フェア」をはじめ、福祉人材センタ

ーにおける各種人材確保事業（他機関との協働

含む）を実施する際の活動。 

【スタッフ等】 

・キャンペーンスタッフ（登録制） 

・経営協会員法人、経営青年会会員、経営青年

会「人材確保・事業経営部会メンバー」等 

  【その他】 

・スタッフを毎年度募集し、スタッフ連絡会議を 5 月に開

催。 

・市町村社協が開催する夏ボラについて、地域支援班が

4 月に調査（AP）をする際に、キャンペーン活動の紹介と

ともに、希望有無を確認し、調整。 

・養成校等での活動は、3～4 月にニーズ調査後、活動

先と随時調整。 

 

新規 

外国人介護人材確保支援事業 

＜目標②＞ 

・外国人人材に関する制度・実体の周知 

・県内福祉施設における外国人人材の導入

促進による人材確保 

通年 

1,985 千円 

①セミナー実施 

【日程】6 月、10 月、1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・外国人人材の確保に関する講演 

・外国人人材の受入れに関する実践報告等 

②外国人人材の確保に関する制度・現状等の周知啓発

・ホームページ活用 

・リーフレット作成等 
 

継続・

重点３ 

介護の日関連行事の協働実施 

＜目標①＞ 

・小学生・中学生・高校生とその保護者また

幅広い世代に対し、早い段階で体験・学ぶ

機会をつくることで、養成校への進学や就職

フェアの参加者増につなげる。 

・小中学生向けの体験ツアーイベントや福祉

の就職フェア等と事業連携し、事業所の取組

や仕事内容ややりがいを様々な方法で伝え

ていくことで、仕事の選択肢として介護職等

を選ぶ人が増え、福祉人材の確保につなが

る。 

通年 

3,800 千円 

福祉に興味を持ってもらうきっかけを早い段階で

体験・学ぶ機会をつくることを目的に、市町村・教

育委員会・構成団体と連携して、福祉・介護業界

の魅力発信の広報啓発事業を効果的に行う。ま

た、小学生・中学生・高校生とその保護者また幅

広い世代に対し、福祉・介護分野への多様な人

材の参入促進を図ることを目的に実施する。 

①小中学生向け福祉の職場体験ツアーイベント

と同日開催により、会場で、3 世代の幅広い世代

が楽しく参加できるよう、ステージイベント、ワーク

ショップ等を行う。 

②市町村・教育委員会・関係機関と連携した福

祉・介護仕事の魅力発信（市町村、図書館等連

携展示） 

  ③Okayama 福祉・介護魅力発信アンバサダー活動とメ

ディアとの連携強化 

④すまいる宣言認証制度普及啓発事業「ラジオ番組公

開収録」等と連動した情報発信 

⑤第 5 回「11 月 11 日介護の日岡山」川柳募集 

⑥おかやまフクシ・カイゴＷＥＢ ホームページ内 「イベ

ント情報」SNS と連動した広報啓発 

【備考】 

・企画内容の意見集約については、人材確保対策推進

協議会において協議を行う。 

・セミナーの開催や第 5 回介護の日川柳募集、体験型イ

ベントなど関係機関と協働開催する。 

・福祉・介護の魅力をＳＮＳ等も活用し広報媒体の作成、

配信を行う。 
 

継続・

重点３ 

Let's Try Welfare「福祉紹介キャンペーン」活動の実

施 

＜目標①＞ 

・慢性的に福祉人材が不足する中で、将来

的な福祉人材の確保に繋げていくことができ

るとともに、福祉の仕事の魅力ややりがいな

どを正しく伝えていくことで、地域社会からの

評価や関心を高めていくことができる。 

・中高生に対する資格取得に向けた進学の

支援、ボランティア活動への積極的な参加促

進、福祉教育等の一助となる。 

通年 

98 千円 

【内容】 

 スタッフによるパワーポイント資料、PR 動画、

DVD 等を活用した福祉の仕事や魅力紹介。 

【活動場面】 

・福祉関係養成校における授業等での活動。 

・市町村社協が開催する夏ボラ事前説明会等で

の活動。 

・経営協会員法人所属地域内の中学校等への訪

問による活動。 

・「福祉の就職フェア」をはじめ、福祉人材センタ

ーにおける各種人材確保事業（他機関との協働

含む）を実施する際の活動。 

【スタッフ等】 

・キャンペーンスタッフ（登録制） 

・経営協会員法人、経営青年会会員、経営青年

会「人材確保・事業経営部会メンバー」等 

  【その他】 

・スタッフを毎年度募集し、スタッフ連絡会議を 5 月に開

催。 

・市町村社協が開催する夏ボラについて、地域支援班が

4 月に調査（AP）をする際に、キャンペーン活動の紹介と

ともに、希望有無を確認し、調整。 

・養成校等での活動は、3～4 月にニーズ調査後、活動

先と随時調整。 
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新規 

外国人介護人材確保支援事業 

＜目標②＞ 

・外国人人材に関する制度・実体の周知 

・県内福祉施設における外国人人材の導入

促進による人材確保 

通年 

1,985 千円 

①セミナー実施 

【日程】6 月、10 月、1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・外国人人材の確保に関する講演 

・外国人人材の受入れに関する実践報告等 

②外国人人材の確保に関する制度・実体等の周知啓発

・ホームページ活用 

・リーフレット作成等 
 

継続・

重点３ 

介護の日関連行事の協働実施 

＜目標①＞ 

・小学生・中学生・高校生とその保護者また

幅広い世代に対し、早い段階で体験・学ぶ

機会をつくることで、養成校への進学や就職

フェアの参加者増につなげる。 

・小中学生向けの体験ツアーイベントや福祉

の就職フェア等と事業連携することで、事業

所の取り組みや仕事内容ややりがいを様々

な方法で伝えていくことで、仕事の選択肢と

して介護職等を選ぶ人が増え、福祉人材の

確保につながる。 

通年 

3,800 千円 

福祉に興味を持ってもらうきっかけを早い段階で

体験・学ぶ機会をつくることを目的に、市町村・教

育委員会・構成団体と連携して、福祉・介護業界

の魅力発信の広報啓発事業を効果的に行う。ま

た、小学生・中学生・高校生とその保護者また幅

広い世代に対し、福祉・介護分野への多様な人

材の参入促進を図ることを目的に実施する。 

①小中学生向け福祉の職場体験ツアーイベント

と同日開催により、会場で、3 世代の幅広い世代

が楽しく参加できるよう、ステージイベント、ワーク

ショップ等を行う。 

②市町村・教育委員会・関係機関と連携した福

祉・介護仕事の魅力発信（市町村、図書館等連

携展示） 

  ③Okayama 福祉・介護魅力発信アンバサダー活動とメ

ディアとの連携強化 

④すまいる宣言認証制度普及啓発事業「ラジオ番組公

開収録」等と連動した情報発信 

⑤第 5 回「11 月 11 日介護の日岡山」川柳募集 

⑥おかやまフクシ・カイゴＷＥＢ ホームページ内 「イベ

ント情報」SNS と連動した広報啓発 

【備考】 

・企画内容の意見集約については、人材確保対策推進

協議会において協議を行う。 

・セミナーの開催や第 5 回介護の日川柳募集、体験型イ

ベントなど関係機関と協働開催する。 

・福祉・介護の魅力をＳＮＳ等も活用し広報媒体の作成、

配信を行う。 
 

継続・

重点３ 

Let's Try Welfare「福祉紹介キャンペーン」活動の実

施 

＜目標①＞ 

・慢性的に福祉人材が不足する中で、将来

的な福祉人材の確保に繋げていくことができ

るとともに、福祉の仕事の魅力ややりがいな

どを正しく伝えていくことで、地域社会からの

評価や関心を高めていくことができる。 

・中高生に対する資格取得に向けた進学の

支援、ボランティア活動への積極的な参加促

進、福祉教育等の一助となる。 

調整 

（通年） 

会議 

（5 月） 

98 千円 

【内容】 

 スタッフによるパワーポイント資料、PR 動画、

DVD 等を活用した福祉の仕事や魅力紹介。 

【活動場面】 

・福祉関係養成校における授業等での活動。 

・市町村社協が開催する夏ボラ事前説明会等で

の活動。 

・経営協会員法人所属地域内の中学校等への訪

問による活動。 

・「福祉の就職フェア」をはじめ、福祉人材センタ

ーにおける各種人材確保事業（他機関との協働

含む）を実施する際の活動。 

【スタッフ等】 

・キャンペーンスタッフ（登録制） 

・経営協会員法人、経営青年会会員、経営青年

会「人材確保・事業経営部会メンバー」等 

  【その他】 

・スタッフを毎年度募集し、スタッフ連絡会議を 5 月に開

催。 

・市町村社協が開催する夏ボラについて、地域支援班が

4 月に調査（AP）をする際に、キャンペーン活動の紹介と

ともに、希望有無を確認し、調整。 

・養成校等での活動は、3～4 月にニーズ調査後、活動

先と随時調整。 

 

継続 

福祉の職場見学・体験ツアーの開催 

＜目標①＞ 

・福祉・介護の魅力発信 

・福祉・介護分野の理解 ・福祉・介護人材の

確保支援 

7 月・ 

8 月・ 

開催 

1,500 千円 
【日程】7,8 月 3 コース 

【会場】コンベックス岡山、受入施設 

【対象】小・中学生 

【定員】キッザワーカー200 名、キッザレポーター10 名 

【参加費】無料 

  【内容】 

小・中学生を対象に、イベントホールや県内の福祉施設

において、福祉の仕事の見学・体験を行う。見学・体験を

通して、福祉の魅力を感じてもらい、福祉の仕事への関

心を高める。 
 

継続 

福祉職場インターンシップの実施 

＜目標①＞ 

・福祉・介護人材の確保 

・福祉・介護分野への理解 

7～12 月・ 

開催 

1,321 千円 

【日程】4 月上旬 受入事業所決定 

4 月下旬 チラシ作成 

5 月 周知広報（学校、図書館等） 

7 月～11 月 一月ごとに募集締め切り、受入決定 

7 月下旬～12 月 インターンシップ実施 

【対象】高校生、大学生、社会人 

【定員】100 名 

  【参加費】無料 

【内容】体験日 1～3 日間を選択、一人につき 2 ヵ所まで体験可。  

【備考】体験受入事業所の募集：県内の福祉に関係する

事業所を対象とし種別協、県社協会員等へ郵送（3 月研

修案内に同封）、ホームページ等で広く周知。 

岡山県教育委員会へ後援申請を行う。 

保険は、本会で一括加入とする。 
 

継続 

学生の福祉職場アルバイト募集事業の実施 

＜目標①＞ 

・学生への福祉の魅力発信 

・学生への福祉の仕事内容を理解してもらう

機会の提供 

・未来の福祉人材確保（アルバイトを通じて

関心を持ってもらい将来の選択肢へ） 

4 月・ 

10 月・ 

実施 

－ 

【日程】通年 

【募集時期】第 1 期（4 月）、第 2 期（10 月） 

【対象】学生（大学生、短大生、専門学生、高校生）  

【事業の流れ】 

①アルバイト求人を希望する事業所 

「学生の福祉職場アルバイト募集事業求人票」

(様式１)を岡山県福祉人材センターに提出し登録

する。岡山県福祉人材センターは、ホームページ

に情報を掲載する。 

  ②アルバイトを希望する学生 

本会ホームページ上から岡山県福祉人材センターに申込する。 

③事業所への連絡調整 

学生から申込を確認後、岡山県福祉人材センターから

事業所に連絡する。 

④事業所から学生へ直接、面接等の連絡 

事業所から学生へ電話・メール等で、接日程等の連絡をする。  

⑤面接結果の報告 

採否について、岡山県福祉人材センターへ報告する。 
 

継続 

介護等体験事業の実施 

＜目標①＞ 

・個人の尊厳及び社会連帯の理念に関する

認識、福祉分野への理解を深め、教員の資

質向上及び学校教育の一層の充実を図る。 

通年 

9,390 千円 

【参加申込（大学）】 

（前期）3 月中旬～4 月中旬（後期）7 月中旬まで 

【受入調査（施設）】 

 3 月下旬～4 月中旬 

【調整期間】 

（前期）5 月中旬 （後期）7 月下旬～8 月 

  【体験時期】 

（前期）7 月～10 月[予定] （後期）11 月～2 月[予定] 

【体験費用】 

1 人 1 日 1,500 円 

（内 1,000 円は体験費用、500 円は調整費用） 

体験が終了次第、施設へ体験費用 1,000 円×受入日数

×人数を送金 
 

継続 

介護の資格届出制度の周知・啓発・復職支援 

＜目標②＞ 

・離職した介護福祉士等有資格者の復職に

向けた入口として届出者を確保および福祉

業界への人材呼び戻し。 

・離職した介護福祉士等有資格者のニーズ

にあった有効な支援を実施し、届出者獲得に繋げる。  

・届出者のニーズにあった有効な支援・マッ

チングを行うことで、福祉業界への人材確保に繋げる。 

通年 

1,653 千円 

【目的】福祉人材確保の推進 

【対象】介護関連資格保有者 

【内容】  

①届出者の情報把握や情報提供等を行い、 

 円滑な職場復帰を支援する 

  ②復職に向けた研修の実施 

③福祉現場への復職に向けた、施設見学会の実施 

【備考】 ・リーフレット、HP 等での周知・啓発 

・ポスターの掲出、パンフレット配布 

・新聞等広告や県公報媒体の活用等 
 

継続 
介護福祉士修学資金等貸付事業の実施 

＜目標②＞ 

福祉・介護分野で働くために必要となる費用

を貸し付け、返還免除要件となる期間（2 年

～5 年）に渡って定着支援を行うことで、福

祉・介護人材の確保を図ることができる。 

通年 146,122 千円 

新規 

外国人介護人材確保支援事業 

＜目標②＞ 

・外国人人材に関する制度・実体の周知 

・県内福祉施設における外国人人材の導入

促進による人材確保 

通年 

1,985 千円 

①セミナー実施 

【日程】6 月、10 月、1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・外国人人材の確保に関する講演 

・外国人人材の受入れに関する実践報告等 

②外国人人材の確保に関する制度・現状等の周知啓発

・ホームページ活用 

・リーフレット作成等 
 

継続・

重点３ 

介護の日関連行事の協働実施 

＜目標①＞ 

・小学生・中学生・高校生とその保護者また

幅広い世代に対し、早い段階で体験・学ぶ

機会をつくることで、養成校への進学や就職

フェアの参加者増につなげる。 

・小中学生向けの体験ツアーイベントや福祉

の就職フェア等と事業連携し、事業所の取り

組みや仕事内容ややりがいを様々な方法で

伝えていくことで、仕事の選択肢として介護

職等を選ぶ人が増え、福祉人材の確保につ

ながる。 

通年 

3,800 千円 

福祉に興味を持ってもらうきっかけを早い段階で

体験・学ぶ機会をつくることを目的に、市町村・教

育委員会・構成団体と連携して、福祉・介護業界

の魅力発信の広報啓発事業を効果的に行う。ま

た、小学生・中学生・高校生とその保護者また幅

広い世代に対し、福祉・介護分野への多様な人

材の参入促進を図ることを目的に実施する。 

①小中学生向け福祉の職場体験ツアーイベント

と同日開催により、会場で、3 世代の幅広い世代

が楽しく参加できるよう、ステージイベント、ワーク

ショップ等を行う。 

②市町村・教育委員会・関係機関と連携した福

祉・介護仕事の魅力発信（市町村、図書館等連

携展示） 

  ③Okayama 福祉・介護魅力発信アンバサダー活動とメ

ディアとの連携強化 

④すまいる宣言認証制度普及啓発事業「ラジオ番組公

開収録」等と連動した情報発信 

⑤第 5 回「11 月 11 日介護の日岡山」川柳募集 

⑥おかやまフクシ・カイゴＷＥＢ ホームページ内 「イベ

ント情報」SNS と連動した広報啓発 

【備考】 

・企画内容の意見集約については、人材確保対策推進

協議会において協議を行う。 

・セミナーの開催や第 5 回介護の日川柳募集、体験型イ

ベントなど関係機関と協働開催する。 

・福祉・介護の魅力をＳＮＳ等も活用し広報媒体の作成、

配信を行う。 
 

継続・

重点３ 

Let's Try Welfare「福祉紹介キャンペーン」活動の実

施 

＜目標①＞ 

・慢性的に福祉人材が不足する中で、将来

的な福祉人材の確保に繋げていくことができ

るとともに、福祉の仕事の魅力ややりがいな

どを正しく伝えていくことで、地域社会からの

評価や関心を高めていくことができる。 

・中高生に対する資格取得に向けた進学の

支援、ボランティア活動への積極的な参加促

進、福祉教育等の一助となる。 

通年 

98 千円 

【内容】 

 スタッフによるパワーポイント資料、PR 動画、

DVD 等を活用した福祉の仕事や魅力紹介。 

【活動場面】 

・福祉関係養成校における授業等での活動。 

・市町村社協が開催する夏ボラ事前説明会等で

の活動。 

・経営協会員法人所属地域内の中学校等への訪

問による活動。 

・「福祉の就職フェア」をはじめ、福祉人材センタ

ーにおける各種人材確保事業（他機関との協働

含む）を実施する際の活動。 

【スタッフ等】 

・キャンペーンスタッフ（登録制） 

・経営協会員法人、経営青年会会員、経営青年

会「人材確保・事業経営部会メンバー」等 

  【その他】 

・スタッフを毎年度募集し、スタッフ連絡会議を 5 月に開

催。 

・市町村社協が開催する夏ボラについて、地域支援班が

4 月に調査（AP）をする際に、キャンペーン活動の紹介と

ともに、希望有無を確認し、調整。 

・養成校等での活動は、3～4 月にニーズ調査後、活動

先と随時調整。 

 

継続 

福祉の職場見学・体験ツアーの開催 

＜目標①＞ 

・福祉・介護の魅力発信 

・福祉・介護分野の理解 ・福祉・介護人材の

確保支援 

7～8 月・ 

開催 

1,500 千円 
【日程】7,8 月 3 コース 

【会場】コンベックス岡山、受入施設 

【対象】小・中学生 

【定員】キッザワーカー200 名、キッザレポーター10 名 

【参加費】無料 

  【内容】 

小・中学生を対象に、イベントホールや県内の福祉施設

において、福祉の仕事の見学・体験を行う。見学・体験を

通して、福祉の魅力を感じてもらい、福祉の仕事への関

心を高める。 
 

継続 

福祉職場インターンシップの実施 

＜目標①＞ 

・福祉・介護人材の確保 

・福祉・介護分野への理解 

7～12 月・ 

開催 

1,321 千円 

【日程】4 月上旬 受入事業所決定 

4 月下旬 チラシ作成 

5 月 周知広報（学校、図書館等） 

7 月～11 月 一月ごとに募集締め切り、受入決定 

7 月下旬～12 月 インターンシップ実施 

【対象】高校生、大学生、社会人 

【定員】100 名 

  【参加費】無料 

【内容】体験日 1～3 日間を選択、一人につき 2 ヵ所まで体験可。  

【備考】体験受入事業所の募集：県内の福祉に関係する

事業所を対象とし種別協、県社協会員等へ郵送（3 月研

修案内に同封）、ホームページ等で広く周知。 

岡山県教育委員会へ後援申請を行う。 

保険は、本会で一括加入とする。 
 

継続 

学生の福祉職場アルバイト募集事業の実施 

＜目標①＞ 

・学生への福祉の魅力発信 

・学生への福祉の仕事内容を理解してもらう

機会の提供 

・未来の福祉人材確保（アルバイトを通じて

関心を持ってもらい将来の選択肢へ） 

4 月・ 

10 月・ 

実施 

－ 

【日程】通年 

【募集時期】第 1 期（4 月）、第 2 期（10 月） 

【対象】学生（大学生、短大生、専門学生、高校生）  

【事業の流れ】 

①アルバイト求人を希望する事業所 

「学生の福祉職場アルバイト募集事業求人票」

(様式１)を岡山県福祉人材センターに提出し登録

する。岡山県福祉人材センターは、ホームページ

に情報を掲載する。 

  ②アルバイトを希望する学生 

本会ホームページ上から岡山県福祉人材センターに申込する。 

③事業所への連絡調整 

学生から申込を確認後、岡山県福祉人材センターから

事業所に連絡する。 

④事業所から学生へ直接、面接等の連絡 

事業所から学生へ電話・メール等で、接日程等の連絡をする。  

⑤面接結果の報告 

採否について、岡山県福祉人材センターへ報告する。 
 

継続 

介護等体験事業の実施 

＜目標①＞ 

・個人の尊厳及び社会連帯の理念に関する

認識、福祉分野への理解を深め、教員の資

質向上及び学校教育の一層の充実を図る。 

通年 

9,390 千円 

【参加申込（大学）】 

（前期）3 月中旬～4 月中旬（後期）7 月中旬まで 

【受入調査（施設）】 

 3 月下旬～4 月中旬 

【調整期間】 

（前期）5 月中旬 （後期）7 月下旬～8 月 

  【体験時期】 

（前期）7 月～10 月[予定] （後期）11 月～2 月[予定] 

【体験費用】 

1 人 1 日 1,500 円 

（内 1,000 円は体験費用、500 円は調整費用） 

体験が終了次第、施設へ体験費用 1,000 円×受入日数

×人数を送金 
 

継続 

介護の資格届出制度の周知・啓発・復職支援 

＜目標②＞ 

・離職した介護福祉士等有資格者の復職に

向けた入口として届出者を確保および福祉

業界への人材呼び戻し。 

・離職した介護福祉士等有資格者のニーズ

にあった有効な支援を実施し、届出者獲得に繋げる。  

・届出者のニーズにあった有効な支援・マッ

チングを行うことで、福祉業界への人材確保に繋げる。 

通年 

1,653 千円 

【目的】福祉人材確保の推進 

【対象】介護関連資格保有者 

【内容】  

①届出者の情報把握や情報提供等を行い、 

 円滑な職場復帰を支援する 

  ②復職に向けた研修の実施 

③福祉現場への復職に向けた、施設見学会の実施 

【備考】 ・リーフレット、HP 等での周知・啓発 

・ポスターの掲出、パンフレット配布 

・新聞等広告や県公報媒体の活用等 
 

継続 
介護福祉士修学資金等貸付事業の実施 

＜目標②＞ 

福祉・介護分野で働くために必要となる費用

を貸し付け、返還免除要件となる期間（2 年

～5 年）に渡って定着支援を行うことで、福

祉・介護人材の確保を図ることができる。 

通年 146,122 千円 

新規 

外国人介護人材確保支援事業 

＜目標②＞ 

・外国人人材に関する制度・実体の周知 

・県内福祉施設における外国人人材の導入

促進による人材確保 

通年 

1,985 千円 

①セミナー実施 

【日程】6 月、10 月、1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・外国人人材の確保に関する講演 

・外国人人材の受入れに関する実践報告等 

②外国人人材の確保に関する制度・現状等の周知啓発

・ホームページ活用 

・リーフレット作成等 
 

継続・

重点３ 

介護の日関連行事の協働実施 

＜目標①＞ 

・小学生・中学生・高校生とその保護者また

幅広い世代に対し、早い段階で体験・学ぶ

機会をつくることで、養成校への進学や就職

フェアの参加者増につなげる。 

・小中学生向けの体験ツアーイベントや福祉

の就職フェア等と事業連携し、事業所の取組

や仕事内容ややりがいを様々な方法で伝え

ていくことで、仕事の選択肢として介護職等

を選ぶ人が増え、福祉人材の確保につなが

る。 

通年 

3,800 千円 

福祉に興味を持ってもらうきっかけを早い段階で

体験・学ぶ機会をつくることを目的に、市町村・教

育委員会・構成団体と連携して、福祉・介護業界

の魅力発信の広報啓発事業を効果的に行う。ま

た、小学生・中学生・高校生とその保護者また幅

広い世代に対し、福祉・介護分野への多様な人

材の参入促進を図ることを目的に実施する。 

①小中学生向け福祉の職場体験ツアーイベント

と同日開催により、会場で、3 世代の幅広い世代

が楽しく参加できるよう、ステージイベント、ワーク

ショップ等を行う。 

②市町村・教育委員会・関係機関と連携した福

祉・介護仕事の魅力発信（市町村、図書館等連

携展示） 

  ③Okayama 福祉・介護魅力発信アンバサダー活動とメ

ディアとの連携強化 

④すまいる宣言認証制度普及啓発事業「ラジオ番組公

開収録」等と連動した情報発信 

⑤第 5 回「11 月 11 日介護の日岡山」川柳募集 

⑥おかやまフクシ・カイゴＷＥＢ ホームページ内 「イベ

ント情報」SNS と連動した広報啓発 

【備考】 

・企画内容の意見集約については、人材確保対策推進

協議会において協議を行う。 

・セミナーの開催や第 5 回介護の日川柳募集、体験型イ

ベントなど関係機関と協働開催する。 

・福祉・介護の魅力をＳＮＳ等も活用し広報媒体の作成、

配信を行う。 
 

継続・

重点３ 

Let's Try Welfare「福祉紹介キャンペーン」活動の実

施 

＜目標①＞ 

・慢性的に福祉人材が不足する中で、将来

的な福祉人材の確保に繋げていくことができ

るとともに、福祉の仕事の魅力ややりがいな

どを正しく伝えていくことで、地域社会からの

評価や関心を高めていくことができる。 

・中高生に対する資格取得に向けた進学の

支援、ボランティア活動への積極的な参加促

進、福祉教育等の一助となる。 

通年 

98 千円 

【内容】 

 スタッフによるパワーポイント資料、PR 動画、

DVD 等を活用した福祉の仕事や魅力紹介。 

【活動場面】 

・福祉関係養成校における授業等での活動。 

・市町村社協が開催する夏ボラ事前説明会等で

の活動。 

・経営協会員法人所属地域内の中学校等への訪

問による活動。 

・「福祉の就職フェア」をはじめ、福祉人材センタ

ーにおける各種人材確保事業（他機関との協働

含む）を実施する際の活動。 

【スタッフ等】 

・キャンペーンスタッフ（登録制） 

・経営協会員法人、経営青年会会員、経営青年

会「人材確保・事業経営部会メンバー」等 

  【その他】 

・スタッフを毎年度募集し、スタッフ連絡会議を 5 月に開

催。 

・市町村社協が開催する夏ボラについて、地域支援班が

4 月に調査（AP）をする際に、キャンペーン活動の紹介と

ともに、希望有無を確認し、調整。 

・養成校等での活動は、3～4 月にニーズ調査後、活動

先と随時調整。 
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【事業概要】 

・県社協ＨＰへの掲載、該当する養成校や関係機

関等への本事業の周知を通じて、修学資金等貸

付希望者の募集および貸付審査・決定を行う。

(再就職準備金、障害福祉分野就職支援金及び

実務者研修受講資金は随時審査) 

【留意事項】 

・借受人への文書通知等により、返還免除対象

業務等の従事状況を確実に確認するとともに、従 

  事していない場合は、早期に希望職に就職できるよう福

祉人材センター等と連携し、情報提供を充実させる。 

・毎月の貸付金の返還状況を確認し、返還管理を適切に

行う。また、滞納等の場合は、早期に借受人と連絡を取

り、状況を聞き取った上で適切な方法を考え対応する。 

・福祉系高校修学資金利用者が充当資金返還免除対象

業務に従事した際、福祉系高校修学資金返還充当資金

へ移行できるように手続きを支援する。 

 

継続 

福祉系高校修学資金貸付事業の適切な運営 

＜目標②＞ 

福祉系高校に在学し、介護福祉士の資格の

取得を目指す学生に対し、修学資金の貸し

付けることで、若者の介護分野への参入促

進、地域の介護人材の育成及び確保を図る

ことができる。  

通年 

5,231 千円 ・県社協 HP への掲載、該当する高校や関係機

関等への本事業の周知を通じて、貸付希望者の

募集および貸付審査・決定を行う。 

・借受人への文書通知等により、在学状況や従

事状況を確実に確認するとともに、従事していな

い場合は、早期に希望職に就職できるよう福祉 

  人材センター等と連携し、情報提供を充実させる。 

・今後、償還が発生した場合には、毎月の償還状況を確

認し、償還管理を適切に行う。また、滞納等の場合は、

早期に借受人と連絡を取り、状況を聞きとった上で、適

切な方法を考え対応する。  

 

継続 

介護分野就職支援金貸付事業の適切な対応 

＜目標②＞ 

他業種で働いていた方等に介護分野におけ

る介護職として就職にあたって支援金の貸し

付けを実施することで、迅速に新たな人材を

確保し定着を促進することができる。 

通年 

3,851 千円 ・県社協 HP への掲載、該当する施設や関係機

関等への本事業の周知を通じて、貸付希望者の

募集および貸付審査・決定を行う。 

・借受人への連絡や文書通知により、業務従事

状況を確実に確認する。 

  ・償還対象となる借受人が現れた場合は、毎月の償還

状況を確認し、償還管理を適切に行う。また、滞納等の

場合は、早期に借受人と連絡を取り、しっかりと状況を聞

き取った上で適切な方法を考え対応する。 

 

継続 

保育士修学資金貸付等事業の適正な運営 

＜目標②＞ 

修学及び就職に必要な費用を貸し付けるこ

とにより、保育士を目指す学生や潜在保育

士の保育所等への就職を促し、保育人材の

確保を図ることができる。 

通年 

3,915 千円 

【内容】 

・県社協ＨＰへの掲載、該当する養成施設、保育

所及び関係機関等への本事業の周知を通じて、

貸付希望者の募集および貸付審査・決定を行う。 

【資金種類】 

①保育士修学資金貸付制度 

②保育士就職準備金貸付制度  

  【留意事項】 

・借受人への連絡や文書通知により、保育業務従事状

況を確実に確認する。 

・償還対象となる借受人が現れた場合は、毎月の償還

状況を確認し、償還管理を適切に行う。また、滞納等の

場合は、早期に借受人と連絡を取り、しっかりと状況を聞

き取った上で適切な方法を考え対応する。 
 

継続・

重点３ 

入門的研修の実施 

＜目標②＞ 

福祉・介護人材の確保、福祉・介護分野への

理解が期待できる。 

8～10 月・ 

開催 

8,000 千円 

【日程】 

7 月～10 月（5 日間×4 会場） 

※7・8 月の岡山会場については演習 2 日間×2

回実施する 

（演習日の定員は 1 回につき 32 名まで） 

【会場】 

入門的研修、ミニ就職相談会開催会場 

7 月・8 月 きらめきプラザ（岡山市） 

8 月・9 月 （総社市） 

9 月 倉敷商工会議所（倉敷市） 

10 月 （岡山市） ※岡山市と連携し開催 

  【内容】 

全 5 日間のカリキュラム、合計 21 時間で実施。最終日

には就職相談会を開催しマッチング支援に取り組む。 

【カリキュラム】 

・介護に関する基礎知識（1.5 時間） 

・介護の基本（1.5 時間） 

・介護における安全確保（2 時間） 

・基本的な介護の方法（10 時間） 

・認知症の理解（4 時間）・障がいの理解（2 時間） 

【講師】 

岡山県介護福祉士会、開催地域にある高齢者福祉施設等  

 

ミニ就職相談会のみ単独開催 

・笠岡市 

・瀬戸内市 

【対象】介護未経験者で介護に興味・関心がある

方、福祉職場入職 1 年未満の方（中途採用者な

ど）、介護の職場に就業を希望されている方 

【定員】各会場 25 名 

【参加費】無料 

【ミニ就職相談会】 

・相談会出展募集後、抽選で 7 事業所に対し出展協力

依頼。 

・入門的研修の主旨を理解いただき多様な人材の参入

促進のため、まずは、施設見学や職場体験など、柔軟な

相談対応をお願いする。 

・事業所に対し面接者や採用者等の事後調査を実施す

る。 

【備考】 

・介護アシスタントに関心のある方は見学調整等積極的

に声かけ・相談に応じ一体的に取り組む。 

・参加募集は新聞広告、市広報紙などを活用し広く周知

を行う。 
 

継続 

就職ガイダンスの開催 

＜目標③＞ 

求職活動の支援や情報提供を行うことで、

福祉人材の確保向上が期待できる。 
通年 

8 千円 

【日程】通年 

【場所】県内養成校等 

【対象】求職者、これから就職活動を行う学生、 

    その他福祉職への就労希望者 

【参加費】無料 

【内容】 

 養成校での就職ガイダンスを積極的に行う。 

(通年) 

 定期的に案内を送付する。（10 月、1 月等） 

  【備考】 

・「福祉の就職総合フェア」等でも周知。 

・すまいる宣言認証法人の人材育成等紹介等 

・福祉人材センターの求職登録方法等 

 

継続・

重点３ 

福祉の就職フェアの開催 

＜目標③＞ 

・求職者と求人事業所が直接面談を行うこと

により、求人側は求職者情報の確保、求職

者側は事業所の詳細情報を得ることがで

き、積極的な福祉人材の確保につながる。 

・特設サイトにおいて、参加法人の特色、求

人状況等情報提供を行なうことで、面談会で

具体的な話ができ、マッチング機会を増やす

ことができる。  

・求職者のニーズに合わせた対面やオンライ

ン面談、見学会への参加を促進することで、

採用率のアップが期待できる。 

年 3 回・ 

開催 

7,133 千

円 【日程】年 3 回(①5/19、②8/25、③2 月予定) 

【会場】岡山市内他 

【対象】求職者、求人事業所等 

【参加費】求人事業所からは、ブース料を徴収 

（県社協会員 10,000 円、県社協非会員 20,000

円） 

【内容】 

・WEB サイト参加法人の情報、PR 動画、仕事内

容、求人情報等掲載 

・就職応援セミナー、すまいる宣言法人１分間プ

レゼン、ブース面談会、就職等相談コーナー 

  ・すまいる宣言法人広報部「team smile」先輩職員ブース 

（入職３年未満の先輩職員が、学生の就活相談等を気

軽に質問や相談できるコーナー） 

 

継続・

重点３ 

福祉人材確保支援セミナーの開催 

＜目標③＞ 

・フェアを通じた福祉人材の確保に向けた具

体的な取組展開の意思統一を図ることがで

きる。 

・法人・事業所の人材確保力が向上される。 

年 2 回・ 

開催 

192 千円 【日程】前期 6 月、後期 1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】各 80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・採用支援、確保支援に関する講演 

・講演を基にしたグループ討議 

・実践報告等 
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【事業概要】 

・県社協ＨＰへの掲載、該当する養成校や関係機

関等への本事業の周知を通じて、修学資金等貸

付希望者の募集および貸付審査・決定を行う。

(再就職準備金、障害福祉分野就職支援金及び

実務者研修受講資金は随時審査) 

【留意事項】 

・借受人への文書通知等により、返還免除対象

業務等の従事状況を確実に確認するとともに、従 

  事していない場合は、早期に希望職に就職できるよう福

祉人材センター等と連携し、情報提供を充実させる。 

・毎月の貸付金の返還状況を確認し、返還管理を適切に

行う。また、滞納等の場合は、早期に借受人と連絡を取

り、状況を聞き取った上で適切な方法を考え対応する。 

・福祉系高校修学資金利用者が充当資金返還免除対象

業務に従事した際、福祉系高校修学資金返還充当資金

へ移行できるように手続きを支援する。 

 

継続 

福祉系高校修学資金貸付事業の適切な運営 

＜目標②＞ 

福祉系高校に在学し、介護福祉士の資格の

取得を目指す学生に対し、修学資金の貸し

付けることで、若者の介護分野への参入促

進、地域の介護人材の育成及び確保を図る

ことができる。  

通年 

5,231 千円 ・県社協 HP への掲載、該当する高校や関係機

関等への本事業の周知を通じて、貸付希望者の

募集および貸付審査・決定を行う。 

・借受人への文書通知等により、在学状況や従

事状況を確実に確認するとともに、従事していな

い場合は、早期に希望職に就職できるよう福祉 

  人材センター等と連携し、情報提供を充実させる。 

・今後、償還が発生した場合には、毎月の償還状況を確

認し、償還管理を適切に行う。また、滞納等の場合は、

早期に借受人と連絡を取り、状況を聞きとった上で、適

切な方法を考え対応する。  

 

継続 

介護分野就職支援金貸付事業の適切な対応 

＜目標②＞ 

他業種で働いていた方等に介護分野におけ

る介護職として就職にあたって支援金の貸し

付けを実施することで、迅速に新たな人材を

確保し定着を促進することができる。 

通年 

3,851 千円 ・県社協 HP への掲載、該当する施設や関係機

関等への本事業の周知を通じて、貸付希望者の

募集および貸付審査・決定を行う。 

・借受人への連絡や文書通知により、業務従事

状況を確実に確認する。 

  ・償還対象となる借受人が現れた場合は、毎月の償還

状況を確認し、償還管理を適切に行う。また、滞納等の

場合は、早期に借受人と連絡を取り、しっかりと状況を聞

き取った上で適切な方法を考え対応する。 

 

継続 

保育士修学資金貸付等事業の適正な運営 

＜目標②＞ 

修学及び就職に必要な費用を貸し付けるこ

とにより、保育士を目指す学生や潜在保育

士の保育所等への就職を促し、保育人材の

確保を図ることができる。 

通年 

3,915 千円 

【内容】 

・県社協ＨＰへの掲載、該当する養成施設、保育

所及び関係機関等への本事業の周知を通じて、

貸付希望者の募集および貸付審査・決定を行う。 

【資金種類】 

①保育士修学資金貸付制度 

②保育士就職準備金貸付制度  

  【留意事項】 

・借受人への連絡や文書通知により、保育業務従事状

況を確実に確認する。 

・償還対象となる借受人が現れた場合は、毎月の償還

状況を確認し、償還管理を適切に行う。また、滞納等の

場合は、早期に借受人と連絡を取り、しっかりと状況を聞

き取った上で適切な方法を考え対応する。 
 

継続・

重点３ 

入門的研修の実施 

＜目標②＞ 

福祉・介護人材の確保、福祉・介護分野への

理解が期待できる。 

8～10 月・ 

開催 

8,000 千円 

【日程】 

7 月～10 月（5 日間×4 会場） 

※7・8 月の岡山会場については演習 2 日間×2

回実施する 

（演習日の定員は 1 回につき 32 名まで） 

【会場】 

入門的研修、ミニ就職相談会開催会場 

7 月・8 月 きらめきプラザ（岡山市） 

8 月・9 月 （総社市） 

9 月 倉敷商工会議所（倉敷市） 

10 月 （岡山市） ※岡山市と連携し開催 

  【内容】 

全 5 日間のカリキュラム、合計 21 時間で実施。最終日

には就職相談会を開催しマッチング支援に取り組む。 

【カリキュラム】 

・介護に関する基礎知識（1.5 時間） 

・介護の基本（1.5 時間） 

・介護における安全確保（2 時間） 

・基本的な介護の方法（10 時間） 

・認知症の理解（4 時間）・障がいの理解（2 時間） 

【講師】 

岡山県介護福祉士会、開催地域にある高齢者福祉施設等  

 

ミニ就職相談会のみ単独開催 

・笠岡市 

・瀬戸内市 

【対象】介護未経験者で介護に興味・関心がある

方、福祉職場入職 1 年未満の方（中途採用者な

ど）、介護の職場に就業を希望されている方 

【定員】各会場 25 名 

【参加費】無料 

【ミニ就職相談会】 

・相談会出展募集後、抽選で 7 事業所に対し出展協力

依頼。 

・入門的研修の主旨を理解いただき多様な人材の参入

促進のため、まずは、施設見学や職場体験など、柔軟な

相談対応をお願いする。 

・事業所に対し面接者や採用者等の事後調査を実施す

る。 

【備考】 

・介護アシスタントに関心のある方は見学調整等積極的

に声かけ・相談に応じ一体的に取り組む。 

・参加募集は新聞広告、市広報紙などを活用し広く周知

を行う。 
 

継続 

就職ガイダンスの開催 

＜目標③＞ 

・大学等での就職ガイダンス 

・就職フェア同日開催「就職ガイダンス」すま

いる宣言法人紹介、ブースの回り方等説明 

通年 

8 千円 

【日程】通年 

【場所】県内養成校等 

【対象】求職者、これから就職活動を行う学生、 

    その他福祉職への就労希望者 

【参加費】無料 

【内容】 

 養成校での就職ガイダンスを積極的に行う。 

(通年) 

 定期的に案内を送付する。（10 月、1 月等） 

  【備考】 

・「福祉の就職総合フェア」等でも周知。 

・すまいる宣言認証法人の人材育成等紹介等 

・福祉人材センターの求職登録方法等 

 

継続・

重点３ 

福祉の就職フェアの開催 

＜目標③＞ 

・求職者と求人事業所が直接面談を行うこと

により、求人側は求職者情報の確保、求職

者側は事業所の詳細情報を得ることがで

き、積極的な福祉人材の確保につながる。 

・特設サイトにおいて、参加法人の特色、求

人状況等情報提供を行なうことで、面談会で

具体的な話ができ、マッチング機会を増やす

ことができる。  

・求職者のニーズに合わせた対面やオンライ

ン面談、見学会への参加を促進することで、

採用率のアップが期待できる。 

年 3 回・ 

開催 

7,133 千

円 【日程】年 3 回(①5/19、②8/25、③2 月予定) 

【会場】岡山市内他 

【対象】求職者、求人事業所等 

【参加費】求人事業所からは、ブース料を徴収 

（県社協会員 10,000 円、県社協非会員 20,000

円） 

【内容】 

・WEB サイト参加法人の情報、PR 動画、仕事内

容、求人情報等掲載 

・就職応援セミナー、すまいる宣言法人１分間プ

レゼン、ブース面談会、就職等相談コーナー 

  ・すまいる宣言法人広報部「team smile」先輩職員ブース 

（入職３年未満の先輩職員が、学生の就活相談等を気

軽に質問や相談できるコーナー） 

 

継続・

重点３ 

福祉人材確保支援セミナーの開催 

＜目標③＞ 

・フェアを通じた福祉人材の確保に向けた具

体的な取組展開の意思統一を図ることがで

きる。 

・法人・事業所の人材確保力が向上される。 

年 2 回・ 

開催 

192 千円 【日程】前期 6 月、後期 1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】各 80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・採用支援、確保支援に関する講演 

・講演を基にしたグループ討議 

・実践報告等 

 

ミニ就職相談会のみ単独開催 

・笠岡市 

・瀬戸内市 

【対象】介護未経験者で介護に興味・関心がある

方、福祉職場入職 1 年未満の方（中途採用者な

ど）、介護の職場に就業を希望されている方 

【定員】各会場 25 名 

【参加費】無料 

【ミニ就職相談会】 

・相談会出展募集後、抽選で 7 事業所に対し出展協力

依頼。 

・入門的研修の主旨を理解いただき多様な人材の参入

促進のため、まずは、施設見学や職場体験など、柔軟な

相談対応をお願いする。 

・事業所に対し面接者や採用者等の事後調査を実施す

る。 

【備考】 

・介護アシスタントに関心のある方は見学調整等積極的

に声かけ・相談に応じ一体的に取り組む。 

・参加募集は新聞広告、市広報紙などを活用し広く周知

を行う。 
 

継続 

就職ガイダンスの開催 

＜目標③＞ 

求職活動の支援や情報提供を行うことで、

福祉人材の確保向上が期待できる。 
通年 

8 千円 

【日程】通年 

【場所】県内養成校等 

【対象】求職者、これから就職活動を行う学生、 

    その他福祉職への就労希望者 

【参加費】無料 

【内容】 

 養成校での就職ガイダンスを積極的に行う。 

(通年) 

 定期的に案内を送付する。（10 月、1 月等） 

  【備考】 

・「福祉の就職総合フェア」等でも周知。 

・すまいる宣言認証法人の人材育成等紹介等 

・福祉人材センターの求職登録方法等 

 

継続・

重点３ 

福祉の就職フェアの開催 

＜目標③＞ 

・求職者と求人事業所が直接面談を行うこと

により、求人側は求職者情報の確保、求職

者側は事業所の詳細情報を得ることがで

き、積極的な福祉人材の確保につながる。 

・特設サイトにおいて、参加法人の特色、求

人状況等情報提供を行なうことで、面談会で

具体的な話ができ、マッチング機会を増やす

ことができる。  

・求職者のニーズに合わせた対面やオンライ

ン面談、見学会への参加を促進することで、

採用率のアップが期待できる。 

年 3 回・ 

開催 

7,133 千

円 【日程】年 3 回(①5/19、②8/25、③2 月予定) 

【会場】岡山市内他 

【対象】求職者、求人事業所等 

【参加費】求人事業所からは、ブース料を徴収 

（県社協会員 10,000 円、県社協非会員 20,000

円） 

【内容】 

・WEB サイト参加法人の情報、PR 動画、仕事内

容、求人情報等掲載 

・就職応援セミナー、すまいる宣言法人１分間プ

レゼン、ブース面談会、就職等相談コーナー 

  ・すまいる宣言法人広報部「team smile」先輩職員ブース 

（入職３年未満の先輩職員が、学生の就活相談等を気

軽に質問や相談できるコーナー） 

 

継続・

重点３ 

福祉人材確保支援セミナーの開催 

＜目標③＞ 

・フェアを通じた福祉人材の確保に向けた具

体的な取組展開の意思統一を図ることがで

きる。 

・法人・事業所の人材確保力が向上される。 

年 2 回・ 

開催 

192 千円 【日程】前期 6 月、後期 1 月 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】求人事業所対象者 

【定員】各 80 名程度 

【参加費】無料 

  【内容】 

・採用支援、確保支援に関する講演 

・講演を基にしたグループ討議 

・実践報告等 
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継続・

重点３ 

無料職業紹介事業（岡山県福祉人材センター）の運

営・実施 

＜目標③＞ 

・福祉人材の確保 ・福祉事業所における労

働環境の改善 

・福祉分野での従事者の定着支援 

通年 

3,986 千円 

【日程】通年（土・日・祝祭日、年末年始等を除く） 

【時間】8:30～17:00（イベント等を除く） 

【場所】きらめきプラザ１Ｆ 

【対象】求職者、福祉・介護分野の求人事業所等 

【内容】基本事業・福祉人材無料職業紹介事業の実施  

・社会福祉事業に従事予定者への説明会、講習

会等の実施 

・社会福祉事業従事者の確保に関する調査研究

の実施 

 （詳細は「福祉のお仕事」調査・研究事業企画書

に掲載） 

・福祉人材確保相談事業 

・人材センターとハローワークの連携事業に関す

ること 

  【内容】 

・求人情報誌を登録者、関係機関・団体に送付する。 

・関係機関・団体と連携を図りながら、啓発活動を実施する。 

・介護の再就職貸付者のフォローを行う（資金班との連

携）。 

・ハローワークでの巡回相談実施。(月１回：岡山、新卒

岡山、倉敷、津山） 

・マッチングの強化に向けて求職者の状況共有等を目的

とした部内職員会議を開催。 

・福祉人材センターの新ホームページを紹介し、中高校

生等の学生・求職者等へ情報発信を行い、福祉・介護の

魅力等周知広報を図る。 

 

継続 

介護アシスタント促進事業の実施 

＜目標③＞ 

福祉・介護人材の確保することで、介護職員

が専門的業務に専念できるよう労働環境改

善と介護サービスの質の向上が期待でき

る。 

通年 

2,000 千円 

【対象施設】 

養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、グルー

プホーム、生活介護、施設入所支援等、介護職

員が在籍する施設 

【介護助手対象者】 

介護の職場で就業を希望されている方（学生、企

業等で定年退職を予定している方、中高年齢者、

子育てがひと段落した方など幅広く募集） 

【介護助手募集人数】25 名 

【補助金】 

介護アシスタントを 1 か月以上雇用した場合に限

り、労働環境改善・OJT 環境整備費を補助する。 

【日程】 

4 月 各事業所へ周知、求人登録事業所募集 

    求人登録事業所は業務の切り出しや受入準備  

    求職者向け介護アシスタント募集広報チラシ作成 

5 月 求職者申込開始・マッチング支援 

随時 マッチング支援、各事業所にて 3 か月間Ｏ

ＪＴ研修実施・補助金交付 

【内容】 

介護アシスタント導入を希望する事業所と求職者

のマッチング支援 

  【事業の流れ】 

①求人事業所は、本会に求人票を提出し登録する。求

人票はホームページに掲載、紙媒体で配布。 

②求職者は、求人票を確認のうえ本会に申込を行う。 

③応募者から申込みを受付けた後、本会から登録事業

所に連絡し見学調整などを行う。 

④正式に採用面接をした場合、事業所は採否について

本会に報告する。 

⑤採用につながった場合、雇用契約は事業所と参加者

の間で取り交わす。原則 3 か月間 OJT にて育成。期間

終了前に面談を実施し双方の合意による雇用の継続を

促進する。 

⑥本会は、状況報告書にもとづいて補助金を支払う。 

⑦雇用 3 か月後事業所は実施報告書・効果測定アンケ

ートを提出 

 

継続・

重点３ 

人材定着促進事業（相談事業、人材定着支援セミナ

ー）の実施 

＜目標④＞ 

・福祉・介護人材の定着および働きやすい職

場環境づくりの支援につながる。 

・福祉・介護分野における人材定着に関する

課題の把握することができる。 

通年 

1,240 千円 

【日程】 

 ①電話・来所相談 ：月 2 回×12 ヵ月 

 ②出張講座    ：年 24 回 

 ③定着支援セミナー：年 2 回 

【会場】きらめきプラザ、市内ホテルほか 

【内容】 

①②人材定着支援アドバイザーによる相談対応 

③福祉人材定着支援セミナーの実施 

 

  

【費用】無料 

【備考】 

・定期的な悩みの相談の場の提供 

・県内の福祉職場への出張講座、出張相談 

  

 

継続・

重点３ 

すまいる宣言認証制度の実施 

＜目標④＞ 

・各事業所及び福祉・介護業界全体の人材

定着に向けた職場環境が整備される 

・宣言事業所の取組や魅力ある職場環境を

発信することで深刻化する福祉人材の確保

にもつながる 

通年 

5,136 千円 

①すまいる宣言認証制度の新規申請及び更新手

続き 

【前期】・4 月 申請受付 

    ・5 月～7 月 現地確認 

    ・8 月～9 月 審査会・公表 

【後期】・10 月 申請受付 

    ・11 月～1 月 現地確認 

    ・2 月～3 月 審査会・公表 

【現地確認】すまいる宣言アドバイザー1 名が提

出書類をもとに運用状況等の確認(担当職員同

行) 

【審査会】年 2 回（前期 9 月・後期 2 月） 

②すまいる宣言スタート応援相談事業の実施 

【日程】毎月第 3 水曜日 

【内容】新規申請を検討している事業所、更新法

人からの相談に対し、すまいる宣言アドバイザー

による相談対応（来所・電話・オンライン等） 

   

③人材育成・定着部会の開催（部会 3）の開催 

【日程】年 2 回（7 月・10 月） 

【内容】すまいる宣言認証制度に関する協議等 

④すまいる宣言法人情報交換会の開催 

【日程】年 1 回（10 月） 

【内容】すまいる宣言制度のあり方や、特色ある

取り組みの情報交換など 

⑤すまいる宣言認証制度の普及啓発 

・求職者、一般県民に対し、認証制度や魅力ある

職場環境の取組を情報発信（ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ・HP・新聞・

ﾗｼﾞｵ等） 

・イメージソング「smile」楽曲を活用した事業展開 

・事業所向け認証制度の説明等 

 

継続・

重点３ 

福祉・介護人材確保対策推進協議会の運営・協働

事業の展開 

＜目標①②＞ 

岡山県下の福祉・介護人材確保・定着のた

めの施策を総合的に検討できる環境が整備

されるとともに、福祉人材センター事業にお

いても関係機関・団体とのさらなる連携・協

働等の向上が期待できる。 

年 2 回・ 

開催 

4,446 千円 
【日程】親会 2 回、実務者会議（必要に応じて開

催） 

・各作業部会 3 部会(各 2～3 回) 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】各種別協議会、職能団体、養成校、教育

委員会、労働局、ハローワーク、介護労働安定セ

ンター、県関係各課など 

  【内容】人材確保・定着に向けた情報提供・普及

啓発、人材確保・支援、人材育成・定着の３つの

施策検討と展開 

 

継続 

福祉人材センター運営委員会の開催 

＜目標②③＞ 

・福祉人材センター事業の効果・効率的な運

営 

・福祉人材センターが抱えている現状や諸課

題の明確化、課題解決 

・福祉人材の確保、育成、定着の推進 

7 月・ 

2 月・ 

開催 

249 千円 

【日程】年 2 回（7 月・2 月頃） 

【会場】きらめきプラザ 

【委員】運営委員 18 名前後 

 ・福祉人材需要機関代表（各種別協）4 名 

 ・福祉人材供給機関代表（養成校）6 名 

 ・職能団体代表 4 名 

 ・行政関係 3 名 

 ・社会福祉協議会 1 名 

  【委員任期】2 年：2023 年 4 月～2025 年 3 月 

【協議事項】 

 ・人材センター事業の運営に関すること 

 ・その他、人材センター運営の目的達成に必要

な事項等 

 

 

推進項目３   専門性を持った福祉人材の育成とキャリア形成支援 

目標 ① 職場内でのキャリア形成の推進 

② 専門性を持った福祉人材の育成支援 

③ 資格取得の支援 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点３ 

福祉職員キャリアパス対応生涯研修課

程の開催【4 コース】 

＜目標①＞ 

・職員の仕事のやりがい向上、職場定着。 

・職場におけるキャリアパス構築・推進、さらに

福祉サービスの向上。 

6～11 月・ 

開催 
1,632 千円 
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継続・

重点３ 

無料職業紹介事業（岡山県福祉人材センター）の運

営・実施 

＜目標③＞ 

・福祉人材の確保 ・福祉事業所における労

働環境の改善 

・福祉分野での従事者の定着支援 

通年 

3,986 千円 

【日程】通年（土・日・祝祭日、年末年始等を除く） 

【時間】8:30～17:00（イベント等を除く） 

【場所】きらめきプラザ１Ｆ 

【対象】求職者、福祉・介護分野の求人事業所等 

【内容】基本事業・福祉人材無料職業紹介事業の実施  

・社会福祉事業に従事予定者への説明会、講習

会等の実施 

・社会福祉事業従事者の確保に関する調査研究

の実施 

 （詳細は「福祉のお仕事」調査・研究事業企画書

に掲載） 

・福祉人材確保相談事業 

・人材センターとハローワークの連携事業に関す

ること 

  【内容】 

・求人情報誌を登録者、関係機関・団体に送付する。 

・関係機関・団体と連携を図りながら、啓発活動を実施する。 

・介護の再就職貸付者のフォローを行う（資金班との連

携）。 

・ハローワークでの巡回相談実施。(月１回：岡山、新卒

岡山、倉敷、津山） 

・マッチングの強化に向けて求職者の状況共有等を目的

とした部内職員会議を開催。 

・福祉人材センターの新ホームページを紹介し、中高校

生等の学生・求職者等へ情報発信を行い、福祉・介護の

魅力等周知広報を図る。 

 

継続 

介護アシスタント促進事業の実施 

＜目標③＞ 

福祉・介護人材の確保することで、介護職員

が専門的業務に専念できるよう労働環境改

善と介護サービスの質の向上が期待でき

る。 

通年 

2,000 千円 

【対象施設】 

養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、グルー

プホーム、生活介護、施設入所支援等、介護職

員が在籍する施設 

【介護助手対象者】 

介護の職場で就業を希望されている方（学生、企

業等で定年退職を予定している方、中高年齢者、

子育てがひと段落した方など幅広く募集） 

【介護助手募集人数】25 名 

【補助金】 

介護アシスタントを 1 か月以上雇用した場合に限

り、労働環境改善・OJT 環境整備費を補助する。 

【日程】 

4 月 各事業所へ周知、求人登録事業所募集 

    求人登録事業所は業務の切り出しや受入準備  

    求職者向け介護アシスタント募集広報チラシ作成 

5 月 求職者申込開始・マッチング支援 

随時 マッチング支援、各事業所にて 3 か月間Ｏ

ＪＴ研修実施・補助金交付 

【内容】 

介護アシスタント導入を希望する事業所と求職者

のマッチング支援 

  【事業の流れ】 

①求人事業所は、本会に求人票を提出し登録する。求

人票はホームページに掲載、紙媒体で配布。 

②求職者は、求人票を確認のうえ本会に申込を行う。 

③応募者から申込みを受付けた後、本会から登録事業

所に連絡し見学調整などを行う。 

④正式に採用面接をした場合、事業所は採否について

本会に報告する。 

⑤採用につながった場合、雇用契約は事業所と参加者

の間で取り交わす。原則 3 か月間 OJT にて育成。期間

終了前に面談を実施し双方の合意による雇用の継続を

促進する。 

⑥本会は、状況報告書にもとづいて補助金を支払う。 

⑦雇用 3 か月後事業所は実施報告書・効果測定アンケ

ートを提出 

 

継続・

重点３ 

人材定着促進事業（相談事業、人材定着支援セミナ

ー）の実施 

＜目標④＞ 

・福祉・介護人材の定着および働きやすい職

場環境づくりの支援につながる。 

・福祉・介護分野における人材定着に関する

課題の把握することができる。 

通年 

1,240 千円 

【日程】 

 ①電話・来所相談 ：月 2 回×12 ヵ月 

 ②出張講座    ：年 24 回 

 ③定着支援セミナー：年 2 回 

【会場】きらめきプラザ、市内ホテルほか 

【内容】 

①②人材定着支援アドバイザーによる相談対応 

③福祉人材定着支援セミナーの実施 

 

  

【費用】無料 

【備考】 

・定期的な悩みの相談の場の提供 

・県内の福祉職場への出張講座、出張相談 

  

 

継続・

重点３ 

すまいる宣言認証制度の実施 

＜目標④＞ 

・各事業所及び福祉・介護業界全体の人材

定着に向けた職場環境が整備される 

・宣言事業所の取組や魅力ある職場環境を

発信することで深刻化する福祉人材の確保

にもつながる 

通年 

5,136 千円 

①すまいる宣言認証制度の新規申請及び更新手

続き 

【前期】・4 月 申請受付 

    ・5 月～7 月 現地確認 

    ・8 月～9 月 審査会・公表 

【後期】・10 月 申請受付 

    ・11 月～1 月 現地確認 

    ・2 月～3 月 審査会・公表 

【現地確認】すまいる宣言アドバイザー1 名が提

出書類をもとに運用状況等の確認(担当職員同

行) 

【審査会】年 2 回（前期 9 月・後期 2 月） 

②すまいる宣言スタート応援相談事業の実施 

【日程】毎月第 3 水曜日 

【内容】新規申請を検討している事業所、更新法

人からの相談に対し、すまいる宣言アドバイザー

による相談対応（来所・電話・オンライン等） 

   

③人材育成・定着部会の開催（部会 3）の開催 

【日程】年 2 回（7 月・10 月） 

【内容】すまいる宣言認証制度に関する協議等 

④すまいる宣言法人情報交換会の開催 

【日程】年 1 回（10 月） 

【内容】すまいる宣言制度のあり方や、特色ある

取り組みの情報交換など 

⑤すまいる宣言認証制度の普及啓発 

・求職者、一般県民に対し、認証制度や魅力ある

職場環境の取組を情報発信（ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ・HP・新聞・

ﾗｼﾞｵ等） 

・イメージソング「smile」楽曲を活用した事業展開 

・事業所向け認証制度の説明等 

 

継続・

重点３ 

福祉・介護人材確保対策推進協議会の運営・協働

事業の展開 

＜目標①②＞ 

岡山県下の福祉・介護人材確保・定着のた

めの施策を総合的に検討できる環境が整備

されるとともに、福祉人材センター事業にお

いても関係機関・団体とのさらなる連携・協

働等の向上が期待できる。 

年 2 回・ 

開催 

 【日程】親会 2 回、実務者会議（必要に応じて開

催） 

・各作業部会 3 部会(各 2～3 回) 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】各種別協議会、職能団体、養成校、教育

委員会、労働局、ハローワーク、介護労働安定セ

ンター、県関係各課など 

  【内容】人材確保・定着に向けた情報提供・普及

啓発、人材確保・支援、人材育成・定着の３つの

施策検討と展開 

 

継続 

福祉人材センター運営委員会の開催 

＜目標②③＞ 

・福祉人材センター事業の効果・効率的な運

営 

・福祉人材センターが抱えている現状や諸課

題の明確化、課題解決 

・福祉人材の確保、育成、定着の推進 

7 月・ 

2 月・ 

開催 

249 千円 

【日程】年 2 回（7 月・2 月頃） 

【会場】きらめきプラザ 

【委員】運営委員 18 名前後 

 ・福祉人材需要機関代表（各種別協）4 名 

 ・福祉人材供給機関代表（養成校）6 名 

 ・職能団体代表 4 名 

 ・行政関係 3 名 

 ・社会福祉協議会 1 名 

  【委員任期】2 年：2023 年 4 月～2025 年 3 月 

【協議事項】 

 ・人材センター事業の運営に関すること 

 ・その他、人材センター運営の目的達成に必要

な事項等 

 

 

推進項目３   専門性を持った福祉人材の育成とキャリア形成支援 

目標 ① 職場内でのキャリア形成の推進 

② 専門性を持った福祉人材の育成支援 

③ 資格取得の支援 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点３ 

福祉職員キャリアパス対応生涯研修課

程の開催【4 コース】 

＜目標①＞ 

・職員の仕事のやりがい向上、職場定着。 

・職場におけるキャリアパス構築・推進、さらに

福祉サービスの向上。 

6～11 月・ 

開催 
1,632 千円 

継続・

重点３ 

すまいる宣言認証制度の実施 

＜目標④＞ 

・各事業所及び福祉・介護業界全体の人材

定着に向けた職場環境が整備される 

・宣言事業所の取組や魅力ある職場環境を

発信することで深刻化する福祉人材の確保

にもつながる 

通年 

5,136 千円 

①すまいる宣言認証制度の新規申請及び更新手

続き 

【前期】・4 月 申請受付 

    ・5 月～7 月 現地確認 

    ・8 月～9 月 審査会・公表 

【後期】・10 月 申請受付 

    ・11 月～1 月 現地確認 

    ・2 月～3 月 審査会・公表 

【現地確認】すまいる宣言アドバイザー1 名が提

出書類をもとに運用状況等の確認(担当職員同

行) 

【審査会】年 2 回（前期 9 月・後期 2 月） 

②すまいる宣言スタート応援相談事業の実施 

【日程】毎月第 3 水曜日 

【内容】新規申請を検討している事業所、更新法

人からの相談に対し、すまいる宣言アドバイザー

による相談対応（来所・電話・オンライン等） 

   

③人材育成・定着部会の開催（部会 3）の開催 

【日程】年 2 回（7 月・10 月） 

【内容】すまいる宣言認証制度に関する協議等 

④すまいる宣言法人情報交換会の開催 

【日程】年 1 回（10 月） 

【内容】すまいる宣言制度のあり方や、特色ある

取り組みの情報交換など 

⑤すまいる宣言認証制度の普及啓発 

・求職者、一般県民に対し、認証制度や魅力ある

職場環境の取組を情報発信（ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ・HP・新聞・

ﾗｼﾞｵ等） 

・イメージソング「smile」楽曲を活用した事業展開 

・事業所向け認証制度の説明等 

 

継続・

重点３ 

福祉・介護人材確保対策推進協議会の運営・協働

事業の展開 

＜目標①②＞ 

岡山県下の福祉・介護人材確保・定着のた

めの施策を総合的に検討できる環境が整備

されるとともに、福祉人材センター事業にお

いても関係機関・団体とのさらなる連携・協

働等の向上が期待できる。 

年 2 回・ 

開催 

4,446 千円 
【日程】親会 2 回、実務者会議（必要に応じて開

催） 

・各作業部会 3 部会(各 2～3 回) 

【会場】きらめきプラザ 

【対象】各種別協議会、職能団体、養成校、教育

委員会、労働局、ハローワーク、介護労働安定セ

ンター、県関係各課など 

  【内容】人材確保・定着に向けた情報提供・普及

啓発、人材確保・支援、人材育成・定着の３つの

施策検討と展開 

 

継続 

福祉人材センター運営委員会の開催 

＜目標②③＞ 

・福祉人材センター事業の効果・効率的な運

営 

・福祉人材センターが抱えている現状や諸課

題の明確化、課題解決 

・福祉人材の確保、育成、定着の推進 

7 月・ 

2 月・ 

開催 

249 千円 

【日程】年 2 回（7 月・2 月頃） 

【会場】きらめきプラザ 

【委員】運営委員 18 名前後 

 ・福祉人材需要機関代表（各種別協）4 名 

 ・福祉人材供給機関代表（養成校）6 名 

 ・職能団体代表 4 名 

 ・行政関係 3 名 

 ・社会福祉協議会 1 名 

  【委員任期】2 年：2023 年 4 月～2025 年 3 月 

【協議事項】 

 ・人材センター事業の運営に関すること 

 ・その他、人材センター運営の目的達成に必要

な事項等 

 

 

推進項目３   専門性を持った福祉人材の育成とキャリア形成支援 

目標 ① 職場内でのキャリア形成の推進 

② 専門性を持った福祉人材の育成支援 

③ 資格取得の支援 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続・

重点３ 

福祉職員キャリアパス対応生涯研修課

程の開催【4 コース】 

＜目標①＞ 

・職員の仕事のやりがい向上、職場定着。 

・職場におけるキャリアパス構築・推進、さらに

福祉サービスの向上。 

6～11 月・ 

開催 
1,632 千円 
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【日程】①初任者：2 日間×2 日程 6-7 月 

②中堅職員：2 日間×1 日程 8 月 

③チームリーダー：2 日間×1 日程 10 月 

④管理職員：2 日間×1 日程 11 月 

【会場】きらめきプラザ ①②③301 ④401 

【対象】①入職後 3 年以内、②入職後概ね 3

～5 年、③主任、リーダー、係長等の職員

等、④近い将来管理職に就く、もしくは管理

職に就いている職員 

【定員】①②各 60 名 ③42 名 ④30 名 

  【参加費】 

①②③会員 6,000 円 非会員 10,000 円 

④会員 10,000 円 非会員 30,000 円 

【内容】2 日間の講義・演習形式 

（基軸科目、基礎科目、重点科目、啓発科目、行動

指針の策定、キャリアデザインとアクションプラン

の策定） 

重点科目：地域共生社会の実現に向けた基本理解

【備考】②③④外部講師に依頼 

全社協指導者養成研修に講師予定者を派遣する。 
 

継続・

重点３ 

初任者重点テーマ強化研修の開催 

＜目標①＞ 

・本研修での学びを業務に活かし組織の効率化 

・サービスの質の向上に貢献する。 

7 月・ 

開催 

240 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】新卒者、社会人３年未満の方 

【定員】80 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】次の①～④をもとに調整する。 

①モチベーションアップ 

②記録の書き方、文書作成（基本） 

③倫理 

④コミュニケーションスキルアップ 
 

継続・

重点３ 

中堅職員重点テーマ強化研修の開催 

＜目標①＞ 

中堅職員としての役割等を自覚し、組織運営に貢

献できる人材の育成。 

9 月・ 

開催 

240 千円 

【日程】1 日間×1 日程 令和 6 年 9 月 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】中堅職員（主任・リーダー等の役職

にない職員、入職後概ね 3～5 年程度） 

【定員】80 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】中堅職員の役割・業務改善の具体的手順等

を講義・演習等を通して習得する。次のテーマ(案)

をもとに調整する。「ティーチング」「モチベーシ

ョン」「ほめ方・叱り方」 

・R5.R6 テーマ『モチベーションの上がる業務への

取り組み』 
 

継続・

重点３ 

チームリーダー重点テーマ強化研修の

開催 

＜目標①＞ 

各施設、事業所において人材育成の体制整備及

び、組織の向上が図られる。 

8 月・ 

開催 

240 千円 

【日程】1 日間×1 日程 令和 6 年 8 月 23 日

(金) 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】近い将来チームリーダーとなる者、

主任、リーダー、係長等 

【定員】80 名 

【参加費】会員 3,000 円・非会員 10,000 円 

  【内容】リーダーとしての役割、育成指導・ファシ

リテーション技法などを講義・演習を通して学ぶ。

次のテーマ(案)をもとに調整する。「ティーチング

(部下指導)」「ほめ方・叱り方」「アンガーマネジ

メント」「業務改善」「会議進行技術」 

・R6 テーマ『アンガーマネジメント』『ほめ方・叱

り方』 
 

継続・

重点３ 

管理職員重点テーマ強化研修の開催 

＜目標①＞ 

管理職員に求められる役割や経営管理に関する専

門知識等を学ぶことで、職場環境の改善や人材定

着の向上が期待できる。 

10 月・ 

開催 

90 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】管理職員（近い将来管理職に就く職

員、現在、管理職等に就いている職員） 

【定員】30 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

【内容】次の①～④をもとに調整する。 

  ①求められる人材育成とキャリアパス体系構築 

②キャリアパスを活かした人事処遇制度の推進体制

の構築 

③目標管理、人事考課 

④ハラスメント問題（カスタマーハラスメント）へ

の対応 

 

継続 

接遇研修会の開催 

＜目標②＞ 

・接遇技術の習得 

・福祉職場の環境改善 

5 月・ 

開催 

480 千円 

【日程】1 日間×2 日程 

【開催方法】 

①対面方式：きらめきプラザ 301 会議室 

② Zoom によるオンライン研修方式 

【対象】新任職員 

【定員】 

①会場 80 名 

②オンライン 80 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】 

・ビジネスマナー 

・組織人としての心構え ・第一印象の重要性 

・相手に伝わる話し方 ・挨拶の基本、正しい言葉遣い 

・電話・メールのマナー 

・名刺交換・来客応対のマナー など 

【申込】前年度の 2～3 月 
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【日程】①初任者：2 日間×2 日程 6-7 月 

②中堅職員：2 日間×1 日程 8 月 

③チームリーダー：2 日間×1 日程 10 月 

④管理職員：2 日間×1 日程 11 月 

【会場】きらめきプラザ ①②③301 ④401 

【対象】①入職後 3 年以内、②入職後概ね 3

～5 年、③主任、リーダー、係長等の職員

等、④近い将来管理職に就く、もしくは管理

職に就いている職員 

【定員】①②各 60 名 ③42 名 ④30 名 

  【参加費】 

①②③会員 6,000 円 非会員 10,000 円 

④会員 10,000 円 非会員 30,000 円 

【内容】2 日間の講義・演習形式 

（基軸科目、基礎科目、重点科目、啓発科目、行動

指針の策定、キャリアデザインとアクションプラン

の策定） 

重点科目：地域共生社会の実現に向けた基本理解

【備考】②③④外部講師に依頼 

全社協指導者養成研修に講師予定者を派遣する。 
 

継続・

重点３ 

初任者重点テーマ強化研修の開催 

＜目標①＞ 

・本研修での学びを業務に活かし組織の効率化 

・サービスの質の向上に貢献する。 

7 月・ 

開催 

240 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】新卒者、社会人３年未満の方 

【定員】80 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】次の①～④をもとに調整する。 

①モチベーションアップ 

②記録の書き方、文書作成（基本） 

③倫理 

④コミュニケーションスキルアップ 
 

継続・

重点３ 

中堅職員重点テーマ強化研修の開催 

＜目標①＞ 

中堅職員としての役割等を自覚し、組織運営に貢

献できる人材の育成。 

9 月・ 

開催 

240 千円 

【日程】1 日間×1 日程 令和 6 年 9 月 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】中堅職員（主任・リーダー等の役職

にない職員、入職後概ね 3～5 年程度） 

【定員】80 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】中堅職員の役割・業務改善の具体的手順等

を講義・演習等を通して習得する。次のテーマ(案)

をもとに調整する。「ティーチング」「モチベーシ

ョン」「ほめ方・叱り方」 

・R5.R6 テーマ『モチベーションの上がる業務への

取り組み』 
 

継続・

重点３ 

チームリーダー重点テーマ強化研修の

開催 

＜目標①＞ 

各施設、事業所において人材育成の体制整備及

び、組織の向上が図られる。 

8 月・ 

開催 

240 千円 

【日程】1 日間×1 日程 令和 6 年 8 月 23 日

(金) 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】近い将来チームリーダーとなる者、

主任、リーダー、係長等 

【定員】80 名 

【参加費】会員 3,000 円・非会員 10,000 円 

  【内容】リーダーとしての役割、育成指導・ファシ

リテーション技法などを講義・演習を通して学ぶ。

次のテーマ(案)をもとに調整する。「ティーチング

(部下指導)」「ほめ方・叱り方」「アンガーマネジ

メント」「業務改善」「会議進行技術」 

・R6 テーマ『アンガーマネジメント』『ほめ方・叱

り方』 
 

継続・

重点３ 

管理職員重点テーマ強化研修の開催 

＜目標①＞ 

管理職員に求められる役割や経営管理に関する専

門知識等を学ぶことで、職場環境の改善や人材定

着の向上が期待できる。 

10 月・ 

開催 

90 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】管理職員（近い将来管理職に就く職

員、現在、管理職等に就いている職員） 

【定員】30 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

【内容】次の①～④をもとに調整する。 

  ①求められる人材育成とキャリアパス体系構築 

②キャリアパスを活かした人事処遇制度の推進体制

の構築 

③目標管理、人事考課 

④ハラスメント問題（カスタマーハラスメント）へ

の対応 

 

継続 

接遇研修会の開催 

＜目標②＞ 

・接遇技術の習得 

・福祉職場の環境改善 

5 月・ 

開催 

480 千円 

【日程】1 日間×2 日程 

【開催方法】 

①対面方式：きらめきプラザ 301 会議室 

② Zoom によるオンライン研修方式 

【対象】新任職員 

【定員】 

①会場 80 名 

②オンライン 80 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】 

・ビジネスマナー 

・組織人としての心構え ・第一印象の重要性 

・相手に伝わる話し方 ・挨拶の基本、正しい言葉遣い 

・電話・メールのマナー 

・名刺交換・来客応対のマナー など 

【申込】前年度の 2～3 月 

 

継続・

重点３ 

コーチング研修の開催 

＜目標②＞ 

・職場の指導スキルの向上 

・職場内の他職種間連携の向上 

・コミュニケーションの質の向上 

・指導者像の明確化 

6 月・ 

開催 

360 千円 【日程】2 日間×1 日程 

令和 6 年 6 月 13 日（木）・20 日（木） 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】中堅・指導的職員 

【定員】60 名 

  【参加費】会員 6,000 円、非会員 20,000 円 

【内容】後輩の育成・指導の際に役立つ手法とし

て、コーチングの基本的な考え方や基本スキルを体

験的に学ぶ。 

 

継続・

重点３ 

リスクマネジメント研修の開催 

＜目標②＞ 

・福祉施設の安全性向上、事故・トラブル 

・権利侵害等の未然防止 

・働きやすい職場環境の構築 

・福祉サービスの向上 

10 月・

開催 

180 千円 
【日程】1 日×1 日程 令和 6 年 10 月頃 

【開催方法】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】入職後 3 年以上、指導的立場の職

員、施設長・副施設長・管理者等、施設の管

理運営に携わる者。 

【定員】60 名  

  【参加費】会員：3,000 円 非会員：10,000 円 

【内容】社会福祉施設におけるリスクマネジメント

を講義・演習を通して学ぶ。リスクマネジメント体

制の構築に必要な知識と具体的な手法等を学ぶ。 

 

継続・

重点３ 

苦情解決研修の開催 

＜目標②＞ 

・福祉職場におけるサービスの向上とリスクマネ

ジメントの向上 

・福祉従事者の相談対応力の向上 

9 月・ 

開催 

240 千円 

【日程】9 月頃 

【会場】きらめきプラザ 3 階 301 会議室 

＊感染状況・講師との調整により、 

Zoom によるオンライン研修に変更の場合有 

【対象】福祉現場において苦情対応に携わる

福祉施設従事者 

【定員】80 名 

  【参加費】3,000 円（会員・非会員とも） 

【内容】苦情解決の基本的な対応等について 

【備考】 

・運営適正化委員会と共催 

 

継続 

ＢＣＰ（業務継続計画）策定支援研修

の開催 

＜目標②＞ 

自然災害や新型コロナウイルス等の感染症が発生

した場合であっても、必要なサービスが継続的に

提供できる体制の構築 

10 月・

開催 

180 千円 
【日程】10 月頃（1 日程・対面） 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】計画策定に携わる職員 

【定員】60 名 

【参加費】会員 3,000 円、非会員 10,000 円 

  【内容】 

講義：BCP の考え方や対応すべきポイント 

講義・演習：実動性のある BCP に向けた研修や訓練

のポイント 

 

継続 

会計職員実務研修の開催 

＜目標②＞ 

会計処理の基本的理解と基本実務の習得を図り、

福祉職場の透明性の高い組織運営が図られる 

7 月・ 

開催 

240 千円 

【日程】7 月頃（1 日程） 

【会場】Zoom によるオンライン研修 

【対象】会計を担当している経験年数 2 年未

満の職員（社会福祉法人会計基準にて会計処

理を行っている事業所） 

  【定員】60 名 

【参加費】会員 4,000 円、非会員 10,000 円 

【内容】会計処理の基礎的理解と基本実務の習得 

 

継続・

重点３ 

人事・労務管理実務研修の開催 

＜目標②＞ 

人事・労務管理能力の向上（実務）が働きやすい

職場環境づくりにつながり、人材定着・離職率の

低下が期待できる。 

7 月・ 

開催 

180 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【開催方法】ハイブリッド開催 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】事業所の人事労務担当者 

【定員】会場参加 30 名 オンライン参加 30

名 

【参加費】会員 3,000 円、非会員 10,000 円 

  【内容】 

講義・演習、事例検討を通じて、人事労務担当者に

必要な人事・労務管理の基本を学ぶ。 

【備考】 

感染拡大時には、全員オンライン方式へ変更する。 

研修後、1 週間程度、研修参加者を対象に録画を配

信する。（要講師調整） 
 

継続・

重点３ 

ストレスマネジメント（セルフケア）

研修の開催 

＜目標②＞ 

働きやすい職場環境づくりにより職員の定着や意

欲向上 

10 月・ 

開催 
230 千円 
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【日程】１日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】入職 3～5 年目の方（中堅職員以下の

階層）、後輩指導している職員 

【目的】上記対象者のバーンアウト予防、ま

た、新任職員への声かけやフォローアップ 

【定員】80 名 

  【参加費】会員 3,000 円・非会員 10,000 円 

【内容】 

・メンタル不調を防ぐストレスの基本知識 

・バーンアウトとは 

・ストレスへの対処力をあげるには 

・ポジティブ思考で物事をとらえる方法 など 

＊内容の詳細は講師と随時調整 
 

継続・

重点３ 

メンタルヘルス（ラインケア）担当者

研修の開催 

＜目標②＞ 

働きやすい職場環境づくりにより職員の定着や意

欲向上 

12 月・

開催 

180 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】主任・係長等の役職にある指導的職

員 

【定員】60 名 

【参加費】会員 3,000 円、非会員 10,000 円 

【内容】 

・ラインケアに活かす「傾聴スキル」の重要性 

  ・メンタルヘルス不調者の部下への対応 

・相談対応場面の事例検討 

・復職支援のポイントと基礎理解 

・事例紹介/心の健康づくり計画等 

・管理職・メンタルヘルス推進担当者の日常の関わ

り方 

＊内容は随時講師と調整 

 

継続・

重点３ 

業務改善研修の開催 

＜目標②＞ 

・福祉職場における業務改善の目的・効果等が理

解できる。 

・仕事を整理整頓することで、問題の本質を見極

め、課題解決に導くスキルを身につけることがで

きる。 

・職場環境の向上を図ることができる。 

11 月・

開催 

120 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】中堅職員・チームリーダー 

【定員】40 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】次の①～③をもとに調整する。 

①タイムマネジメント 

②業務改善スキル（職場の 5S 等） 

③記録の書き方 

④ファシリテーション 等 
 

継続 

福祉の資格取得情報の収集・提供 

＜目標③＞ 
 通年 

－ 【内容】 

 福祉に関する資格情報を取りまとめ、 

 HP で広く周知する。  

  【備考】 

 資格情報に変更があれば随時更新する。 

 変更がない資格に関してはそのままとする。 
 

継続 

介護支援専門員実務・更新（未経験者

向け）・再研修の開催 

＜目標③＞ 

・質の高い介護支援専門員の養成 
1月～5 月・ 

開催 

21,780 千円 

【日程】前年度実務研修後半 R6.4 月～5 月 

    実務・更新・再研修 R7.1 月～3 月 

    （実務研修は R7.5 月末まで継続） 

【会場】（講義）オンライン実施 

   （演習）きらめきプラザ 301・401 会議

室 

【対象】①実務研修：介護支援専門員実務研

修受験試験合格者。研修修了後に介護支援専

門員として登録を行う。②更新（未経験者向

け）研修：介護支援専門員の有効期限（5

年）を迎え、実務経験のない方 

③再研修：更新（未経験者向け）研修を受講

できず、有効期限が切れ、新たに更新を希望

するもの 

  【内容】ガイドラインに基づいた研修内容 

    実務研修 14 日間、更新・再研修 9 日間 

    ＊11 月頃、見学実習指導者研修を実施 

【備考】R6 年度研修（R7.1 月～）より、新カリキュ

ラムによる研修となるため、継続して R6 年度上半期

において、新カリキュラムの検討会議を開催。 

 

継続・

重点３ 

認知症介護実践研修（実践者研修）の

開催 

＜目標③＞ 

・施設従事者の認知症高齢者に対する実践スキル

の向上 

・認知症高齢者に対する介護サービスの充実 ・施

設従事者によるネットワーク構築 

・受講生同士によるネットワーク構築 

7 月・ 

8 月・ 

開催 

4,356 千円 

【日程】１日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】入職 3～5 年目の方（中堅職員以下の

階層）、後輩指導している職員 

【目的】上記対象者のバーンアウト予防、ま

た、新任職員への声かけやフォローアップ 

【定員】80 名 

  【参加費】会員 3,000 円・非会員 10,000 円 

【内容】 

・メンタル不調を防ぐストレスの基本知識 

・バーンアウトとは 

・ストレスへの対処力をあげるには 

・ポジティブ思考で物事をとらえる方法 など 

＊内容の詳細は講師と随時調整 
 

継続・

重点３ 

メンタルヘルス（ラインケア）担当者

研修の開催 

＜目標②＞ 

働きやすい職場環境づくりにより職員の定着や意

欲向上 

12 月・

開催 

180 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】主任・係長等の役職にある指導的職

員 

【定員】60 名 

【参加費】会員 3,000 円、非会員 10,000 円 

【内容】 

・ラインケアに活かす「傾聴スキル」の重要性 

  ・メンタルヘルス不調者の部下への対応 

・相談対応場面の事例検討 

・復職支援のポイントと基礎理解 

・事例紹介/心の健康づくり計画等 

・管理職・メンタルヘルス推進担当者の日常の関わ

り方 

＊内容は随時講師と調整 

 

継続・

重点３ 

業務改善研修の開催 

＜目標②＞ 

・福祉職場における業務改善の目的・効果等が理

解できる。 

・仕事を整理整頓することで、問題の本質を見極

め、課題解決に導くスキルを身につけることがで

きる。 

・職場環境の向上を図ることができる。 

11 月・

開催 

120 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】中堅職員・チームリーダー 

【定員】40 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】次の①～③をもとに調整する。 

①タイムマネジメント 

②業務改善スキル（職場の 5S 等） 

③記録の書き方 

④ファシリテーション 等 
 

継続 

福祉の資格取得情報の収集・提供 

＜目標③＞ 
 通年 

－ 【内容】 

 福祉に関する資格情報を取りまとめ、 

 HP で広く周知する。  

  【備考】 

 資格情報に変更があれば随時更新する。 

 変更がない資格に関してはそのままとする。 
 

継続 

介護支援専門員実務・更新（未経験者

向け）・再研修の開催 

＜目標③＞ 

・質の高い介護支援専門員の養成 
1月～5 月・ 

開催 

21,780 千円 

【日程】前年度実務研修後半 R6.4 月～5 月 

    実務・更新・再研修 R7.1 月～3 月 

    （実務研修は R7.5 月末まで継続） 

【会場】（講義）オンライン実施 

   （演習）きらめきプラザ 301・401 会議

室 

【対象】①実務研修：介護支援専門員実務研

修受験試験合格者。研修修了後に介護支援専

門員として登録を行う。②更新（未経験者向

け）研修：介護支援専門員の有効期限（5

年）を迎え、実務経験のない方 

③再研修：更新（未経験者向け）研修を受講

できず、有効期限が切れ、新たに更新を希望

するもの 

  【内容】ガイドラインに基づいた研修内容 

    実務研修 14 日間、更新・再研修 9 日間 

    ＊11 月頃、見学実習指導者研修を実施 

【備考】R6 年度研修（R7.1 月～）より、新カリキュ

ラムによる研修となるため、継続して R6 年度上半期

において、新カリキュラムの検討会議を開催。 

 

継続・

重点３ 

認知症介護実践研修（実践者研修）の

開催 

＜目標③＞ 

・施設従事者の認知症高齢者に対する実践スキル

の向上 

・認知症高齢者に対する介護サービスの充実 ・施

設従事者によるネットワーク構築 

・受講生同士によるネットワーク構築 

7～8月・ 

開催 
4,356 千円 
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【日程】１日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】入職 3～5 年目の方（中堅職員以下の

階層）、後輩指導している職員 

【目的】上記対象者のバーンアウト予防、ま

た、新任職員への声かけやフォローアップ 

【定員】80 名 

  【参加費】会員 3,000 円・非会員 10,000 円 

【内容】 

・メンタル不調を防ぐストレスの基本知識 

・バーンアウトとは 

・ストレスへの対処力をあげるには 

・ポジティブ思考で物事をとらえる方法 など 

＊内容の詳細は講師と随時調整 
 

継続・

重点３ 

メンタルヘルス（ラインケア）担当者

研修の開催 

＜目標②＞ 

働きやすい職場環境づくりにより職員の定着や意

欲向上 

12 月・

開催 

180 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】主任・係長等の役職にある指導的職

員 

【定員】60 名 

【参加費】会員 3,000 円、非会員 10,000 円 

【内容】 

・ラインケアに活かす「傾聴スキル」の重要性 

  ・メンタルヘルス不調者の部下への対応 

・相談対応場面の事例検討 

・復職支援のポイントと基礎理解 

・事例紹介/心の健康づくり計画等 

・管理職・メンタルヘルス推進担当者の日常の関わ

り方 

＊内容は随時講師と調整 

 

継続・

重点３ 

業務改善研修の開催 

＜目標②＞ 

・福祉職場における業務改善の目的・効果等が理

解できる。 

・仕事を整理整頓することで、問題の本質を見極

め、課題解決に導くスキルを身につけることがで

きる。 

・職場環境の向上を図ることができる。 

11 月・

開催 

120 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】中堅職員・チームリーダー 

【定員】40 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】次の①～③をもとに調整する。 

①タイムマネジメント 

②業務改善スキル（職場の 5S 等） 

③記録の書き方 

④ファシリテーション 等 
 

継続 

福祉の資格取得情報の収集・提供 

＜目標③＞ 
 通年 

－ 【内容】 

 福祉に関する資格情報を取りまとめ、 

 HP で広く周知する。  

  【備考】 

 資格情報に変更があれば随時更新する。 

 変更がない資格に関してはそのままとする。 
 

継続 

介護支援専門員実務・更新（未経験者

向け）・再研修の開催 

＜目標③＞ 

・質の高い介護支援専門員の養成 
1 月～5 月・ 

開催 

21,780 千円 

【日程】前年度実務研修後半 R6.4 月～5 月 

    実務・更新・再研修 R7.1 月～3 月 

    （実務研修は R7.5 月末まで継続） 

【会場】（講義）オンライン実施 

   （演習）きらめきプラザ 301・401 会議

室 

【対象】①実務研修：介護支援専門員実務研

修受験試験合格者。研修修了後に介護支援専

門員として登録を行う。②更新（未経験者向

け）研修：介護支援専門員の有効期限（5

年）を迎え、実務経験のない方 

③再研修：更新（未経験者向け）研修を受講

できず、有効期限が切れ、新たに更新を希望

するもの 

  【内容】ガイドラインに基づいた研修内容 

    実務研修 14 日間、更新・再研修 9 日間 

    ＊11 月頃、見学実習指導者研修を実施 

【備考】R6 年度研修（R7.1 月～）より、新カリキュ

ラムによる研修となるため、継続して R6 年度上半期

において、新カリキュラムの検討会議を開催。 

 

継続・

重点３ 

認知症介護実践研修（実践者研修）の

開催 

＜目標③＞ 

・施設従事者の認知症高齢者に対する実践スキル

の向上 

・認知症高齢者に対する介護サービスの充実 ・施

設従事者によるネットワーク構築 

・受講生同士によるネットワーク構築 

7 月・ 

8 月・ 

開催 

4,356 千円 

研修実施機関指定研修。年 2 回程度、指導者

連絡会議を開催し研修内容の協議を行う。 

【日程】6 日間×2 日程 (前半 3 日＋後半 2

日＋評価 1 日) 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】認知症介護従事者（経験 2 年以上） 

【定員】各 66 名 

【参加費】33,000 円 

  【内容】認知症介護指導者養成研修修了者（認知症

介護研究研修仙台センター主催）を中心に講義カリ

キュラムを検討し実施。 

 

継続・

重点３ 

認知症対応型サービス事業開設者・管

理者・計画作成担当者研修の開催 

＜目標③＞ 

(管・開)地域密着型サービス事業等を管理運営し

ていくために必要な知識の習得 

(計)小規模多機能型居宅介護事業所の特性を踏ま

えた計画作成を行うために必要な知識及び技術の

習得 受講生同士によるネットワーク構築 

通年 

2,671 千円 

※ 開：開設者研修、管：管理者研修、 

計：計画作成担当者研修 

【日程】 

(開)1 日間×1 日程 研修：9 月 

(管)2 日間×3 日程、検討会 4～5 月頃 研

修：①9 月②11 月③2 月 

(計)2 日間×1 日程 研修：10 月 

【会場】 

(管・計)きらめきプラザ 301、302 会議室 

(開)きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】認知症介護従事者 

【定員】 

(管・計)各 65 名、(開)30 名 

  【参加費】 

(管・計)4,000 円、(開)3,000 円 

【内容】認知症介護指導者養成研修修了者を中心に

講義カリキュラムを検討し実施 

 

 

推進項目４   福利厚生制度の充実 

目標 ① 多様な働き方や働きやすい職場づくりの推進 
    

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

県共済制度の運営 

＜目標①＞ 

制度の現状把握・見直しを図り長期的に適正な制度運

営を行うことで、社会福祉法人等の福利厚生が充実

し、職員の働きやすい環境づくりにつながる。 

通年 

2,781,654 千円 

■運営委員会 

【日程】年 4 回（四半期に 1 回） 

【運営委員】9 名（任期 2 年） 

【内容】 

 事業計画、収支予算、事業報告、決算、資産運

用状況報告 （四半期決算）、新規加入及び脱退

法人・団体の報告、システムの電子化に関するこ

となど 

  ■制度の適正運営 

 資産運用状況の報告 

 【上半期（9 月末現在）報告】 12 月 

 【下半期（3 月末現在）報告】 翌年 6 月 

 政策アセットミックスの見直し 

■全国関係 

 全国民間社会福祉従事者共済連絡協議会 

 中・四国ブロック会議 
 

継続 

県育成制度の運営 

＜目標①＞ 

制度の現状把握・見直しを図り長期的に適正な制度運

営を行うことで、社会福祉法人等の福利厚生が充実

し、職員の働きやすい環境づくりにつながる。 

通年 

179,106 千円 

■運営委員会 

【日程】 年 2 回程度（6 月、3 月） 

【運営委員】 10 名（任期 2 年） 

【内容】 

 事業計画、収支予算、事業報告、決算、資産運

用状況、先駆的・モデル的実践奨励事業の審

査、新規加入及び脱退法人・団体の報告、システ

ムの電子化に関することなど 

  ■給付事業 

 結婚祝金、出産祝金、傷病見舞金、死亡弔慰金、 

 災害見舞金、永年勤続祝金 

■助成事業 

 研修会等事業（県外・職場内研修）、交流事業（地域交

流・保養促進）、先駆的・モデル的実践奨励事業 

■長期勤続優良職員表彰 

 知事の感謝状を贈呈 
 

継続 
福利厚生センター地方事務局の運営・協力

＜目標①＞ 

・福利厚生事業の充実により、利用する会員の心身の

リフレッシュが期待できる。 

・会員主体となることで、事務軽減を図ることができる。 

通年 10,368 千円 

【日程】１日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 301 会議室 

【対象】入職 3～5 年目の方（中堅職員以下の

階層）、後輩指導している職員 

【目的】上記対象者のバーンアウト予防、ま

た、新任職員への声かけやフォローアップ 

【定員】80 名 

  【参加費】会員 3,000 円・非会員 10,000 円 

【内容】 

・メンタル不調を防ぐストレスの基本知識 

・バーンアウトとは 

・ストレスへの対処力をあげるには 

・ポジティブ思考で物事をとらえる方法 など 

＊内容の詳細は講師と随時調整 
 

継続・

重点３ 

メンタルヘルス（ラインケア）担当者

研修の開催 

＜目標②＞ 

働きやすい職場環境づくりにより職員の定着や意

欲向上 

12 月・

開催 

180 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】主任・係長等の役職にある指導的職

員 

【定員】60 名 

【参加費】会員 3,000 円、非会員 10,000 円 

【内容】 

・ラインケアに活かす「傾聴スキル」の重要性 

  ・メンタルヘルス不調者の部下への対応 

・相談対応場面の事例検討 

・復職支援のポイントと基礎理解 

・事例紹介/心の健康づくり計画等 

・管理職・メンタルヘルス推進担当者の日常の関わ

り方 

＊内容は随時講師と調整 

 

継続・

重点３ 

業務改善研修の開催 

＜目標②＞ 

・福祉職場における業務改善の目的・効果等が理

解できる。 

・仕事を整理整頓することで、問題の本質を見極

め、課題解決に導くスキルを身につけることがで

きる。 

・職場環境の向上を図ることができる。 

11 月・

開催 

120 千円 

【日程】1 日間×1 日程 

【会場】きらめきプラザ 401 会議室 

【対象】中堅職員・チームリーダー 

【定員】40 名 

【参加費】会員 3,000 円 非会員 10,000 円 

  【内容】次の①～③をもとに調整する。 

①タイムマネジメント 

②業務改善スキル（職場の 5S 等） 

③記録の書き方 

④ファシリテーション 等 
 

継続 

福祉の資格取得情報の収集・提供 

＜目標③＞ 
 通年 

－ 【内容】 

 福祉に関する資格情報を取りまとめ、 

 HP で広く周知する。  

  【備考】 

 資格情報に変更があれば随時更新する。 

 変更がない資格に関してはそのままとする。 
 

継続 

介護支援専門員実務・更新（未経験者

向け）・再研修の開催 

＜目標③＞ 

・質の高い介護支援専門員の養成 
1 月～5 月・ 

開催 

21,780 千円 

【日程】前年度実務研修後半 R6.4 月～5 月 

    実務・更新・再研修 R7.1 月～3 月 

    （実務研修は R7.5 月末まで継続） 

【会場】（講義）オンライン実施 

   （演習）きらめきプラザ 301・401 会議

室 

【対象】①実務研修：介護支援専門員実務研

修受験試験合格者。研修修了後に介護支援専

門員として登録を行う。②更新（未経験者向

け）研修：介護支援専門員の有効期限（5

年）を迎え、実務経験のない方 

③再研修：更新（未経験者向け）研修を受講

できず、有効期限が切れ、新たに更新を希望

するもの 

  【内容】ガイドラインに基づいた研修内容 

    実務研修 14 日間、更新・再研修 9 日間 

    ＊11 月頃、見学実習指導者研修を実施 

【備考】R6 年度研修（R7.1 月～）より、新カリキュ

ラムによる研修となるため、継続して R6 年度上半期

において、新カリキュラムの検討会議を開催。 

 

継続・

重点３ 

認知症介護実践研修（実践者研修）の

開催 

＜目標③＞ 

・施設従事者の認知症高齢者に対する実践スキル

の向上 

・認知症高齢者に対する介護サービスの充実 ・施

設従事者によるネットワーク構築 

・受講生同士によるネットワーク構築 

7～8月・ 

開催 
4,356 千円 
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●福利厚生企画・情報会議の開催 

【開催時期】年 3 回程度開催 

【内容】 

・会員が望む福利厚生事業について 

・会員交流事業の進め方について 

・会員に対する情報提供のあり方について 

・その他、会員のニーズに即した事業を展開して

いくために必要となる事柄を検討 

【構成員】福利厚生企画員 10 名程度※令和 6 年

度企画員改選 

  ●会員交流事業の実施 

【会員交流事業】 

【事業内容】 

・日帰りツアー（3～5 回） 

・宿泊事業（１～2 回） 

【施設利用事業】 

・映画チケットの発行（１回）  

 

 

推進項目５   福祉サービスの質の向上のための調査研究・提言活動 

目標 ① 社会福祉法人等の自律的経営に向けた支援 
     

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継 続 ・

重点３ 

調査研究事業の実施 

＜目標①＞ 

福祉施設における人材確保・定着率等の現状を把握

することによって、人材確保・定着支援策の見直しや発

展が期待できる。また、施設・事業所が本調査結果を

もとに、人材確保及び定着促進に向けて取り組むこと

により、福祉・介護分野の雇用が安定し福祉サービス

の質の向上につながる。 

通年 

1,270 千円 

【内容】介護福祉士意識調査 

【調査対象】本会会員施設（高齢・障害）に在籍の

介護福祉士の資格を有している方（2,000 名程度）  

  【目的】福祉・介護人材の確保及び定着のために施策を

推進するうえでの参考データとするため、岡山県内の介

護福祉士について調査する。 
 

継続 

政策提言活動（陳情・要望）の実施 

＜目標①＞ 

社会福祉法人における経営状況や各分野（高齢・障

害・児童・社協）における諸課題、地域の実状等を踏ま

えた多様なニーズの解決に向けて、制度・政策等に係

る陳情・要望を行い、福祉サービスのさらなる質の向

上に繋げることができる。 

年 1 回・ 

開催 

－ 

【日程】令和 6 年 11 月中旬  

【会場】岡山県庁 

【陳情先】自由民主党岡山県支部連合会／自由

民主党岡山県議団）、岡山県子ども・福祉部長 

【対象】経営協等各種別協議会役員、県社協役

員 等 

【内容】陳情・要望内容は、各種別協議会におい

て検討。陳情書、要望書は、経営協他、関係種別

協議会、県社協の連名。 

  【備考】 

・県議団への陳情、岡山県子ども福祉部長への要望は、

同日に実施。 

・例年、8 月（経営協企画）に開催予定の県議団等との懇

談会後、その要望内容に対する県議団側からの報告会

（10 月頃開催）へ出席。 

・必要に応じて、他団体（公明党岡山県支部）への陳情・

要望活動を行う。 

 

継続 

岡山県議会議員との懇談会の開催 

＜目標①＞ 

社会福祉法人における経営状況や各分野（高齢・障

害・児童・社協）における諸課題、地域の実状等を踏ま

えた多様なニーズの解決に向けて、制度・政策に係る

陳情・要望を行い、福祉サービスのさらなる質の向上

に繋げることができる。 

年 1 回・ 

開催 

－ 

【日程】令和 6 年 8 月  

【会場】岡山市内 

【対象】岡山県議会議員（自由民主党）、経営協

等各種別協議会役員、県社協役員等 

【内容】各種別協議会、県社協から制度改善に向

けた提言や要望事項の説明、議員との意見交換

を実施。 

  【備考】 

・日程は議会関連予定（常任委員会等）と併せて調整を行う。  

・係る経費については、経営協会計から支出。 

【参考】 

（8 月）懇談会（要望提言） 

（9 月ｰ 10 月）懇談会対応報告会（要望提言への県の考

え方提示） 

（11 月）団体個別懇談会（県の考え方を踏まえた要望提

言） 
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●福利厚生企画・情報会議の開催 

【開催時期】年 3 回程度開催 

【内容】 

・会員が望む福利厚生事業について 

・会員交流事業の進め方について 

・会員に対する情報提供のあり方について 

・その他、会員のニーズに即した事業を展開して

いくために必要となる事柄を検討 

【構成員】福利厚生企画員 10 名程度※令和 6 年

度企画員改選 

  ●会員交流事業の実施 

【会員交流事業】 

【事業内容】 

・日帰りツアー（3～5 回） 

・宿泊事業（１～2 回） 

【施設利用事業】 

・映画チケットの発行（１回）  

 

 

推進項目５   福祉サービスの質の向上のための調査研究・提言活動 

目標 ① 社会福祉法人等の自律的経営に向けた支援 
     

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継 続 ・

重点３ 

調査研究事業の実施 

＜目標①＞ 

福祉施設における人材確保・定着率等の現状を把握

することによって、人材確保・定着支援策の見直しや発

展が期待できる。また、施設・事業所が本調査結果を

もとに、人材確保及び定着促進に向けて取り組むこと

により、福祉・介護分野の雇用が安定し福祉サービス

の質の向上につながる。 

通年 

1,270 千円 

【内容】介護福祉士意識調査 

【調査対象】本会会員施設（高齢・障害）に在籍の

介護福祉士の資格を有している方（2,000 名程度）  

  【目的】福祉・介護人材の確保及び定着のために施策を

推進するうえでの参考データとするため、岡山県内の介

護福祉士について調査する。 
 

継続 

政策提言活動（陳情・要望）の実施 

＜目標①＞ 

社会福祉法人における経営状況や各分野（高齢・障

害・児童・社協）における諸課題、地域の実状等を踏ま

えた多様なニーズの解決に向けて、制度・政策等に係

る陳情・要望を行い、福祉サービスのさらなる質の向

上に繋げることができる。 

年 1 回・ 

開催 

－ 

【日程】令和 6 年 11 月中旬  

【会場】岡山県庁 

【陳情先】自由民主党岡山県支部連合会／自由

民主党岡山県議団）、岡山県子ども・福祉部長 

【対象】経営協等各種別協議会役員、県社協役

員 等 

【内容】陳情・要望内容は、各種別協議会におい

て検討。陳情書、要望書は、経営協他、関係種別

協議会、県社協の連名。 

  【備考】 

・県議団への陳情、岡山県子ども福祉部長への要望は、

同日に実施。 

・例年、8 月（経営協企画）に開催予定の県議団等との懇

談会後、その要望内容に対する県議団側からの報告会

（10 月頃開催）へ出席。 

・必要に応じて、他団体（公明党岡山県支部）への陳情・

要望活動を行う。 

 

継続 

岡山県議会議員との懇談会の開催 

＜目標①＞ 

社会福祉法人における経営状況や各分野（高齢・障

害・児童・社協）における諸課題、地域の実状等を踏ま

えた多様なニーズの解決に向けて、制度・政策に係る

陳情・要望を行い、福祉サービスのさらなる質の向上

に繋げることができる。 

年 1 回・ 

開催 

－ 

【日程】令和 6 年 8 月  

【会場】岡山市内 

【対象】岡山県議会議員（自由民主党）、経営協

等各種別協議会役員、県社協役員等 

【内容】各種別協議会、県社協から制度改善に向

けた提言や要望事項の説明、議員との意見交換

を実施。 

  【備考】 

・日程は議会関連予定（常任委員会等）と併せて調整を行う。  

・係る経費については、経営協会計から支出。 

【参考】 

（8 月）懇談会（要望提言） 

（9 月ｰ 10 月）懇談会対応報告会（要望提言への県の考

え方提示） 

（11 月）団体個別懇談会（県の考え方を踏まえた要望提

言） 
 

 

経経営営・・活活動動方方針針４４  「「法法人人経経営営・・運運営営組組織織のの機機能能をを強強化化ししまますす」」  

推進項目１ 法人経営の基盤強化 

目標 ① 内部管理体制の基本方針に沿った法人運営 

② 市町村社協・民生委員の加入率 100％並びに社会福祉施設を経営する社会福祉法人の加入率 

 95％維持 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

評議員会の開催 

＜目標①＞ 

評議員会は、法人運営の基本ルール・体制を決議する機

関、また役員等のけん制機能を持つ機関として法人運営

を監督する役割を有しているとともに、地域福祉のニーズ

や福祉サービスを利用する利用者の意見を法人経営に

反映できる。また、評議員には善管注意義務が求められ

ており、適切な法人経営を行うことができる。 

年 2 回・ 

開催 

212 千円 

【日程】年 2 回（6・3 月） 

【会場】きらめきプラザ（状況によりテレビ会議や

決議の省略を検討） 

【評議員定数】19 名以上 23 名以内 

【出席予定】評議員・監事・会長・常務理事・幹部

職員等 

【決議事項】 

①理事及び監事の選任又は解任 

②理事及び監事の報酬等の額 

③理事及び監事、評議員に対する報酬等支給の

基準 

④予算及び事業計画の承認 

⑤計算書類及び財産目録並びに事業報告の承認  

  ⑥予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄 

⑦定款の変更 

⑧残余財産・基本財産の処分 

⑨社会福祉充実計画の承認 

⑩公益事業・収益事業に関する重要な事項 

⑪解散 

⑫経営・活動計画の評価と次期計画の策定について 

⑬その他評議員会で決議するものとして法令又はこの

定款で定められた事項 

【備考】 

・評議員選任・解任委員会にて選任・解任を行う。 

・評議員の任期（概ね 4 年）は、R7 年度に開催する定時

評議員会の終結の時までとなる。 
 

継続 

役員会の開催 

＜目標①＞ 

法人経営の責任を有する理事の代表として、適正な法人

経営への関与を促進することができる。組織の業務執行

機関、また業務執行機関として、法人経営の責務と役割

を果たすうえで、本会業務への理解と積極的な関与を促

進することにつながる。 

年 4 回・ 

開催 

350 千円 

＜正副会長会＞ 

【日程】年 4 回（6・9・12・3 月） 

【会場】きらめきプラザ 

【出席予定】正副会長・常務理事・幹部職員等 

【協議内容】 

 ①理事会（評議員会）提出議題 

 ②法人の重要な検討事項 

 ③その他検討すべき事項 

＜理事会＞ 

【日程】年 4 回＜6・9・12・3 月＞ 

【会場】きらめきプラザ（状況によりテレビ会議や

決議の省略を検討） 

  【出席予定】理事・監事・幹部職員等 

 ①法人経営（ガバナンス）の強化 

 ②出席率の向上 

 ③多機関・団体の参画による地域福祉推進に必要な

問題・課題の解決に向けた検討 

 ④課題別委員会の協議報告 

 ⑤評議員選任・解任委員会 委員の協議（令和 6 年 9

月） 

【備考】 

 役員任期（概ね 2 年）は、R7 年度定時評議員会の終

結の時まで。 

 

継続 

監査の実施 

＜目標①＞ 

・法人運営の適正化・透明化をはかることができる。 

・法令を遵守し、財務情報の信頼性の向上、ガバナンスの

強化、業務の効率化、効果的な経営の実現をすることが

できる。 

通年 

2,581 千円 

【監事監査】 

・監事による監査（年 2 回） 

 ①監事会（6 月開催） 

 ②中間監査（11 月開催） 

【会計監査人監査】 

・会計監査人の監査方法により監査実施。 

・任期は、6 月の定時評議員会での選任から、翌

年 6 月開催予定の定時評議員会の終結の時まで。 

・報酬は、監事の過半数以上の同意を得て、6 月

初旬開催の理事会にて決定する。 

  ・会計監査人から監事に対して監査計画の説明を行う。

（11 月） 

・監査報告は、監事監査（6 月）の際に監査証明が提出さ

れる。 

【内部監査担当者監査】 

・本会職員の中より会長が定める者による監査 

【備考】 

・6 月実施監事会の開催前に監事・会計監査人・内部監

査担当者三者合同打ち合わせ会を行い、前年度の報告

及び今年度の監査内容の調整を行う。 
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継続 

評議員・選任解任委員会の開催 

＜目標①＞ 

評議員選任にあたっては、理事会から推薦された評議員

候補者 1 名ずつ、当該候補者の詳細事項を理事から説

明を受けた上で選任決議することになる。また、理事会が

評議員として不適任と判断した場合は、理由の説明を受

けた上で解任の可否について決議を行うことになるため、

本会の決議機関となる評議員会の適正な運営につなが

る。 

年 1 回・

開催 

18 千円 

【日程】年 1 回（10 月頃） 

【会場】きらめきプラザ 

【委員】5 名（監事 1 名、事務局員 1 名、外部委員

3 名） 

【対象】評議員選任・解任委員会委員・役員・幹部

職員等 

【備考】 

・基本的に評議員定数（19 名以上 23 名以内）に

欠員が生じた場合や、解任の提案が理事会より

提出された場合のみ開催する。 

  【任期】 

 令和 2 年 9 月 11 日～令和 6 年 6 月定時評議員会

まで 

 

継続 

経営企画委員会の開催 

＜目標①＞ 

法人経営の重要事項について、客観的・実質的に協議が

行われる場を担保するとともに、法人経営の機動性を高

めることができる。併せて、県社協を取り巻く関係者（市町

村社協、民生委員児童委員、施設経営の法人関係者、当

事者組織、社会福祉関係団体、学識経験者）等より、本

会が展開する各種事業や新規事業等に対して、様々な立

場から助言を得ることができる。 

年 3 回・

開催 

167 千円 

【日程】年 3 回程度（8・11・2 月頃予定） 

【会場】きらめきプラザ 

【出席者】20 名(委員 7 名・常務理事・幹部職員・

中堅職員会議) 

【協議内容】 

 ①第 8 次経営・活動計画の中間評価及び進行

管理に関すること 

 ②新規事業の実施及び既存事業の見直し検討

に関すること 

 ③単年度計画・予算に関すること 

④その他、法人経営の重要な事項に関すること 

  【備考】 

 ①委員任期：R5 年 6 月 1 日～R7 年 5 月 31 日（2 年） 

 ②協議に必要な情報は多方面から収集し、提供する。 

 

継続 

正会員・賛助会員の加入促進 

＜目標②＞ 

本会の理念や目的に対する理解と協力を拡大することに

より、地域福祉をより一層推進することができるとともに、

財政的にも一般財源の増により、組織の安定化・基盤強

化となる。 

通年 

605 千円 

【会員管理】 

 ・会費請求：7 月頃 

 ・会員基礎データ確認：3 月頃 

【加入勧奨の実施】 

会員拡大に向け、会員加入の働きかけを行う。福

利厚生制度への加入案内等と併せて、積極的に

加入勧奨を行う。 

 ①新設社会福祉法人・事業所 

 ②未加入団体や社会福祉法人・事業所 

 ③学識経験者（福祉大学、専門学校、各種委員

会等） 

 ④賛助会員 

  【会員入会のご案内パンフレットの作成】 

 ・作成：4 月頃 

第 8 次計画の作成に併せてパンフレットを再作成する。 

【会員向けサービス（会員特典）の検討】 

入会メリット（対価性）を明確にするため、会員向けサー

ビスの拡充に向けて検討する。 

【その他】 

社会福祉団体等に本会事業についての理解促進や団体

間の情報共有の場として、隔年で社会福祉団体等会員

会議を開催する。（令和 6 年度/令和 7 年 1 月頃開催予

定） 

 

 

推進項目２ 管理体制の充実 

目標 ① 組織体制の整備 

② PDCA サイクルに基づく進行管理 

③ 福祉情報の発信 

④ 危機管理体制の整備 

継続 

評議員・選任解任委員会の開催 

＜目標①＞ 

評議員選任にあたっては、理事会から推薦された評議員

候補者 1 名ずつ、当該候補者の詳細事項を理事から説

明を受けた上で選任決議することになる。また、理事会が

評議員として不適任と判断した場合は、理由の説明を受

けた上で解任の可否について決議を行うことになるため、

本会の決議機関となる評議員会の適正な運営につなが

る。 

年 1 回・

開催 

18 千円 

【日程】年 1 回（10 月頃） 

【会場】きらめきプラザ 

【委員】5 名（監事 1 名、事務局員 1 名、外部委員

3 名） 

【対象】評議員選任・解任委員会委員・役員・幹部

職員等 

 

 

 

  

  【備考】 

・基本的に評議員定数（19 名以上 23 名以内）に欠員

が生じた場合や、解任の提案が理事会より提出された

場合のみ開催する。 

【任期】 

 令和 2 年 9 月 11 日～令和 6 年 6 月定時評議員会

まで 

 

継続 

経営企画委員会の開催 

＜目標①＞ 

法人経営の重要事項について、客観的・実質的に協議が

行われる場を担保するとともに、法人経営の機動性を高

めることができる。併せて、県社協を取り巻く関係者（市町

村社協、民生委員児童委員、施設経営の法人関係者、当

事者組織、社会福祉関係団体、学識経験者）等より、本

会が展開する各種事業や新規事業等に対して、様々な立

場から助言を得ることができる。 

年 3 回・

開催 

167 千円 

【日程】年 3 回程度（8・11・2 月頃予定） 

【会場】きらめきプラザ 

【出席者】20 名(委員 7 名・常務理事・幹部職員・

中堅職員会議) 

【協議内容】 

 ①第 8 次経営・活動計画の中間評価及び進行

管理 

 ②新規事業の実施及び既存事業の見直し検討 

 ③単年度計画・予算に関すること 

④その他、法人経営の重要な事項 

  

  【備考】 

 ①委員任期：R5 年 6 月 1 日～R7 年 5 月 31 日（2 年） 

 ②協議に必要な情報は多方面から収集し、提供する。 

 

継続 

正会員・賛助会員の加入促進 

＜目標②＞ 

本会の理念や目的に対する理解と協力を拡大することに

より、地域福祉をより一層推進することができるとともに、

財政的にも一般財源の増により、組織の安定化・基盤強

化となる。 

通年 

605 千円 

【会員管理】 

 ・会費請求：7 月頃 

 ・会員基礎データ確認：3 月頃 

【加入勧奨の実施】 

会員拡大に向け、会員加入の働きかけを行う。福

利厚生制度への加入案内等と併せて、積極的に

加入勧奨を行う。 

 ①新設社会福祉法人・事業所 

 ②未加入団体や社会福祉法人・事業所 

 ③学識経験者（福祉大学、専門学校、各種委員

会等） 

 ④賛助会員 

  【会員入会のご案内パンフレットの作成】 

 ・作成：4 月頃 

第 8 次計画の作成に併せてパンフレットを再作成する。 

【会員向けサービス（会員特典）の検討】 

入会メリット（対価性）を明確にするため、会員向けサー

ビスの拡充に向けて検討する。 

【その他】 

社会福祉団体等に本会事業についての理解促進や団体

間の情報共有の場として、隔年で社会福祉団体等会員

会議を開催する。（令和 6 年度/令和 7 年 1 月頃開催予

定） 

 

 

推進項目２ 管理体制の充実 

目標 ① 組織体制の整備 

② PDCA サイクルに基づく進行管理 

③ 福祉情報の発信 

④ 危機管理体制の整備 
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継続 

評議員・選任解任委員会の開催 

＜目標①＞ 

評議員選任にあたっては、理事会から推薦された評議員

候補者 1 名ずつ、当該候補者の詳細事項を理事から説

明を受けた上で選任決議することになる。また、理事会が

評議員として不適任と判断した場合は、理由の説明を受

けた上で解任の可否について決議を行うことになるため、

本会の決議機関となる評議員会の適正な運営につなが

る。 

年 1 回・

開催 

18 千円 

【日程】年 1 回（10 月頃） 

【会場】きらめきプラザ 

【委員】5 名（監事 1 名、事務局員 1 名、外部委員

3 名） 

【対象】評議員選任・解任委員会委員・役員・幹部

職員等 

【備考】 

・基本的に評議員定数（19 名以上 23 名以内）に

欠員が生じた場合や、解任の提案が理事会より

提出された場合のみ開催する。 

  【任期】 

 令和 2 年 9 月 11 日～令和 6 年 6 月定時評議員会

まで 

 

継続 

経営企画委員会の開催 

＜目標①＞ 

法人経営の重要事項について、客観的・実質的に協議が

行われる場を担保するとともに、法人経営の機動性を高

めることができる。併せて、県社協を取り巻く関係者（市町

村社協、民生委員児童委員、施設経営の法人関係者、当

事者組織、社会福祉関係団体、学識経験者）等より、本

会が展開する各種事業や新規事業等に対して、様々な立

場から助言を得ることができる。 

年 3 回・

開催 

167 千円 

【日程】年 3 回程度（8・11・2 月頃予定） 

【会場】きらめきプラザ 

【出席者】20 名(委員 7 名・常務理事・幹部職員・

中堅職員会議) 

【協議内容】 

 ①第 8 次経営・活動計画の中間評価及び進行

管理に関すること 

 ②新規事業の実施及び既存事業の見直し検討

に関すること 

 ③単年度計画・予算に関すること 

④その他、法人経営の重要な事項に関すること 

  【備考】 

 ①委員任期：R5 年 6 月 1 日～R7 年 5 月 31 日（2 年） 

 ②協議に必要な情報は多方面から収集し、提供する。 

 

継続 

正会員・賛助会員の加入促進 

＜目標②＞ 

本会の理念や目的に対する理解と協力を拡大することに

より、地域福祉をより一層推進することができるとともに、

財政的にも一般財源の増により、組織の安定化・基盤強

化となる。 

通年 

605 千円 

【会員管理】 

 ・会費請求：7 月頃 

 ・会員基礎データ確認：3 月頃 

【加入勧奨の実施】 

会員拡大に向け、会員加入の働きかけを行う。福

利厚生制度への加入案内等と併せて、積極的に

加入勧奨を行う。 

 ①新設社会福祉法人・事業所 

 ②未加入団体や社会福祉法人・事業所 

 ③学識経験者（福祉大学、専門学校、各種委員

会等） 

 ④賛助会員 

  【会員入会のご案内パンフレットの作成】 

 ・作成：4 月頃 

第 8 次計画の作成に併せてパンフレットを再作成する。 

【会員向けサービス（会員特典）の検討】 

入会メリット（対価性）を明確にするため、会員向けサー

ビスの拡充に向けて検討する。 

【その他】 

社会福祉団体等に本会事業についての理解促進や団体

間の情報共有の場として、隔年で社会福祉団体等会員

会議を開催する。（令和 6 年度/令和 7 年 1 月頃開催予

定） 

 

 

推進項目２ 管理体制の充実 

目標 ① 組織体制の整備 

② PDCA サイクルに基づく進行管理 

③ 福祉情報の発信 

④ 危機管理体制の整備 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

局内連携体制（事務局企画調整会議等）

の機能強化 

＜目標①＞ 

組織課題の解決に向けて、共有から解決策を検討する

ことができる。さらに、局内の仕組み（事務局企画調整

会議、職員会議、特命チーム等）を整備・強化すること

で、局内の更なる連携・強化が図ることができる。 

通年 

303 千円 

【内容】 

事務局企画調整会議（幹部会議及び中堅職員会

議）を中心に局内の連携体制の機能強化を図

る。新たな課題等への研究が必要となった場合

は、局内に部署横断の検討チームを組成し、検

討を進める体制を構築する。 

【幹部会議】 

 ①常務理事、事務局長、各部長・副部長で構成 

 ②原則、毎週金曜日に開催 

 ③本会の事業運営や企画調整に関する重要事

項等について協議する。  

  【中堅職員会議】 

 ①各部署から選任された中堅（指導的）職員で構成 

②原則、毎月 1 回開催 

 ③幹部会議を補佐し、本会の事業運営や企画調整に

おける事前調整・準備の他、局内への情報共有並びに

周知徹底など行う。また、組織の発展・改善に向け、幹

部会議へ提案・提言していく役割を担う。 

【職員会議】 

 ①原則、毎月第 3 月曜日に開催 

 ②各種検討事項や事業展開内容についての情報共

有、連絡調整を行う。 

 ③内容については、事務局企画調整会議にて検討す

る内容の他、各職員からの提案事項とする。 
 

継続 

事務所内における安全運転管理 

＜目標①＞ 

公用車の管理並びに使用者の安全運転を日常的に促

すことで、安全運転確保及び交通事故防止につながる。 
通年 

1,251 千円 

【内容】 

①所有する公用車の点検を定期的に実施する。 

②安全運転管理者として安全運転管理者講習を

受講(年 1 回)する。 

③使用者への安全運転を周知徹底する。 

④使用者の運転免許証について更新状況等を把

握・確認する。 

⑤公用車使用簿に基づく運転管理を行う。 

⑥事故、車の自損等の発生時には報告書の提出

を徹底する。 

  ⑦岡山市自転車利用条例施行(令和 2 年 9 月₎に伴

い、公用自転車の賠償責任保険に加入する。 

⑧道路交通法施行細則等の一部改正（令和 3 年 11

月）に伴い、運転する従業員に対するアルコール検査

等を実施する。 

⑨自転車乗車時のヘルメット着用が努力義務となり、

ヘルメットを着用するよう推奨する。 

⑩公用車の事故による運転者の負担のあり方は研究

する。 

 

継続 

グループウェア（局内情報共有システム）

の整備 

＜目標①＞ 

新システムの導入により、局内だけでなく出張先等でも

スケジュール確認や機材予約等が可能になるなど ICT

化を通じて業務の効率化につながる。 

通年 

700 千円 
【令和 6 年度：新システムへの完全移行】 

①実施主体 

 情報管理担当者会議 

②実施期間 

令和 6 年 4 月～ 

  ・新システムへの完全移行を実施し、不具合が発生し

た場合の対応を共有する。順調に移行していることを

確認した後、マイウェブの利用を停止する。 

・マイウェブサーバは令和 6 年度末をもって撤去する。 

 

継続 

第 8 次経営・活動計画の進行管理・評価

＜目標②＞ 

PDCA サイクルに基づき、計画の推進・進行管理を行う

ことで、実行性のある組織運営や着実な事業推進が図

られる。また、計画的・定期的な協議の場を設け、役割

分担を行うことにより、職場全体の PDCA サイクルへの

参画意識・当事者意識を高めることができるとともに、

特に中堅職員の資質向上と意識改革を図ることができる。  

通年 

－ 

【内容】 

①原則毎月 1 回開催の中堅職員会議を中心に

具体的協議を行い、幹部会議との調整並びに職

員会議等を活用し、周知を図る。 

②第 8 次経営・活動計画の評価作業の実施・管理 

＊PDCA サイクル（事業企画・中間・年度末評価）

の進捗管理 

③中間評価に関する検討 

④各年次の事業評価のとりまとめ 

【中間評価】 

1 年次・2 年次の取組について、3 年次に中間評

価を行い、社会情勢を踏まえて修正計画を策定

する。 

  【最終評価】 

5 年間の取組について内部評価、外部評価（経営企画

委員会)により最終評価を行い、役員会や評議員会へ

報告する。 

（内部評価の内容） 

全職員・各部署において計画進捗状況等から評価総括

表を作成し、事務局企画調整会議(幹部会議・中堅職

員会議）において次計画に向けた方向性を検討する。 

【外部評価】 

経営企画委員会(外部評価機関)において、評価総括表

に基づき答申書を作成する。 

 

継続 

評議員・選任解任委員会の開催 

＜目標①＞ 

評議員選任にあたっては、理事会から推薦された評議員

候補者 1 名ずつ、当該候補者の詳細事項を理事から説

明を受けた上で選任決議することになる。また、理事会が

評議員として不適任と判断した場合は、理由の説明を受

けた上で解任の可否について決議を行うことになるため、

本会の決議機関となる評議員会の適正な運営につなが

る。 

年 1 回・

開催 

18 千円 

【日程】年 1 回（10 月頃） 

【会場】きらめきプラザ 

【委員】5 名（監事 1 名、事務局員 1 名、外部委員

3 名） 

【対象】評議員選任・解任委員会委員・役員・幹部

職員等 

 

 

 

  

  【備考】 

・基本的に評議員定数（19 名以上 23 名以内）に欠員

が生じた場合や、解任の提案が理事会より提出された

場合のみ開催する。 

【任期】 

 令和 2 年 9 月 11 日～令和 6 年 6 月定時評議員会

まで 

 

継続 

経営企画委員会の開催 

＜目標①＞ 

法人経営の重要事項について、客観的・実質的に協議が

行われる場を担保するとともに、法人経営の機動性を高

めることができる。併せて、県社協を取り巻く関係者（市町

村社協、民生委員児童委員、施設経営の法人関係者、当

事者組織、社会福祉関係団体、学識経験者）等より、本

会が展開する各種事業や新規事業等に対して、様々な立

場から助言を得ることができる。 

年 3 回・

開催 

167 千円 

【日程】年 3 回程度（8・11・2 月頃予定） 

【会場】きらめきプラザ 

【出席者】20 名(委員 7 名・常務理事・幹部職員・

中堅職員会議) 

【協議内容】 

 ①第 8 次経営・活動計画の中間評価及び進行

管理 

 ②新規事業の実施及び既存事業の見直し検討 

 ③単年度計画・予算に関すること 

④その他、法人経営の重要な事項 

  

  【備考】 

 ①委員任期：R5 年 6 月 1 日～R7 年 5 月 31 日（2 年） 

 ②協議に必要な情報は多方面から収集し、提供する。 

 

継続 

正会員・賛助会員の加入促進 

＜目標②＞ 

本会の理念や目的に対する理解と協力を拡大することに

より、地域福祉をより一層推進することができるとともに、

財政的にも一般財源の増により、組織の安定化・基盤強

化となる。 

通年 

605 千円 

【会員管理】 

 ・会費請求：7 月頃 

 ・会員基礎データ確認：3 月頃 

【加入勧奨の実施】 

会員拡大に向け、会員加入の働きかけを行う。福

利厚生制度への加入案内等と併せて、積極的に

加入勧奨を行う。 

 ①新設社会福祉法人・事業所 

 ②未加入団体や社会福祉法人・事業所 

 ③学識経験者（福祉大学、専門学校、各種委員

会等） 

 ④賛助会員 

  【会員入会のご案内パンフレットの作成】 

 ・作成：4 月頃 

第 8 次計画の作成に併せてパンフレットを再作成する。 

【会員向けサービス（会員特典）の検討】 

入会メリット（対価性）を明確にするため、会員向けサー

ビスの拡充に向けて検討する。 

【その他】 

社会福祉団体等に本会事業についての理解促進や団体

間の情報共有の場として、隔年で社会福祉団体等会員

会議を開催する。（令和 6 年度/令和 7 年 1 月頃開催予

定） 

 

 

推進項目２ 管理体制の充実 

目標 ① 組織体制の整備 

② PDCA サイクルに基づく進行管理 

③ 福祉情報の発信 

④ 危機管理体制の整備 
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継続 

広報活動の強化・推進（機関紙・HP・

SNS） 

＜目標③＞ 

組織全体で広報活動の強化に取り組むことで、本会や

本会の事業、活動等の更なる理解はもとより、社協や

地域福祉の理解促進にもつながる。 

通年 

630 千円 

【内容】 

①広報担当者会議（毎月１回）開催 

②広報担当者を中心に情報管理担当者とも連携

しながら組織全体として積極的な広報活動を推

進していく。 

 ・既存の広報媒体（機関紙、HP、SNS（フェイス

ブック、インスタグラム）の充実・活用 

 ・報道各社を活用したプレスリリースの強化 

 ・情報発信力の強化（職員広報研修の開催） 

 ・イメージキャラクターの活用 

 ・関係機関への説明等による広報の強化 

 ・一般県民に向けた周知・広報 

＜機関紙＞ 

 ①回数：年 4 回（5 月・8 月・11 月・2 月）発行 

 ②送付先：県社協会員・関係機関団体 

 ③部数：5,900 部 

 ④R6 年度は第三種郵便で実施する。 

  ＜ホームページ＞ 

 ①運用機器：レンタルサーバ 

 ②ワークフローが復旧困難など不具合も発生しており、

新ホームページへの移行を検討する。 

＜SNS（フェイスブック、インスタグラム）＞ 

 ①掲載：随時 

 ②状況の分析、さらなる周知の方法検討 

 

継続 

福祉資料室の運営 

＜目標③＞ 

福祉関連図書・DVD を整備し、貸出を促進することによ

り、福祉に関する理解や関心を高めることができる。 
通年 

300 千円 

【運営管理体制の整備】 

①「福祉資料室運営管理マニュアル」の随時見直

し 

②福祉資料室の整理 

③ビデオ・図書管理システムの運営管理 

【福祉情報の充実強化】 

①福祉関連図書・DVD の購入 

 購入物：「書籍及びビデオ・DVD 購入一覧」をも

とに、計画的に購入する。 

※ビデオ・DVD どちらもある場合は、DVD のみに

する。 

②その他 

 図書・DVD 販売業者からのチラシ案内等をもと

に、最新の情報資料を整備する。 

  ③成果物の収集 

 各部所で作成した調査報告書等の成果物を収集し、

福祉資料室で管理する(随時)。 

【利用促進に向けた情報提供の充実強化】 

①ホームページ「福祉資料室」ビデオ・DVD 一覧の更

新。 

②会員関係資料送付の際にチラシを同封するなど、利

用促進を図る。 

③他都道府県社協で資料室を運営しているところを調

査し、本会の取組に活かしていく。 

 

継続 

情報環境の整備 

＜目標③＞ 

安定的な局内情報環境を整備することで、局内情報の

共有や広報強化の基盤整備を行うことができるととも

に、ICT リスク管理や迷惑メール等の対応強化や業務

の標準化、効率化につながる。 

通年 

1,320 千円 

【内容】 

①局内情報共有システムの運営管理 

②業務管理(ほっとプラン 2)システムの運営管理 

③業務の効率化に向けた情報管理体制の検討 

④メールマガジン・SNS 等の情報配信管理 

⑤局内情報管理マニュアルの見直し(随時) 

⑥その他情報関連機器及びソフトの保守管理・

サポート等 

  【管理体制】 

①情報管理担当者会議を局内に設置し、情報担当職員

と連携して局内ネットワーク関係等の運営管理、各職員

の PC 設定等の対応を行うとともに、要検討事項につい

て協議する。 

②回線不通時においては、保守業者等と連携し復旧作

業を行う。 

 

継続 
局内危機管理体制の整備 

＜目標④＞ 

災害発生時において、災害時初動対応計画・事業継続

計画(BCP)に基づく災害福祉支援活動における初動対

応の実行性を高めることができる。また、本会や各機関

が実施する訓練等に参加することで、平時からの訓練

や準備が可能となるとともに、関係機関・団体等のネッ

トワーク形成や災害福祉支援活動における防災意識の

高揚や危機管理能力の向上を図ることができる。 

通年 － 
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継続 

広報活動の強化・推進（機関紙・HP・

SNS） 

＜目標③＞ 

組織全体で広報活動の強化に取り組むことで、本会や

本会の事業、活動等の更なる理解はもとより、社協や

地域福祉の理解促進にもつながる。 

通年 

630 千円 

【内容】 

①広報担当者会議（毎月１回）開催 

②広報担当者を中心に情報管理担当者とも連携

しながら組織全体として積極的な広報活動を推

進していく。 

 ・既存の広報媒体（機関紙、HP、SNS（フェイス

ブック、インスタグラム）の充実・活用 

 ・報道各社を活用したプレスリリースの強化 

 ・情報発信力の強化（職員広報研修の開催） 

 ・イメージキャラクターの活用 

 ・関係機関への説明等による広報の強化 

 ・一般県民に向けた周知・広報 

＜機関紙＞ 

 ①回数：年 4 回（5 月・8 月・11 月・2 月）発行 

 ②送付先：県社協会員・関係機関団体 

 ③部数：5,900 部 

 ④R6 年度は第三種郵便で実施する。 

  ＜ホームページ＞ 

 ①運用機器：レンタルサーバ 

 ②ワークフローが復旧困難など不具合も発生しており、

新ホームページへの移行を検討する。 

＜SNS（フェイスブック、インスタグラム）＞ 

 ①掲載：随時 

 ②状況の分析、さらなる周知の方法検討 

 

継続 

福祉資料室の運営 

＜目標③＞ 

福祉関連図書・DVD を整備し、貸出を促進することによ

り、福祉に関する理解や関心を高めることができる。 
通年 

300 千円 

【運営管理体制の整備】 

①「福祉資料室運営管理マニュアル」の随時見直

し 

②福祉資料室の整理 

③ビデオ・図書管理システムの運営管理 

【福祉情報の充実強化】 

①福祉関連図書・DVD の購入 

 購入物：「書籍及びビデオ・DVD 購入一覧」をも

とに、計画的に購入する。 

※ビデオ・DVD どちらもある場合は、DVD のみに

する。 

②その他 

 図書・DVD 販売業者からのチラシ案内等をもと

に、最新の情報資料を整備する。 

  ③成果物の収集 

 各部所で作成した調査報告書等の成果物を収集し、

福祉資料室で管理する(随時)。 

【利用促進に向けた情報提供の充実強化】 

①ホームページ「福祉資料室」ビデオ・DVD 一覧の更

新。 

②会員関係資料送付の際にチラシを同封するなど、利

用促進を図る。 

③他都道府県社協で資料室を運営しているところを調

査し、本会の取組に活かしていく。 

 

継続 

情報環境の整備 

＜目標③＞ 

安定的な局内情報環境を整備することで、局内情報の

共有や広報強化の基盤整備を行うことができるととも

に、ICT リスク管理や迷惑メール等の対応強化や業務

の標準化、効率化につながる。 

通年 

1,320 千円 

【内容】 

①局内情報共有システムの運営管理 

②業務管理(ほっとプラン 2)システムの運営管理 

③業務の効率化に向けた情報管理体制の検討 

④メールマガジン・SNS 等の情報配信管理 

⑤局内情報管理マニュアルの見直し(随時) 

⑥その他情報関連機器及びソフトの保守管理・

サポート等 

  【管理体制】 

①情報管理担当者会議を局内に設置し、情報担当職員

と連携して局内ネットワーク関係等の運営管理、各職員

の PC 設定等の対応を行うとともに、要検討事項につい

て協議する。 

②回線不通時においては、保守業者等と連携し復旧作

業を行う。 

 

継続 
局内危機管理体制の整備 

＜目標④＞ 

災害発生時において、災害時初動対応計画・事業継続

計画(BCP)に基づく災害福祉支援活動における初動対

応の実行性を高めることができる。また、本会や各機関

が実施する訓練等に参加することで、平時からの訓練

や準備が可能となるとともに、関係機関・団体等のネッ

トワーク形成や災害福祉支援活動における防災意識の

高揚や危機管理能力の向上を図ることができる。 

通年 － 

【災害時初動対応計画・事業継続計画(BCP)の更

新】 

・災害発生時の初動対応と事業継続計画(BCP)

をまとめた本計画について、加除式で毎年整理

する。 

【災害支援活動訓練等への参画】 

①総合防災訓練への参画 

・災害救援本部(県社協)の役割及び機能の理解

促進のため、岡山県等が実施する訓練に参加

し、本会や社協の災害時の取組等の理解促進を

図る。 

・本会が事務局である DWAT(岡山県災害派遣福  

  祉チーム)の訓練参加も継続して行う。 

＜実施時期：11 月 16 日(土)＞ 

②本会職員の初動対応訓練の実施 

・災害時初動対応計画に基づく初動対応の実行性の確

認のため、職員会議を利用し、実態に即した形で訓練

を行う。 

③きらめきプラザ館内の防災・防火訓練 

・会館訓練計画に基づく自衛消防組織を中心とした避

難訓練に参加する。(実施時期：10 月頃) 

【その他】 

その他必要に応じて、各関係機関・団体等が実施する

訓練等に参画する。 
 

継続 

関係機関と協定締結に基づく災害支援 

＜目標④＞ 

社協及び協定締結団体と協力することで、そのネットワ

ークを活かし、物資や人材等の不足する資源を補い円

滑な被災地支援を行うことができる。 

通年 

－ 

【中ブロ県・指定都市社協災害時の相互支援に

関する協定】 

・ブロック幹事社協からの支援要請に基づき支援

する。 

・支援内容は中国ブロック県・指定都市社協災害

時の相互支援に基づく。 

・年度初めに幹事社協より連絡先窓口の確認が

行われる。（令和 6 年度幹事社協は岡山市。岡

山県は令和 9 年度担当） 

【岡山県との契約】 

・災害救助法の適用対象となった場合は、県との 

  契約書のひな型を基に契約を進める。 

【災害 VC の運営等に関する協定】 

・災害時に必要に応じて協定締結団体へ、災害ボランテ

ィアセンターの運営支援（人材の派遣、資機材の調達・

提供、情報の共有等）を要請する。 

・各団体役員交代時期にあわせて担当者確認の場を設

定し、協定内容の共有等を行う。 

①日本青年会議所中国地区岡山ブロック協議会（JCI）：

暦年で役員交代。 

②ライオンズクラブ国際協会（LC）（336-B 地区） 

 ：毎年 7 月で役員交代。 
 

継続 

災害時における被災者支援ボランティア

に関する協定（県・県内大学）に基づく災

害支援 

＜目標④＞ 

災害支援に関する県内外の動向、各社協の取り組み、

お互いの状況を共有しておくことで、県内で災害が起こ

った際に支援の連携が円滑に行うことができる。 

通年 

－ 
【目的】県内で災害が発生した場合において、被

災者の生活再建のための各種支援を行なうボラ

ンティア活動を迅速かつ効果的なものにするた

め、本会・岡山県・県内大学の 3 者間の災害ボラ

ンティアに係る連携体制を整える。 

【対象】県、県内大学 

  【内容】協定の実効性を高めるため、県との連絡会議の

開催による協定内容の共有や大学内における防災啓

発への協力を行う。また、発災時には、協定に基づき

災害支援活動を行う。 

その他、県調整の上、大学において災害ボランティア

入門等の講座を行う。 
 

  
推進項目３ 組織性・専門性を有する人材育成と働きやすい職場環境の整備 

目標 ① 職員研修計画必須受講研修の受講率 100％ 

② 有給付与日数の取得率 70％以上 

③ 仕事と家庭の調和に向けた環境整備 

④ 健康診断受診率 100％ 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

組織性・専門性を有する人材育成 

＜目標①＞ 

職員全体の資質向上や日常業務において職階に応じた

役割を発揮することに結びつけられる。また、計画的・継

続的に人材の養成・育成を図り、目標管理への取組に向

けた環境整備を図ることができる。 

通年 

521 千円 

【内容】 

 職員の研修ニーズ等を踏まえて、組織研修計

画を研修責任者、担当者にて協議のうえ、毎年

度策定する。 

 組織研修計画に基づき、各職員は所属上司とヒ

アリングを行い、個人研修計画を毎年度策定する。

 PDS サイクルにより、中間と年度末に所属上司

とヒアリングのうえ評価を行い、次年度以降の計

画に反映する。 

  【研修計画】 

 組織研修計画に基づき、OJT(職務を通じた計画的指

導)、OFF-JT(集合・派遣研修)、SDS(自己啓発研修)等

への支援を行う。 

【その他】 

 目指すべき職員像や職員研修実施要綱・様式、研修

体系については、事務局企画調整会議を中心に、随時

見直しを行う。 

 必要に応じて、職員育成計画へ反映していく。 
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継続 

人事・労務環境の整備 

＜目標②＞ 

・過重労働の防止 ・有給休暇等の有効活用による心身

のリフレッシュ 

・育児・介護を行う職員の仕事と家庭生活の両立 

通年 

347 千円 

【労働環境整備に伴う取組み】 

・勤怠管理システム導入により出退勤・超勤・休

暇申請を一体的に管理 

・時期に応じた特別休暇の活用（夏期休暇・リフレ

ッシュ休暇等） 

・ノー残業デー(水曜日)の徹底 

・時間外労働・休日労働に関する協定の締結、並

びに届出 

  ・幹部職員を含めた職員の実労働時間の客観的な把

握並びにサービス残業の抑制 

・休日勤務の事前許可の徹底 

・産前産後休暇、育児・介護休業制度の周知徹底 

【社会保険労務士との顧問契約】 

・各種法令に沿った就業規則への対応や労務に関する

相談 

 

新規 

労務管理システムの研究、導入 

＜目標③＞ 

・管理、集計する職員の事務負担・誤集計のリスクの軽

減、効率化につながる。 

・システム化することで、超過勤務、休暇取得状況を見え

る化し、職員のメンタルヘルス管理、業務改善効果へつ

なげる。 

・ペーパレス化になり環境配慮につながる。 

通年 

851 千円 

【課題の整理・抽出】（令和 5 年度実施） 

・勤怠・労働時間管理・休暇管理に抱えている課

題やできるようにしたい機能などを洗い出す。 

【課題に解決に向けた研究】（令和 5 年度実施） 

・導入予定システムに関する情報収集・提案 

（コスト、セキュリティ面、グループウェア、給与シ

ステムとの連動性、就業規則に対応できるか等を

基準に検討） 

【導入時期】R6 年 4 月 1 日予定 

  【導入後の検討】 

・運用ルールの徹底 

・不具合が発生した場合の改善 

・残業申請と退勤時刻に大きな乖離があった場合の対処 

・職員の勤務状況の分析 

・その他、必要な機能の検討 

【備考】 

・現行の時間外申請、休日申請等が反映されているか

の確認を行う。 
 

継続 

安全衛生管理体制の整備並びに産業医

の活用 

＜目標④＞ 

・職員の健康状態を把握し、健康管理をすることができる。  

・衛生講話等により職員の健康意識の高揚を促進する。 

・職場環境の改善につながる。 

通年 

1,000 千円 

【定期健康診断の受診】 

・新規採用者の健康診断 

・ 年 1 回 夏から秋ごろ 

【産業医の活用】 

・定期的な職場内巡回 

・健康診断に基づく健康相談、指導（随時） 

・衛生講話 

・職場での予防接種（インフルエンザワクチン等） 

   【特定保健指導の利用促進】 

・協会けんぽから派遣される保健指導の利用（対象者

のみ） 

【職務環境の整備】 

・定期的な換気の測定 

・照明率の測定 

※共に会館指定業者による測定（年 4 回程度） 

 

 

推進項目４ 適正な財務管理の徹底 

目標 ① みなし寄付の担保 

② 積立金目標額の達成 

③ 内部管理体制の機能強化 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

収益事業の実施 

＜目標①＞ 

一般自主財源の確保により、組織基盤を強化することが

できる。 
通年 

－ 

【内容】 

①岡山県福祉手帳／民生委員児童委員手帳の

作成・販売 

 ・作成部数：4,800 部 

 ・県社協封筒裏面に図書・手帳販売等の案内を掲載 

②保育所諸帳簿の作成・販売 

 ・見直し検討会を受けて改正した帳簿の作成・販売  

③本会作成図書の販売 

 ・2 種類（地域福祉ガイド、生き方ノート）の販売（随時） 

④図書等斡旋販売の実施 

 ・全社協ならびに出版社が刊行する図書の斡旋（随時） 

  ⑤企業広告の掲載 

 ・本会刊行物（機関紙等）、封筒への広告及びホームペ

ージへのバナー広告の掲載 

 ・会員、賛助会員へ広告掲載についての依頼を行う 

⑥福利厚生制度の一環として家庭用常備薬等の斡旋販売 

 ・家庭用常備薬の斡旋（春・秋計 2 回） 

 ・自動車保険、自動販売機等の斡旋（随時） 

【その他】 

企業より販売斡旋や提携の提案があった場合は、会員

特典等と併せて検討を行う。また、新たな収益事業を開

拓するため、種別協担当者等と連携し、情報収集を行う。  
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継続 

人事・労務環境の整備 

＜目標②＞ 

・過重労働の防止 ・有給休暇等の有効活用による心身

のリフレッシュ 

・育児・介護を行う職員の仕事と家庭生活の両立 

通年 

347 千円 

【労働環境整備に伴う取組み】 

・勤怠管理システム導入により出退勤・超勤・休

暇申請を一体的に管理 

・時期に応じた特別休暇の活用（夏期休暇・リフレ

ッシュ休暇等） 

・ノー残業デー(水曜日)の徹底 

・時間外労働・休日労働に関する協定の締結、並

びに届出 

  ・幹部職員を含めた職員の実労働時間の客観的な把

握並びにサービス残業の抑制 

・休日勤務の事前許可の徹底 

・産前産後休暇、育児・介護休業制度の周知徹底 

【社会保険労務士との顧問契約】 

・各種法令に沿った就業規則への対応や労務に関する

相談 

 

新規 

労務管理システムの研究、導入 

＜目標③＞ 

・管理、集計する職員の事務負担・誤集計のリスクの軽

減、効率化につながる。 

・システム化することで、超過勤務、休暇取得状況を見え

る化し、職員のメンタルヘルス管理、業務改善効果へつ

なげる。 

・ペーパレス化になり環境配慮につながる。 

通年 

851 千円 

【課題の整理・抽出】（令和 5 年度実施） 

・勤怠・労働時間管理・休暇管理に抱えている課

題やできるようにしたい機能などを洗い出す。 

【課題に解決に向けた研究】（令和 5 年度実施） 

・導入予定システムに関する情報収集・提案 

（コスト、セキュリティ面、グループウェア、給与シ

ステムとの連動性、就業規則に対応できるか等を

基準に検討） 

【導入時期】R6 年 4 月 1 日予定 

  【導入後の検討】 

・運用ルールの徹底 

・不具合が発生した場合の改善 

・残業申請と退勤時刻に大きな乖離があった場合の対処 

・職員の勤務状況の分析 

・その他、必要な機能の検討 

【備考】 

・現行の時間外申請、休日申請等が反映されているか

の確認を行う。 
 

継続 

安全衛生管理体制の整備並びに産業医

の活用 

＜目標④＞ 

・職員の健康状態を把握し、健康管理をすることができる。  

・衛生講話等により職員の健康意識の高揚を促進する。 

・職場環境の改善につながる。 

通年 

1,000 千円 

【定期健康診断の受診】 

・新規採用者の健康診断 

・ 年 1 回 夏から秋ごろ 

【産業医の活用】 

・定期的な職場内巡回 

・健康診断に基づく健康相談、指導（随時） 

・衛生講話 

・職場での予防接種（インフルエンザワクチン等） 

   【特定保健指導の利用促進】 

・協会けんぽから派遣される保健指導の利用（対象者

のみ） 

【職務環境の整備】 

・定期的な換気の測定 

・照明率の測定 

※共に会館指定業者による測定（年 4 回程度） 

 

 

推進項目４ 適正な財務管理の徹底 

目標 ① みなし寄付の担保 

② 積立金目標額の達成 

③ 内部管理体制の機能強化 

事業名・概要 期待される効果 実施 予算額 

継続 

収益事業の実施 

＜目標①＞ 

一般自主財源の確保により、組織基盤を強化することが

できる。 
通年 

－ 

【内容】 

①岡山県福祉手帳／民生委員児童委員手帳の

作成・販売 

 ・作成部数：4,800 部 

 ・県社協封筒裏面に図書・手帳販売等の案内を掲載 

②保育所諸帳簿の作成・販売 

 ・見直し検討会を受けて改正した帳簿の作成・販売  

③本会作成図書の販売 

 ・2 種類（地域福祉ガイド、生き方ノート）の販売（随時） 

④図書等斡旋販売の実施 

 ・全社協ならびに出版社が刊行する図書の斡旋（随時） 

  ⑤企業広告の掲載 

 ・本会刊行物（機関紙等）、封筒への広告及びホームペ

ージへのバナー広告の掲載 

 ・会員、賛助会員へ広告掲載についての依頼を行う 

⑥福利厚生制度の一環として家庭用常備薬等の斡旋販売 

 ・家庭用常備薬の斡旋（春・秋計 2 回） 

 ・自動車保険、自動販売機等の斡旋（随時） 

【その他】 

企業より販売斡旋や提携の提案があった場合は、会員

特典等と併せて検討を行う。また、新たな収益事業を開

拓するため、種別協担当者等と連携し、情報収集を行う。  
 

継続 

安定的な財政基盤の確立 

＜目標②＞ 

・組織全体で自主財源の増強に努めることで、安定した

財源を確保できる。 

・積立金の目的に沿った積立の増強、並びに運用と活用

ができる。 

・資金管理会議を通して運用方針を組織決定することに

より、資金管理上の有効かつ効果的な運用を行うことが

できる。 

通年 

8,800 千円 

【自主財源確保の取組】 

①研修参加費収入の確保 

②共同募金配分金の安定的確保 

③寄付金の確保 

④ボランティア活動保険等広告掲載の実施 

⑤新たな資金確保に向けた取り組み 

  【資金運用・管理】 

①資金管理会議の開催 

・年度初めの正副会長会開催時（6 月頃）に併せて第 1

回会議を開催し、各種積立金の運用報告、運用方針に

ついて協議する。以後は、必要に応じて随時開催す

る。 

②積立金の活用 

・地域福祉推進積立金については、「市町村社協活動

活性化支援事業」助成金として活用する。 

・長寿社会推進積立金については、ニュースポーツ用

具の購入等に活用する。 

・災害時救援活動資金積立金については、災害時にお

ける救援活動の際に活用する。 
 

継続 

公認会計士との会計相談・税務処理申

告体制の確立 

＜目標③＞ 

・適正な会計処理を行うことができる。 

・インボイス制度にも対応した税務処理を行うことができ

る。 

通年 

1,129 千円 

【会計基準省令基づく会計処理】 

・会計処理方法の変更等、関係の省令・通知等に

留意する。 

・予算書、計算関係書類及び財産目録をスケジュ

ールにより作成する。 

 

【公認会計士との顧問契約】（会計相談体制） 

・日常の会計事務で不明な点について相談する。

相談した内容は経理担当者間で共有する。 

  【公認会計士による税務処理体制】 

・消費税及び法人税について、確定申告手続きを行う。

（4 月下旬実施予定） 

・令和 5 年度 10 月から始まったインボイス制度の実施

体制を確保する。 
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そ の 他 

（１）岡山県総合社会福祉大会（１０月１１日）の開催 

（２）岡山県社会福祉協議会長表彰等の実施（重点３） 

（３）事務の効率化（押印の取り扱い等）の研究 

（４）全国民生委員互助共励事業の実施 

（５）ボランティア活動保険集金事務費配分の実施 

（６）「ふくしの保険」への加入及び事業周知 

（７）岡山県給食協議会の運営協力 

（８）中国ブロック日常生活自立支援事業担当者会議の開催 

（９）全国民間社会福祉従事者共済連絡協議会 全国会議の開催 
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生活福祉資金会計 

 

 

 

 

 





法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
会計区分名：生活福祉資金会計 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 695,894,000 806,322,000 110,428,000
償還金収入 686,778,000 799,453,000 112,675,000

総合支援資金生活支援費償還金収入 243,159,000 378,148,000 134,989,000
総合支援資金住宅入居費償還金収入 0 1,000 1,000
総合支援資金一時生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000
福祉資金福祉費償還金収入 1,879,000 1,463,000 416,000△          
福祉資金緊急小口資金償還金収入 431,168,000 409,363,000 21,805,000△       
教育支援資金償還金収入 6,896,000 6,878,000 18,000△           
不動産担保型生活資金償還金収入 1,730,000 1,000 1,729,000△        
離職者支援資金償還金収入 1,592,000 2,412,000 820,000
障害者更生資金償還金収入 7,000 836,000 829,000
福祉資金(住宅)償還金収入 249,000 204,000 45,000△           
更生資金償還金収入 38,000 76,000 38,000
療養・介護等資金償還金収入 0 1,000 1,000
災害援護資金償還金収入 60,000 66,000 6,000
長期生活支援資金償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金一時生活支援費償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000

長期滞留債権償還金収入 5,495,000 4,569,000 926,000△          
総合生活支援費長期滞留債権償還金収入 265,000 365,000 100,000
総合住宅入居費長期滞留債権償還金収入 16,000 57,000 41,000
総合一時生活再建費長期滞留債権償還金収入 5,000 16,000 11,000
福祉資金福祉費長期滞留債権償還金収入 414,000 284,000 130,000△          
福祉資金緊急小口長期滞留債権償還金収入 542,000 54,000 488,000△          
教育支援資金長期滞留債権償還金収入 2,343,000 1,804,000 539,000△          
離職者支援資金長期滞留債権償還金収入 1,244,000 1,085,000 159,000△          
障害者更生資金長期滞留債権償還金収入 65,000 72,000 7,000
生活資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
福祉資金(住宅)長期滞留債権償還金収入 282,000 194,000 88,000△           
更生資金長期滞留債権償還金収入 316,000 635,000 319,000
療養・介護等資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
災害援護資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0

貸付金利子収入 3,621,000 2,300,000 1,321,000△        
貸付金利子収入 720,000 545,000 175,000△          
延滞利子収入 2,901,000 1,755,000 1,146,000△        

受取利息配当金収入 476,000 216,000 260,000△          
受取利息配当金収入 100,000 97,000 3,000△            
欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入 376,000 119,000 257,000△          

旧欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            
旧離職欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            

新欠損補てん資産受取利息配当金収入 375,000 119,000 256,000△          
その他の収入 88,000 2,000 86,000△           

雑収入 88,000 2,000 86,000△           
雑収入 88,000 2,000 86,000△           

事業活動収入計(1) 696,458,000 806,540,000 110,082,000
支　出

貸付事業支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000
貸付金支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000

総合支援資金生活支援費貸付金支出 2,387,000 86,400,000 84,013,000
総合支援資金住宅入居費貸付金支出 0 4,800,000 4,800,000
総合支援資金一時生活再建費貸付金支出 0 7,200,000 7,200,000
福祉資金福祉費貸付金支出 6,977,000 48,000,000 41,023,000
福祉資金緊急小口資金貸付金支出 1,440,000 3,000,000 1,560,000
教育支援資金貸付金支出 21,438,000 22,482,000 1,044,000
不動産担保型生活資金貸付金支出 2,370,000 5,780,000 3,410,000
生活復興支援資金一時生活支援費貸付金支出 0 1,200,000 1,200,000
生活復興支援資金生活再建費貸付金支出 0 800,000 800,000

流動資産評価損等による資金減少額 0 0 0
事業活動支出計(2) 34,612,000 179,662,000 145,050,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 661,846,000 626,878,000 34,968,000△       
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
貸付資金補助金収入 0 0 0
積立資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        

欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        
旧　欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,368,000 2,400,000 8,968,000△        

　旧生活資金欠損補てん積立特定資産取崩収 6,315,000 0 6,315,000△        
　旧離職支援欠損補てん積立特定資産取崩収 5,053,000 2,400,000 2,653,000△        

新　欠損補てん積立特定資産取崩収入 379,000 1,600,000 1,221,000
その他の活動による収入 0 0 0

その他の活動収入計(7) 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        
支　出

勘　定　科　目

会計区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
会計区分名：生活福祉資金会計 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 695,894,000 806,322,000 110,428,000
償還金収入 686,778,000 799,453,000 112,675,000

総合支援資金生活支援費償還金収入 243,159,000 378,148,000 134,989,000
総合支援資金住宅入居費償還金収入 0 1,000 1,000
総合支援資金一時生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000
福祉資金福祉費償還金収入 1,879,000 1,463,000 416,000△          
福祉資金緊急小口資金償還金収入 431,168,000 409,363,000 21,805,000△       
教育支援資金償還金収入 6,896,000 6,878,000 18,000△           
不動産担保型生活資金償還金収入 1,730,000 1,000 1,729,000△        
離職者支援資金償還金収入 1,592,000 2,412,000 820,000
障害者更生資金償還金収入 7,000 836,000 829,000
福祉資金(住宅)償還金収入 249,000 204,000 45,000△           
更生資金償還金収入 38,000 76,000 38,000
療養・介護等資金償還金収入 0 1,000 1,000
災害援護資金償還金収入 60,000 66,000 6,000
長期生活支援資金償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金一時生活支援費償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000

長期滞留債権償還金収入 5,495,000 4,569,000 926,000△          
総合生活支援費長期滞留債権償還金収入 265,000 365,000 100,000
総合住宅入居費長期滞留債権償還金収入 16,000 57,000 41,000
総合一時生活再建費長期滞留債権償還金収入 5,000 16,000 11,000
福祉資金福祉費長期滞留債権償還金収入 414,000 284,000 130,000△          
福祉資金緊急小口長期滞留債権償還金収入 542,000 54,000 488,000△          
教育支援資金長期滞留債権償還金収入 2,343,000 1,804,000 539,000△          
離職者支援資金長期滞留債権償還金収入 1,244,000 1,085,000 159,000△          
障害者更生資金長期滞留債権償還金収入 65,000 72,000 7,000
生活資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
福祉資金(住宅)長期滞留債権償還金収入 282,000 194,000 88,000△           
更生資金長期滞留債権償還金収入 316,000 635,000 319,000
療養・介護等資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
災害援護資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0

貸付金利子収入 3,621,000 2,300,000 1,321,000△        
貸付金利子収入 720,000 545,000 175,000△          
延滞利子収入 2,901,000 1,755,000 1,146,000△        

受取利息配当金収入 476,000 216,000 260,000△          
受取利息配当金収入 100,000 97,000 3,000△            
欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入 376,000 119,000 257,000△          

旧欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            
旧離職欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            

新欠損補てん資産受取利息配当金収入 375,000 119,000 256,000△          
その他の収入 88,000 2,000 86,000△           

雑収入 88,000 2,000 86,000△           
雑収入 88,000 2,000 86,000△           

事業活動収入計(1) 696,458,000 806,540,000 110,082,000
支　出

貸付事業支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000
貸付金支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000

総合支援資金生活支援費貸付金支出 2,387,000 86,400,000 84,013,000
総合支援資金住宅入居費貸付金支出 0 4,800,000 4,800,000
総合支援資金一時生活再建費貸付金支出 0 7,200,000 7,200,000
福祉資金福祉費貸付金支出 6,977,000 48,000,000 41,023,000
福祉資金緊急小口資金貸付金支出 1,440,000 3,000,000 1,560,000
教育支援資金貸付金支出 21,438,000 22,482,000 1,044,000
不動産担保型生活資金貸付金支出 2,370,000 5,780,000 3,410,000
生活復興支援資金一時生活支援費貸付金支出 0 1,200,000 1,200,000
生活復興支援資金生活再建費貸付金支出 0 800,000 800,000

流動資産評価損等による資金減少額 0 0 0
事業活動支出計(2) 34,612,000 179,662,000 145,050,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 661,846,000 626,878,000 34,968,000△       
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
貸付資金補助金収入 0 0 0
積立資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        

欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        
旧　欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,368,000 2,400,000 8,968,000△        

　旧生活資金欠損補てん積立特定資産取崩収 6,315,000 0 6,315,000△        
　旧離職支援欠損補てん積立特定資産取崩収 5,053,000 2,400,000 2,653,000△        

新　欠損補てん積立特定資産取崩収入 379,000 1,600,000 1,221,000
その他の活動による収入 0 0 0

その他の活動収入計(7) 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        

勘　定　科　目

会計区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
会計区分名：生活福祉資金会計 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)勘　定　科　目

会計区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

積立資産支出 12,123,000 119,000 12,004,000△       
欠損補てん積立特定資産支出 12,123,000 119,000 12,004,000△       

旧欠損補てん積立特定資産支出 11,369,000 0 11,369,000△       
旧生活資金欠損補てん積立特定資産支出 6,315,000 0 6,315,000△        
旧離職欠損補てん積立特定資産支出 5,054,000 0 5,054,000△        

新欠損補てん積立特定資産支出 754,000 119,000 635,000△          
国庫補助金等返還金支出 2,302,057,000 0 2,302,057,000△    

国庫補助金等返還金支出 2,302,057,000 0 2,302,057,000△    
生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    

生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    
その他の活動による支出 42,000 0 42,000△           

過年度修正支出 42,000 0 42,000△           
その他の活動支出計(8) 5,461,006,000 5,018,000 5,455,988,000△    

その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 5,449,259,000△    1,018,000△        5,448,241,000
予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 4,787,413,000△    625,860,000 5,413,273,000

前期末支払資金残高(12) 8,242,618,000 3,455,205,000 4,787,413,000△    
当期末支払資金残高(11+12) 3,455,205,000 4,081,065,000 625,860,000

法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
会計区分名：生活福祉資金会計 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)勘　定　科　目

会計区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

支　出
積立資産支出 12,123,000 119,000 12,004,000△       

欠損補てん積立特定資産支出 12,123,000 119,000 12,004,000△       
旧欠損補てん積立特定資産支出 11,369,000 0 11,369,000△       

旧生活資金欠損補てん積立特定資産支出 6,315,000 0 6,315,000△        
旧離職欠損補てん積立特定資産支出 5,054,000 0 5,054,000△        

新欠損補てん積立特定資産支出 754,000 119,000 635,000△          
国庫補助金等返還金支出 2,302,057,000 0 2,302,057,000△    

国庫補助金等返還金支出 2,302,057,000 0 2,302,057,000△    
生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    

生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    
その他の活動による支出 42,000 0 42,000△           

過年度修正支出 42,000 0 42,000△           
その他の活動支出計(8) 5,461,006,000 5,018,000 5,455,988,000△    

その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 5,449,259,000△    1,018,000△        5,448,241,000
予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 4,787,413,000△    625,860,000 5,413,273,000

前期末支払資金残高(12) 8,242,618,000 3,455,205,000 4,787,413,000△    
当期末支払資金残高(11+12) 3,455,205,000 4,081,065,000 625,860,000

法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金会計拠点区分 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 695,894,000 806,322,000 110,428,000
償還金収入 686,778,000 799,453,000 112,675,000

総合支援資金生活支援費償還金収入 243,159,000 378,148,000 134,989,000
総合支援資金住宅入居費償還金収入 0 1,000 1,000
総合支援資金一時生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000
福祉資金福祉費償還金収入 1,879,000 1,463,000 416,000△          
福祉資金緊急小口資金償還金収入 431,168,000 409,363,000 21,805,000△       
教育支援資金償還金収入 6,896,000 6,878,000 18,000△           
不動産担保型生活資金償還金収入 1,730,000 1,000 1,729,000△        
離職者支援資金償還金収入 1,592,000 2,412,000 820,000
障害者更生資金償還金収入 7,000 836,000 829,000
福祉資金(住宅)償還金収入 249,000 204,000 45,000△           
更生資金償還金収入 38,000 76,000 38,000
療養・介護等資金償還金収入 0 1,000 1,000
災害援護資金償還金収入 60,000 66,000 6,000
長期生活支援資金償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金一時生活支援費償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000

長期滞留債権償還金収入 5,495,000 4,569,000 926,000△          
総合生活支援費長期滞留債権償還金収入 265,000 365,000 100,000
総合住宅入居費長期滞留債権償還金収入 16,000 57,000 41,000
総合一時生活再建費長期滞留債権償還金収入 5,000 16,000 11,000
福祉資金福祉費長期滞留債権償還金収入 414,000 284,000 130,000△          
福祉資金緊急小口長期滞留債権償還金収入 542,000 54,000 488,000△          
教育支援資金長期滞留債権償還金収入 2,343,000 1,804,000 539,000△          
離職者支援資金長期滞留債権償還金収入 1,244,000 1,085,000 159,000△          
障害者更生資金長期滞留債権償還金収入 65,000 72,000 7,000
生活資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
福祉資金(住宅)長期滞留債権償還金収入 282,000 194,000 88,000△           
更生資金長期滞留債権償還金収入 316,000 635,000 319,000
療養・介護等資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
災害援護資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0

貸付金利子収入 3,621,000 2,300,000 1,321,000△        
貸付金利子収入 720,000 545,000 175,000△          
延滞利子収入 2,901,000 1,755,000 1,146,000△        

受取利息配当金収入 476,000 216,000 260,000△          
受取利息配当金収入 100,000 97,000 3,000△            
欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入 376,000 119,000 257,000△          

旧欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            
旧離職欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            

新欠損補てん資産受取利息配当金収入 375,000 119,000 256,000△          
その他の収入 88,000 2,000 86,000△           

雑収入 88,000 2,000 86,000△           
雑収入 88,000 2,000 86,000△           

事業活動収入計(1) 696,458,000 806,540,000 110,082,000
支　出

貸付事業支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000
貸付金支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000

総合支援資金生活支援費貸付金支出 2,387,000 86,400,000 84,013,000
総合支援資金住宅入居費貸付金支出 0 4,800,000 4,800,000
総合支援資金一時生活再建費貸付金支出 0 7,200,000 7,200,000
福祉資金福祉費貸付金支出 6,977,000 48,000,000 41,023,000
福祉資金緊急小口資金貸付金支出 1,440,000 3,000,000 1,560,000
教育支援資金貸付金支出 21,438,000 22,482,000 1,044,000
不動産担保型生活資金貸付金支出 2,370,000 5,780,000 3,410,000
生活復興支援資金一時生活支援費貸付金支出 0 1,200,000 1,200,000
生活復興支援資金生活再建費貸付金支出 0 800,000 800,000

流動資産評価損等による資金減少額 0 0 0
事業活動支出計(2) 34,612,000 179,662,000 145,050,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 661,846,000 626,878,000 34,968,000△       
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
貸付資金補助金収入 0 0 0
積立資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        

欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        
旧　欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,368,000 2,400,000 8,968,000△        

　旧生活資金欠損補てん積立特定資産取崩収 6,315,000 0 6,315,000△        
　旧離職支援欠損補てん積立特定資産取崩収 5,053,000 2,400,000 2,653,000△        

新　欠損補てん積立特定資産取崩収入 379,000 1,600,000 1,221,000
その他の活動による収入 0 0 0

その他の活動収入計(7) 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        

勘　定　科　目

拠点区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金会計拠点区分 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 695,894,000 806,322,000 110,428,000
償還金収入 686,778,000 799,453,000 112,675,000

総合支援資金生活支援費償還金収入 243,159,000 378,148,000 134,989,000
総合支援資金住宅入居費償還金収入 0 1,000 1,000
総合支援資金一時生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000
福祉資金福祉費償還金収入 1,879,000 1,463,000 416,000△          
福祉資金緊急小口資金償還金収入 431,168,000 409,363,000 21,805,000△       
教育支援資金償還金収入 6,896,000 6,878,000 18,000△           
不動産担保型生活資金償還金収入 1,730,000 1,000 1,729,000△        
離職者支援資金償還金収入 1,592,000 2,412,000 820,000
障害者更生資金償還金収入 7,000 836,000 829,000
福祉資金(住宅)償還金収入 249,000 204,000 45,000△           
更生資金償還金収入 38,000 76,000 38,000
療養・介護等資金償還金収入 0 1,000 1,000
災害援護資金償還金収入 60,000 66,000 6,000
長期生活支援資金償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金一時生活支援費償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000

長期滞留債権償還金収入 5,495,000 4,569,000 926,000△          
総合生活支援費長期滞留債権償還金収入 265,000 365,000 100,000
総合住宅入居費長期滞留債権償還金収入 16,000 57,000 41,000
総合一時生活再建費長期滞留債権償還金収入 5,000 16,000 11,000
福祉資金福祉費長期滞留債権償還金収入 414,000 284,000 130,000△          
福祉資金緊急小口長期滞留債権償還金収入 542,000 54,000 488,000△          
教育支援資金長期滞留債権償還金収入 2,343,000 1,804,000 539,000△          
離職者支援資金長期滞留債権償還金収入 1,244,000 1,085,000 159,000△          
障害者更生資金長期滞留債権償還金収入 65,000 72,000 7,000
生活資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
福祉資金(住宅)長期滞留債権償還金収入 282,000 194,000 88,000△           
更生資金長期滞留債権償還金収入 316,000 635,000 319,000
療養・介護等資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
災害援護資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0

貸付金利子収入 3,621,000 2,300,000 1,321,000△        
貸付金利子収入 720,000 545,000 175,000△          
延滞利子収入 2,901,000 1,755,000 1,146,000△        

受取利息配当金収入 476,000 216,000 260,000△          
受取利息配当金収入 100,000 97,000 3,000△            
欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入 376,000 119,000 257,000△          

旧欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            
旧離職欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            

新欠損補てん資産受取利息配当金収入 375,000 119,000 256,000△          
その他の収入 88,000 2,000 86,000△           

雑収入 88,000 2,000 86,000△           
雑収入 88,000 2,000 86,000△           

事業活動収入計(1) 696,458,000 806,540,000 110,082,000
支　出

貸付事業支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000
貸付金支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000

総合支援資金生活支援費貸付金支出 2,387,000 86,400,000 84,013,000
総合支援資金住宅入居費貸付金支出 0 4,800,000 4,800,000
総合支援資金一時生活再建費貸付金支出 0 7,200,000 7,200,000
福祉資金福祉費貸付金支出 6,977,000 48,000,000 41,023,000
福祉資金緊急小口資金貸付金支出 1,440,000 3,000,000 1,560,000
教育支援資金貸付金支出 21,438,000 22,482,000 1,044,000
不動産担保型生活資金貸付金支出 2,370,000 5,780,000 3,410,000
生活復興支援資金一時生活支援費貸付金支出 0 1,200,000 1,200,000
生活復興支援資金生活再建費貸付金支出 0 800,000 800,000

流動資産評価損等による資金減少額 0 0 0
事業活動支出計(2) 34,612,000 179,662,000 145,050,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 661,846,000 626,878,000 34,968,000△       
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
貸付資金補助金収入 0 0 0
積立資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        

欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        
旧　欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,368,000 2,400,000 8,968,000△        

　旧生活資金欠損補てん積立特定資産取崩収 6,315,000 0 6,315,000△        
　旧離職支援欠損補てん積立特定資産取崩収 5,053,000 2,400,000 2,653,000△        

新　欠損補てん積立特定資産取崩収入 379,000 1,600,000 1,221,000
その他の活動による収入 0 0 0

その他の活動収入計(7) 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        
支　出

勘　定　科　目

拠点区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金会計拠点区分 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 695,894,000 806,322,000 110,428,000
償還金収入 686,778,000 799,453,000 112,675,000

総合支援資金生活支援費償還金収入 243,159,000 378,148,000 134,989,000
総合支援資金住宅入居費償還金収入 0 1,000 1,000
総合支援資金一時生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000
福祉資金福祉費償還金収入 1,879,000 1,463,000 416,000△          
福祉資金緊急小口資金償還金収入 431,168,000 409,363,000 21,805,000△       
教育支援資金償還金収入 6,896,000 6,878,000 18,000△           
不動産担保型生活資金償還金収入 1,730,000 1,000 1,729,000△        
離職者支援資金償還金収入 1,592,000 2,412,000 820,000
障害者更生資金償還金収入 7,000 836,000 829,000
福祉資金(住宅)償還金収入 249,000 204,000 45,000△           
更生資金償還金収入 38,000 76,000 38,000
療養・介護等資金償還金収入 0 1,000 1,000
災害援護資金償還金収入 60,000 66,000 6,000
長期生活支援資金償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金一時生活支援費償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000

長期滞留債権償還金収入 5,495,000 4,569,000 926,000△          
総合生活支援費長期滞留債権償還金収入 265,000 365,000 100,000
総合住宅入居費長期滞留債権償還金収入 16,000 57,000 41,000
総合一時生活再建費長期滞留債権償還金収入 5,000 16,000 11,000
福祉資金福祉費長期滞留債権償還金収入 414,000 284,000 130,000△          
福祉資金緊急小口長期滞留債権償還金収入 542,000 54,000 488,000△          
教育支援資金長期滞留債権償還金収入 2,343,000 1,804,000 539,000△          
離職者支援資金長期滞留債権償還金収入 1,244,000 1,085,000 159,000△          
障害者更生資金長期滞留債権償還金収入 65,000 72,000 7,000
生活資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
福祉資金(住宅)長期滞留債権償還金収入 282,000 194,000 88,000△           
更生資金長期滞留債権償還金収入 316,000 635,000 319,000
療養・介護等資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0
災害援護資金長期滞留債権償還金収入 1,000 1,000 0

貸付金利子収入 3,621,000 2,300,000 1,321,000△        
貸付金利子収入 720,000 545,000 175,000△          
延滞利子収入 2,901,000 1,755,000 1,146,000△        

受取利息配当金収入 476,000 216,000 260,000△          
受取利息配当金収入 100,000 97,000 3,000△            
欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入 376,000 119,000 257,000△          

旧欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            
旧離職欠損補てん資産受取利息配当金収入 1,000 0 1,000△            

新欠損補てん資産受取利息配当金収入 375,000 119,000 256,000△          
その他の収入 88,000 2,000 86,000△           

雑収入 88,000 2,000 86,000△           
雑収入 88,000 2,000 86,000△           

事業活動収入計(1) 696,458,000 806,540,000 110,082,000
支　出

貸付事業支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000
貸付金支出 34,612,000 179,662,000 145,050,000

総合支援資金生活支援費貸付金支出 2,387,000 86,400,000 84,013,000
総合支援資金住宅入居費貸付金支出 0 4,800,000 4,800,000
総合支援資金一時生活再建費貸付金支出 0 7,200,000 7,200,000
福祉資金福祉費貸付金支出 6,977,000 48,000,000 41,023,000
福祉資金緊急小口資金貸付金支出 1,440,000 3,000,000 1,560,000
教育支援資金貸付金支出 21,438,000 22,482,000 1,044,000
不動産担保型生活資金貸付金支出 2,370,000 5,780,000 3,410,000
生活復興支援資金一時生活支援費貸付金支出 0 1,200,000 1,200,000
生活復興支援資金生活再建費貸付金支出 0 800,000 800,000

流動資産評価損等による資金減少額 0 0 0
事業活動支出計(2) 34,612,000 179,662,000 145,050,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 661,846,000 626,878,000 34,968,000△       
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
貸付資金補助金収入 0 0 0
積立資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        

欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        
旧　欠損補てん積立特定資産取崩収入 11,368,000 2,400,000 8,968,000△        

　旧生活資金欠損補てん積立特定資産取崩収 6,315,000 0 6,315,000△        
　旧離職支援欠損補てん積立特定資産取崩収 5,053,000 2,400,000 2,653,000△        

新　欠損補てん積立特定資産取崩収入 379,000 1,600,000 1,221,000
その他の活動による収入 0 0 0

その他の活動収入計(7) 11,747,000 4,000,000 7,747,000△        

勘　定　科　目

拠点区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金会計拠点区分 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)勘　定　科　目

拠点区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

積立資産支出 12,123,000 119,000 12,004,000△       
欠損補てん積立特定資産支出 12,123,000 119,000 12,004,000△       

旧欠損補てん積立特定資産支出 11,369,000 0 11,369,000△       
旧生活資金欠損補てん積立特定資産支出 6,315,000 0 6,315,000△        
旧離職欠損補てん積立特定資産支出 5,054,000 0 5,054,000△        

新欠損補てん積立特定資産支出 754,000 119,000 635,000△          
国庫補助金等返還金支出 2,302,057,000 0 2,302,057,000△    

国庫補助金等返還金支出 2,302,057,000 0 2,302,057,000△    
生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    

生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    
その他の活動による支出 42,000 0 42,000△           

過年度修正支出 42,000 0 42,000△           
その他の活動支出計(8) 5,461,006,000 5,018,000 5,455,988,000△    

その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 5,449,259,000△    1,018,000△        5,448,241,000
予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 4,787,413,000△    625,860,000 5,413,273,000

前期末支払資金残高(12) 8,242,618,000 3,455,205,000 4,787,413,000△    
当期末支払資金残高(11+12) 3,455,205,000 4,081,065,000 625,860,000

法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金会計拠点区分 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)勘　定　科　目

拠点区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

支　出
積立資産支出 12,123,000 119,000 12,004,000△       

欠損補てん積立特定資産支出 12,123,000 119,000 12,004,000△       
旧欠損補てん積立特定資産支出 11,369,000 0 11,369,000△       

旧生活資金欠損補てん積立特定資産支出 6,315,000 0 6,315,000△        
旧離職欠損補てん積立特定資産支出 5,054,000 0 5,054,000△        

新欠損補てん積立特定資産支出 754,000 119,000 635,000△          
国庫補助金等返還金支出 2,302,057,000 0 2,302,057,000△    

国庫補助金等返還金支出 2,302,057,000 0 2,302,057,000△    
生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    

生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    
その他の活動による支出 42,000 0 42,000△           

過年度修正支出 42,000 0 42,000△           
その他の活動支出計(8) 5,461,006,000 5,018,000 5,455,988,000△    

その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 5,449,259,000△    1,018,000△        5,448,241,000
予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 4,787,413,000△    625,860,000 5,413,273,000

前期末支払資金残高(12) 8,242,618,000 3,455,205,000 4,787,413,000△    
当期末支払資金残高(11+12) 3,455,205,000 4,081,065,000 625,860,000
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金会計拠点区分
サービス区分名：通常貸付事業 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増 減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 0 20,321,000 20,321,000
償還金収入 0 13,453,000 13,453,000

総合支援資金生活支援費償還金収入 0 148,000 148,000
総合支援資金住宅入居費償還金収入 0 1,000 1,000
総合支援資金一時生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000
福祉資金福祉費償還金収入 0 1,463,000 1,463,000
福祉資金緊急小口資金償還金収入 0 1,363,000 1,363,000
教育支援資金償還金収入 0 6,878,000 6,878,000
不動産担保型生活資金償還金収入 0 1,000 1,000
離職者支援資金償還金収入 0 2,412,000 2,412,000
障害者更生資金償還金収入 0 836,000 836,000
福祉資金(住宅)償還金収入 0 204,000 204,000
更生資金償還金収入 0 76,000 76,000
療養・介護等資金償還金収入 0 1,000 1,000
災害援護資金償還金収入 0 66,000 66,000
長期生活支援資金償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金一時生活支援費償還金収入 0 1,000 1,000
生活復興支援資金生活再建費償還金収入 0 1,000 1,000

長期滞留債権償還金収入 0 4,569,000 4,569,000
総合生活支援費長期滞留債権償還金収入 0 365,000 365,000
総合住宅入居費長期滞留債権償還金収入 0 57,000 57,000
総合一時生活再建費長期滞留債権償還金収入 0 16,000 16,000
福祉資金福祉費長期滞留債権償還金収入 0 284,000 284,000
福祉資金緊急小口長期滞留債権償還金収入 0 54,000 54,000
教育支援資金長期滞留債権償還金収入 0 1,804,000 1,804,000
離職者支援資金長期滞留債権償還金収入 0 1,085,000 1,085,000
障害者更生資金長期滞留債権償還金収入 0 72,000 72,000
生活資金長期滞留債権償還金収入 0 1,000 1,000
福祉資金(住宅)長期滞留債権償還金収入 0 194,000 194,000
更生資金長期滞留債権償還金収入 0 635,000 635,000
療養・介護等資金長期滞留債権償還金収入 0 1,000 1,000
災害援護資金長期滞留債権償還金収入 0 1,000 1,000

貸付金利子収入 0 2,299,000 2,299,000
貸付金利子収入 0 545,000 545,000
延滞利子収入 0 1,754,000 1,754,000

受取利息配当金収入 0 166,000 166,000
受取利息配当金収入 0 47,000 47,000
欠損補てん積立特定資産受取利息配当金収入 0 119,000 119,000

新欠損補てん資産受取利息配当金収入 0 119,000 119,000
その他の収入 0 1,000 1,000

雑収入 0 1,000 1,000
雑収入 0 1,000 1,000

事業活動収入計(1) 0 20,488,000 20,488,000
支　出

貸付事業支出 0 179,662,000 179,662,000
貸付金支出 0 179,662,000 179,662,000

総合支援資金生活支援費貸付金支出 0 86,400,000 86,400,000
総合支援資金住宅入居費貸付金支出 0 4,800,000 4,800,000
総合支援資金一時生活再建費貸付金支出 0 7,200,000 7,200,000
福祉資金福祉費貸付金支出 0 48,000,000 48,000,000
福祉資金緊急小口資金貸付金支出 0 3,000,000 3,000,000
教育支援資金貸付金支出 0 22,482,000 22,482,000
不動産担保型生活資金貸付金支出 0 5,780,000 5,780,000
生活復興支援資金一時生活支援費貸付金支出 0 1,200,000 1,200,000
生活復興支援資金生活再建費貸付金支出 0 800,000 800,000

流動資産評価損等による資金減少額 0 0 0
事業活動支出計(2) 0 179,662,000 179,662,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 0 159,174,000△      159,174,000△      
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
貸付資金補助金収入 0 0 0
積立資産取崩収入 0 4,000,000 4,000,000

欠損補てん積立特定資産取崩収入 0 4,000,000 4,000,000
旧　欠損補てん積立特定資産取崩収入 0 2,400,000 2,400,000

　旧離職支援欠損補てん積立特定資産取崩収 0 2,400,000 2,400,000
新　欠損補てん積立特定資産取崩収入 0 1,600,000 1,600,000

その他の活動による収入 0 0 0
その他の活動収入計(7) 0 4,000,000 4,000,000

支　出
積立資産支出 0 119,000 119,000

欠損補てん積立特定資産支出 0 119,000 119,000

勘　定　科　目

サービス区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金会計拠点区分
サービス区分名：通常貸付事業 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増 減(B)-(A)勘　定　科　目

サービス区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

新欠損補てん積立特定資産支出 0 119,000 119,000
国庫補助金等返還金支出 0 0 0
生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 0 4,847,000 4,847,000

生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 0 4,847,000 4,847,000
その他の活動による支出 0 0 0

その他の活動支出計(8) 0 4,966,000 4,966,000
その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 0 966,000△          966,000△          

予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 0 160,140,000△      160,140,000△      

前期末支払資金残高(12) 0 2,545,835,000 2,545,835,000
当期末支払資金残高(11+12) 0 2,385,695,000 2,385,695,000
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金会計拠点区分
サービス区分名：コロナ特例貸付事業 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増 減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 0 786,001,000 786,001,000
償還金収入 0 786,000,000 786,000,000

総合支援資金生活支援費償還金収入 0 378,000,000 378,000,000
福祉資金緊急小口資金償還金収入 0 408,000,000 408,000,000

貸付金利子収入 0 1,000 1,000
延滞利子収入 0 1,000 1,000

受取利息配当金収入 0 50,000 50,000
受取利息配当金収入 0 50,000 50,000

その他の収入 0 1,000 1,000
雑収入 0 1,000 1,000

雑収入 0 1,000 1,000
事業活動収入計(1) 0 786,052,000 786,052,000

支　出
貸付事業支出 0 0 0
流動資産評価損等による資金減少額 0 0 0

事業活動支出計(2) 0 0 0
事業活動資金収支差額 (3=1-2) 0 786,052,000 786,052,000

施設整備等による収支
収　入

施設整備等収入計(4) 0 0 0
支　出

施設整備等支出計(5) 0 0 0
施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0

その他の活動による収支
収　入

貸付資金補助金収入 0 0 0
積立資産取崩収入 0 0 0
その他の活動による収入 0 0 0

その他の活動収入計(7) 0 0 0
支　出

積立資産支出 0 0 0
国庫補助金等返還金支出 0 0 0
生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 0 52,000 52,000

生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 0 52,000 52,000
その他の活動による支出 0 0 0

その他の活動支出計(8) 0 52,000 52,000
その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 0 52,000△           52,000△           

予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 0 786,000,000 786,000,000

前期末支払資金残高(12) 0 909,370,000 909,370,000
当期末支払資金残高(11+12) 0 1,695,370,000 1,695,370,000

勘　定　科　目

サービス区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
会計区分名：要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 11,349,000 3,000 11,346,000△       
償還金収入 11,251,000 1,000 11,250,000△       

要保護資金償還金収入 11,251,000 1,000 11,250,000△       
貸付金利子収入 98,000 2,000 96,000△           

貸付金利子収入 97,000 1,000 96,000△           
延滞利子収入 1,000 1,000 0

受取利息配当金収入 1,000 1,000 0
受取利息配当金収入 1,000 1,000 0

事業活動収入計(1) 11,350,000 4,000 11,346,000△       
支　出

貸付事業支出 12,390,000 16,492,000 4,102,000
貸付金支出 12,390,000 16,492,000 4,102,000

要保護資金貸付金支出 12,390,000 16,492,000 4,102,000
事業活動支出計(2) 12,390,000 16,492,000 4,102,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 1,040,000△        16,488,000△       15,448,000△       
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
貸付資金補助金収入 4,000,000 4,000,000 0

岡山市補助金収入 4,000,000 4,000,000 0
岡山市交付金収入 4,000,000 4,000,000 0

積立資産取崩収入 0 0 0
その他の活動収入計(7) 4,000,000 4,000,000 0

支　出
積立資産支出 0 0 0
生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 99,000 3,000 96,000△           

生活福祉資金貸付事務費会計繰入金支出 99,000 3,000 96,000△           
その他の活動支出計(8) 99,000 3,000 96,000△           

その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 3,901,000 3,997,000 96,000
予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 2,861,000 12,491,000△       15,352,000△       

前期末支払資金残高(12) 71,426,000 74,287,000 2,861,000
当期末支払資金残高(11+12) 74,287,000 61,796,000 12,491,000△       

勘　定　科　目

会計区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
会計区分名：生活福祉資金貸付事務費会計 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

経常経費補助金収入 27,964,000 27,834,000 130,000△          
県補助金収入 27,964,000 27,834,000 130,000△          

貸付事務費補助金収入 27,964,000 27,834,000 130,000△          
受取利息配当金収入 150,000 70,000 80,000△           

受取利息配当金収入 150,000 70,000 80,000△           
事業活動収入計(1) 28,114,000 27,904,000 210,000△          

支　出
人件費支出 33,241,000 34,493,000 1,252,000

職員給与支出 19,926,000 20,237,000 311,000
職員賞与支出 5,666,000 6,376,000 710,000
派遣職員費支出 3,438,000 3,456,000 18,000
法定福利費支出 4,211,000 4,424,000 213,000

社会保険料支出 3,643,000 4,090,000 447,000
労働保険料支出 568,000 334,000 234,000△          

事業費支出 421,329,000 483,095,000 61,766,000
貸付調査償還指導費支出 14,906,000 15,936,000 1,030,000

貸付調査償還促進費支出 3,488,000 4,308,000 820,000
民生委員実費弁償費支出 11,418,000 11,628,000 210,000

業務委託費支出 406,063,000 445,199,000 39,136,000
市町村社協事務費支出 2,179,000 2,179,000 0
市町村社協相談支援体制整備費支出 246,820,000 257,700,000 10,880,000
その他の業務委託費支出 157,064,000 185,320,000 28,256,000

債権管理強化推進費支出 360,000 21,960,000 21,600,000
事務費支出 36,046,000 50,482,000 14,436,000

福利厚生費支出 85,000 85,000 0
福利厚生センター掛金支出 50,000 50,000 0
育成制度掛金支出 35,000 35,000 0

諸謝金支出 133,000 836,000 703,000
旅費交通費支出 558,000 1,243,000 685,000

役職員旅費交通費支出 259,000 203,000 56,000△           
講師・委員等旅費交通費支出 299,000 1,040,000 741,000

事務消耗品費支出 1,140,000 1,210,000 70,000
消耗品費支出 840,000 730,000 110,000△          
器具什器費支出 300,000 480,000 180,000

印刷製本費支出 4,413,000 5,915,000 1,502,000
水道光熱費支出 814,000 814,000 0
車両費支出 60,000 60,000 0
通信運搬費支出 10,077,000 15,301,000 5,224,000
会議費支出 32,000 72,000 40,000
資料図書費支出 50,000 5,000 45,000△           
手数料支出 89,000 76,000 13,000△           
賃借料支出 1,877,000 423,000 1,454,000△        

賃借料支出 0 300,000 300,000
リース料支出 1,877,000 123,000 1,754,000△        

租税公課支出 50,000 3,000 47,000△           
印紙税支出 50,000 3,000 47,000△           

保守料支出 44,000 38,000 6,000△            
電算処理費支出 16,623,000 24,401,000 7,778,000
雑支出 1,000 0 1,000△            

事業活動支出計(2) 490,616,000 568,070,000 77,454,000
事業活動資金収支差額 (3=1-2) 462,502,000△      540,166,000△      77,664,000△       

施設整備等による収支
収　入

施設整備等収入計(4) 0 0 0
支　出

固定資産取得支出 0 0 0
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
積立資産取崩収入 684,828,000 534,420,000 150,408,000△      

債権管理事務費積立資産取崩収入（コロナ） 684,828,000 534,420,000 150,408,000△      
生活福祉資金会計繰入金収入 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    

生活福祉資金会計繰入金収入 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    
要保護資金会計繰入金収入 99,000 3,000 96,000△           

要保護資金会計繰入金収入 99,000 3,000 96,000△           
その他の活動収入計(7) 3,831,711,000 539,322,000 3,292,389,000△    

支　出
積立資産支出 7,668,403,000 624,000 7,667,779,000△    

退職給付引当資産支出 620,000 624,000 4,000
債権管理事務費積立資産積立支出（コロナ） 7,667,783,000 0 7,667,783,000△    

その他の活動による支出 1,750,000 2,615,000 865,000
退職手当積立基金預け金支出 1,750,000 2,615,000 865,000

その他の活動支出計(8) 7,670,153,000 3,239,000 7,666,914,000△    
その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 3,838,442,000△    536,083,000 4,374,525,000

予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 4,300,944,000△    4,083,000△        4,296,861,000

勘　定　科　目

会計区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
会計区分名：生活福祉資金貸付事務費会計 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)勘　定　科　目

会計区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

前期末支払資金残高(12) 4,314,175,000 13,231,000 4,300,944,000△    
当期末支払資金残高(11+12) 13,231,000 9,148,000 4,083,000△        
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金貸付事務費会計拠点区分 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

経常経費補助金収入 27,964,000 27,834,000 130,000△          
県補助金収入 27,964,000 27,834,000 130,000△          

貸付事務費補助金収入 27,964,000 27,834,000 130,000△          
受取利息配当金収入 150,000 70,000 80,000△           

受取利息配当金収入 150,000 70,000 80,000△           
事業活動収入計(1) 28,114,000 27,904,000 210,000△          

支　出
人件費支出 33,241,000 34,493,000 1,252,000

職員給与支出 19,926,000 20,237,000 311,000
職員賞与支出 5,666,000 6,376,000 710,000
派遣職員費支出 3,438,000 3,456,000 18,000
法定福利費支出 4,211,000 4,424,000 213,000

社会保険料支出 3,643,000 4,090,000 447,000
労働保険料支出 568,000 334,000 234,000△          

事業費支出 421,329,000 483,095,000 61,766,000
貸付調査償還指導費支出 14,906,000 15,936,000 1,030,000

貸付調査償還促進費支出 3,488,000 4,308,000 820,000
民生委員実費弁償費支出 11,418,000 11,628,000 210,000

業務委託費支出 406,063,000 445,199,000 39,136,000
市町村社協事務費支出 2,179,000 2,179,000 0
市町村社協相談支援体制整備費支出 246,820,000 257,700,000 10,880,000
その他の業務委託費支出 157,064,000 185,320,000 28,256,000

債権管理強化推進費支出 360,000 21,960,000 21,600,000
事務費支出 36,046,000 50,482,000 14,436,000

福利厚生費支出 85,000 85,000 0
福利厚生センター掛金支出 50,000 50,000 0
育成制度掛金支出 35,000 35,000 0

諸謝金支出 133,000 836,000 703,000
旅費交通費支出 558,000 1,243,000 685,000

役職員旅費交通費支出 259,000 203,000 56,000△           
講師・委員等旅費交通費支出 299,000 1,040,000 741,000

事務消耗品費支出 1,140,000 1,210,000 70,000
消耗品費支出 840,000 730,000 110,000△          
器具什器費支出 300,000 480,000 180,000

印刷製本費支出 4,413,000 5,915,000 1,502,000
水道光熱費支出 814,000 814,000 0
車両費支出 60,000 60,000 0
通信運搬費支出 10,077,000 15,301,000 5,224,000
会議費支出 32,000 72,000 40,000
資料図書費支出 50,000 5,000 45,000△           
手数料支出 89,000 76,000 13,000△           
賃借料支出 1,877,000 423,000 1,454,000△        

賃借料支出 0 300,000 300,000
リース料支出 1,877,000 123,000 1,754,000△        

租税公課支出 50,000 3,000 47,000△           
印紙税支出 50,000 3,000 47,000△           

保守料支出 44,000 38,000 6,000△            
電算処理費支出 16,623,000 24,401,000 7,778,000
雑支出 1,000 0 1,000△            

事業活動支出計(2) 490,616,000 568,070,000 77,454,000
事業活動資金収支差額 (3=1-2) 462,502,000△      540,166,000△      77,664,000△       

施設整備等による収支
収　入

施設整備等収入計(4) 0 0 0
支　出

固定資産取得支出 0 0 0
施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0
その他の活動による収支

収　入
積立資産取崩収入 684,828,000 534,420,000 150,408,000△      

債権管理事務費積立資産取崩収入（コロナ） 684,828,000 534,420,000 150,408,000△      
生活福祉資金会計繰入金収入 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    

生活福祉資金会計繰入金収入 3,146,784,000 4,899,000 3,141,885,000△    
要保護資金会計繰入金収入 99,000 3,000 96,000△           

要保護資金会計繰入金収入 99,000 3,000 96,000△           
その他の活動収入計(7) 3,831,711,000 539,322,000 3,292,389,000△    

支　出
積立資産支出 7,668,403,000 624,000 7,667,779,000△    

退職給付引当資産支出 620,000 624,000 4,000
債権管理事務費積立資産積立支出（コロナ） 7,667,783,000 0 7,667,783,000△    

その他の活動による支出 1,750,000 2,615,000 865,000
退職手当積立基金預け金支出 1,750,000 2,615,000 865,000

その他の活動支出計(8) 7,670,153,000 3,239,000 7,666,914,000△    
その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 3,838,442,000△    536,083,000 4,374,525,000

予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 4,300,944,000△    4,083,000△        4,296,861,000

勘　定　科　目

拠点区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金貸付事務費会計拠点区分 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)勘　定　科　目

拠点区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

前期末支払資金残高(12) 4,314,175,000 13,231,000 4,300,944,000△    
当期末支払資金残高(11+12) 13,231,000 9,148,000 4,083,000△        
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金貸付事務費会計拠点区分
サービス区分名：通常貸付債権管理事業

前年度予算(B) 当年度予算(A) 増 減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

経常経費補助金収入 0 27,834,000 27,834,000
県補助金収入 0 27,834,000 27,834,000

貸付事務費補助金収入 0 27,834,000 27,834,000
受取利息配当金収入 0 20,000 20,000

受取利息配当金収入 0 20,000 20,000
事業活動収入計(1) 0 27,854,000 27,854,000

支　出
人件費支出 0 13,639,000 13,639,000

職員給与支出 0 9,046,000 9,046,000
職員賞与支出 0 2,660,000 2,660,000
法定福利費支出 0 1,933,000 1,933,000

社会保険料支出 0 1,786,000 1,786,000
労働保険料支出 0 147,000 147,000

事業費支出 0 18,085,000 18,085,000
貸付調査償還指導費支出 0 15,546,000 15,546,000

貸付調査償還促進費支出 0 3,918,000 3,918,000
民生委員実費弁償費支出 0 11,628,000 11,628,000

業務委託費支出 0 2,179,000 2,179,000
市町村社協事務費支出 0 2,179,000 2,179,000

債権管理強化推進費支出 0 360,000 360,000
事務費支出 0 3,060,000 3,060,000

福利厚生費支出 0 47,000 47,000
福利厚生センター掛金支出 0 30,000 30,000
育成制度掛金支出 0 17,000 17,000

諸謝金支出 0 36,000 36,000
旅費交通費支出 0 263,000 263,000

役職員旅費交通費支出 0 23,000 23,000
講師・委員等旅費交通費支出 0 240,000 240,000

事務消耗品費支出 0 130,000 130,000
消耗品費支出 0 130,000 130,000

印刷製本費支出 0 343,000 343,000
水道光熱費支出 0 271,000 271,000
通信運搬費支出 0 367,000 367,000
会議費支出 0 12,000 12,000
資料図書費支出 0 5,000 5,000
手数料支出 0 26,000 26,000
租税公課支出 0 3,000 3,000

印紙税支出 0 3,000 3,000
電算処理費支出 0 1,557,000 1,557,000

負担金支出 0 0 0
事業活動支出計(2) 0 34,784,000 34,784,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 0 6,930,000△        6,930,000△        
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
固定資産取得支出 0 0 0

施設整備等支出計(5) 0 0 0
施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0

その他の活動による収支
収　入

積立資産取崩収入 0 0 0
生活福祉資金会計繰入金収入 0 4,847,000 4,847,000
　生活福祉資金会計繰入金収入 0 4,847,000 4,847,000
要保護資金会計繰入金収入 0 3,000 3,000
　要保護資金会計繰入金収入 0 3,000 3,000

その他の活動収入計(7) 0 4,850,000 4,850,000
支　出

積立資産支出 0 386,000 386,000
退職給付引当資産支出 0 386,000 386,000

その他の活動による支出 0 1,617,000 1,617,000
退職手当積立基金預け金支出 0 1,617,000 1,617,000

その他の活動支出計(8) 0 2,003,000 2,003,000
その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 0 2,847,000 2,847,000

予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 0 4,083,000△        4,083,000△        

前期末支払資金残高(12) 0 13,231,000 13,231,000
当期末支払資金残高(11+12) 0 9,148,000 9,148,000

勘　定　科　目

サービス区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
拠点区分名：生活福祉資金貸付事務費会計拠点区分
サービス区分名：コロナ特例貸付債権管理事業

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増 減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

経常経費補助金収入 0 0 0
受取利息配当金収入 0 50,000 50,000

受取利息配当金収入 0 50,000 50,000
事業活動収入計(1) 0 50,000 50,000

支　出
人件費支出 0 20,854,000 20,854,000

職員給与支出 0 11,191,000 11,191,000
職員賞与支出 0 3,716,000 3,716,000
派遣職員費支出 0 3,456,000 3,456,000
法定福利費支出 0 2,491,000 2,491,000

社会保険料支出 0 2,304,000 2,304,000
労働保険料支出 0 187,000 187,000

事業費支出 0 465,010,000 465,010,000
貸付調査償還指導費支出 0 390,000 390,000

貸付調査償還促進費支出 0 390,000 390,000
業務委託費支出 0 443,020,000 443,020,000

市町村社協相談支援体制整備費支出 0 257,700,000 257,700,000
その他の業務委託費支出 0 185,320,000 185,320,000

債権管理強化推進費支出 0 21,600,000 21,600,000
事務費支出 0 47,422,000 47,422,000

福利厚生費支出 0 38,000 38,000
福利厚生センター掛金支出 0 20,000 20,000
育成制度掛金支出 0 18,000 18,000

諸謝金支出 0 800,000 800,000
旅費交通費支出 0 980,000 980,000

役職員旅費交通費支出 0 180,000 180,000
講師・委員等旅費交通費支出 0 800,000 800,000

事務消耗品費支出 0 1,080,000 1,080,000
消耗品費支出 0 600,000 600,000
器具什器費支出 0 480,000 480,000

印刷製本費支出 0 5,572,000 5,572,000
水道光熱費支出 0 543,000 543,000
車両費支出 0 60,000 60,000
通信運搬費支出 0 14,934,000 14,934,000
会議費支出 0 60,000 60,000
手数料支出 0 50,000 50,000
賃借料支出 0 423,000 423,000

賃借料支出 0 300,000 300,000
リース料支出 0 123,000 123,000

保守料支出 0 38,000 38,000
電算処理費支出 0 22,844,000 22,844,000

負担金支出 0 0 0
事業活動支出計(2) 0 533,286,000 533,286,000

事業活動資金収支差額 (3=1-2) 0 533,236,000△      533,236,000△      
施設整備等による収支

収　入
施設整備等収入計(4) 0 0 0

支　出
固定資産取得支出 0 0 0

施設整備等支出計(5) 0 0 0
施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0

その他の活動による収支
収　入

積立資産取崩収入 0 534,420,000 534,420,000
債権管理事務費積立資産取崩収入（コロナ） 0 534,420,000 534,420,000

生活福祉資金会計繰入金収入 0 52,000 52,000
生活福祉資金会計繰入金収入 0 52,000 52,000

その他の活動収入計(7) 0 534,472,000 534,472,000
支　出

積立資産支出 0 238,000 238,000
退職給付引当資産支出 0 238,000 238,000

その他の活動による支出 0 998,000 998,000
退職手当積立基金預け金支出 0 998,000 998,000

その他の活動支出計(8) 0 1,236,000 1,236,000
その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 0 533,236,000 533,236,000

予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11+12) 0 0 0

勘　定　科　目

サービス区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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法人名：社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会／生福
会計区分名：臨時特例つなぎ資金会計 （単位：円）

前年度予算(A) 当年度予算(B) 増減(B)-(A)

事業活動による収支
収　入

貸付事業収入 35,000 20,000 15,000△           
長期滞留債権償還金収入 35,000 20,000 15,000△           

臨時特例つなぎ資金長期滞留債権償還金収入 35,000 20,000 15,000△           
受取利息配当金収入 1,000 1,000 0

受取利息配当金収入 1,000 1,000 0
事業活動収入計(1) 36,000 21,000 15,000△           

支　出
人件費支出 0 0 0
事業費支出 0 0 0
事務費支出 4,000 1,000 3,000△            

手数料支出 4,000 1,000 3,000△            
貸付事業支出 1,000 100,000 99,000

貸付金支出 1,000 100,000 99,000
臨時特例つなぎ資金貸付金支出 1,000 100,000 99,000

流動資産評価損等による資金減少額 1,000 1,000 0
資産評価損 0 0 0
徴収不能額 1,000 1,000 0

事業活動支出計(2) 6,000 102,000 96,000
事業活動資金収支差額 (3=1-2) 30,000 81,000△           111,000△          

施設整備等による収支
収　入

施設整備等収入計(4) 0 0 0
支　出

施設整備等支出計(5) 0 0 0
施設整備等資金収支差額(6=4-5) 0 0 0

その他の活動による収支
収　入

積立資産取崩収入 0 0 0
生活福祉資金会計繰入金収入 0 0 0

その他の活動収入計(7) 0 0 0
支　出

その他の活動支出計(8) 0 0 0
その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 30,000 81,000△           111,000△          

前期末支払資金残高(12) 354,000 384,000 30,000
当期末支払資金残高(11+12) 384,000 303,000 81,000△           

勘　定　科　目

会計区分  資金収支予算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日
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